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１ 平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定等について 

 

（１）平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定について 

平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定については、 

・ 改正障害者総合支援法等により創設された自立生活援助などの新サービ

スの報酬・基準の設定、 

・ 障害者の重度化・高齢化への対応、医療的ケア児や精神障害者への支援

や就労支援サービスの質の向上 

などといった課題が数多くある中で、関係団体の意見等も踏まえ、昨年５月

から検討を重ねてきたところ。 

先月、２月５日には、厚生労働省に設置した障害福祉サービス等報酬改定

検討チームにおいて、報酬改定の概要をとりまとめたところであるが、今回

の報酬改定では、先に述べた課題に対応すべく、 

① 障害者の重度化・高齢化を踏まえた、障害者の地域移行・地域生活の支

援等 

② 障害児支援の適切なサービス提供体制の確保と質の向上(医療的ケア児

への対応等) 

③ 精神障害者の地域移行の推進 

④ 就労継続支援に係る工賃・賃金の向上や就労移行、就労定着の促進に向

けた報酬の見直し 

⑤ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保と効率的かつ効果的にサービ

スの提供を行うための報酬等の見直し 

の５つの基本的考え方に基づき、各サービスの報酬・基準について見直しを

行った（関連資料１）。 

 

（２）平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定の施行に向けた今後の予定等に

ついて 

   今回の報酬改定の施行に向けた今後の予定としては、報酬告示（平成 18

年告示第 523 号他）等について、改定の内容に係るパブリックコメントにお

ける意見等を踏まえ、３月下旬に公布する予定である。 

また、報酬に関する関係通知やＱ＆Ａについても、同じく３月下旬を目途

に発出する予定としており、各都道府県等におかれては、あらかじめご了知

いただくとともに、管内市区町村や事業者等への情報提供をお願いする。 

 

（３）各種加算等の届出時期について 

   障害福祉サービス等報酬に係る加算等の届出については、通常、４月から

加算等の算定を開始する場合、３月 15 日までに各都道府県知事等へ届出を

行う必要があるが、今回の報酬改定によるスケジュール面での影響等を考慮

し、平成 27 年度報酬改定のときと同様、４月中に届出がなされた新規の加

算等については、４月１日に遡っての算定を可能とする取扱いとする。 

   なお、具体的な届出日については、各都道府県国保連合会と調整の上、各

都道府県等において柔軟な設定を行って差し支えない。 
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平成30年度障害福祉サービス等報酬改定
における主な改定内容

平成30年２月５日

関
連
資
料
１
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平成30年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容
障害者の重度化・高齢化への対応、医療的ケア児への支援や就労支援サービスの質の向上などの課題に対応
改正障害者総合支援法等（H28.５成立）により創設された新サービスの報酬・基準を設定
平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋0.47％

１．重度の障害者への支援を可能とするグループホームの新たな類
型を創設

２．一人暮らしの障害者の理解力、生活力等を補うための支援を行
う新サービス（前回の法改正に伴うもの）、「自立生活援助」の
報酬を設定

３．地域生活支援拠点等の機能強化

４．共生型サービスの基準・報酬の設定

１．人工呼吸器等の使用や、たん吸引などの医療的ケアが必要な障
害児が、必要な支援を受けられるよう、看護職員の配置を評価す
る加算を創設

２．障害児の通所サービスについて、利用者の状態や事業所のサー
ビス提供時間に応じた評価を行う

３．障害児の居宅を訪問して発達支援を行う新サービス（前回の法
改正に伴うもの）、「居宅訪問型児童発達支援」の報酬を設定

障害者の重度化・高齢化を踏まえた、
地域移行・地域生活の支援

医療的ケア児への対応等

精神障害者の地域移行の推進

１．一般就労への定着実績等に応じた報酬体系とする

２．一般就労に移行した障害者に生活面の支援を行う新サービス
（前回の法改正に伴うもの） 、「就労定着支援」の報酬を設定

就労系のサービスにおける工賃・賃金の向上、
一般就労への移行促進

１．計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価

２．送迎加算の見直し

障害福祉サービスの持続可能性の確保

１．長期に入院する精神障害者の地域移行を進めるため、グループ
ホームでの受入れに係る加算を創設

２．地域移行支援における地域移行実績等の評価

３．医療観察法対象者等の受入れの促進
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○ 障害者の重度化・高齢化に対応できる共同生活援助の新たな類型として、「日中サービス支援型共同生活援助」
（以下「日中サービス支援型」という。）を創設。

○ 日中サービス支援型の報酬については、重度の障害者等に対して常時の支援体制を確保することを基本とする。
なお、利用者が他の日中活動サービスを利用することを妨げることがないような仕組みとする。

○ 従来の共同生活援助よりも手厚い世話人の配置とするため、最低基準の５：１をベースに、４：１及び３：１の
基本報酬を設定。

○ 日中サービス支援型共同生活援助（１日につき）
・ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅰ）

※ 世話人の配置が3:1の場合
(1) 区分６ 1,098単位
： ： ：

※ このほか、看護職員を配置した場合の加算を創設する。

○ 住まいの場であるグループホームの特性（生活単位であるユニットの定
員等）は従来どおり維持しつつ、スケールメリットを生かした重度障害者
への支援を可能とするため、１つの建物への入居を２０名まで認めた新た
な類型のグループホーム。

○ 地域における重度障害者の緊急一時的な宿泊の場を提供するため、短期
入所の併設を必置とする。

2～10人

短期入所１～5人

2～10人

＋

重度の障害者への支援を可能とするグループホームの新たな類型の創設（日中サービス支援型）

2
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障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所、
医療機関、行政機関、

民生委員 等

居宅

（「自立生活援助」）。

○ 平成28年の障害者総合支援法改正において、障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する知的障

害者や精神障害者などについて、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や

随時の対応により、障害者の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行うサービスを創設

（「自立生活援助」）。

施設

自立生活援助
事業所

一人暮らしを希望
する障害者が移行

相談
要請

随時対応
（訪問、電話、
メール等）

定期的な居宅訪問
（月２回以上）

ＧＨ 病院 等○ 障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での
一人暮らしに移行した障害者等で、理解力や生活力等に不安が
ある者 等

対象者

○ 定期的に利用者の居宅を月２回以上訪問し、
・ 食事、洗濯、掃除などに課題はないか
・ 公共料金や家賃に滞納はないか
・ 体調に変化はないか、通院しているか
・ 地域住民との関係は良好か
などについて確認を行い、必要な助言や医療機関等との連絡調
整を行う。

○ 定期的な訪問だけではなく、利用者からの相談・要請があった
際は、訪問、電話、メール等による随時の対応も行う。

○ 標準利用期間は１年（市町村判断で延長可能）

支援内容

「自立生活援助」の報酬の設定【新サービス】

3
一人暮らしの継続

人間関係
生活環境
契約手続 等

連絡調整

自立生活援助サービス費（退所等から１年以内の利用者）※

① 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30未満 1,547単位／月

② 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30以上 1,083単位／月

※ このほか、退所等から１年を超える利用者の基本報酬も設定

基本報酬
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○ 地域生活支援拠点等は、障害者の重度化・高齢化や「親
亡き後」を見据え、障害者の生活を地域全体で支えるため、
居住支援のためのサービス提供体制を、地域の実情に応じ
て整備するもの。

○ 第５期障害福祉計画（平成30年度～32年度）では、平成
32年度末までに「各市町村又は各障害保健福祉圏域に少な
くとも１カ所の整備」を基本。

※参考：平成29年9月時点における整備状況 42市町村、11圏域
平成29年度末までに整備予定 117市町村、43圏域

（全国：1,718市町村、352 圏域）

【相談機能の強化】
○ 特定相談支援事業所等にコーディネーターの役割を担う相談支援専門員を配置し、連携

する短期入所への緊急時の受入れの対応を評価。
・ 地域生活支援拠点等相談強化加算 700単位／回（月４回を限度）等

地域生活支援拠点等の機能強化

4

【緊急時の受入れ・対応の機能の強化】
○ 緊急の受入れ・対応を重点的に評価するために、緊急短期入所受入加算の算定要件を見直し。

・ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ） 120単位／日 → 180単位／日（利用開始日から7日間を限度）等

【体験の機会・場の機能の強化】
○ 日中活動系サービスの体験利用支援加算を引上げ。

・ 体験利用支援加算 300単位／日 → 500単位／日（初日から５日目まで）
＋50単位／日 ※ 地域生活支援拠点等の場合 等

【専門的人材の確保・養成の機能の強化】
○ 生活介護に重度障害者支援加算を創設。

・ 重度障害者支援加算 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者の配置 7単位／日（体制加算） 等

【地域の体制づくりの機能の強化】
○ 支援困難事例等の課題検討を通じ、地域課題の明確化と情報共有等を行い、共同で対応していることを評価。

・ 地域体制強化共同支援加算 2,000単位／月（月１回限度）

地域生活支援拠点等

【相談】

【緊急時受入れ】

【地域の体制づくり】

【体験の機会】

【専門性】
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共生型サービスの基準・報酬の設定

5

○ 介護保険サービスの指定を受けた事業所であれば、基本的に障害福祉（共生型）の指定を受けられるよう、障害福
祉の居宅介護、生活介護、短期入所等の指定を受ける場合の基準の特例を設ける。

自宅

介護保険
通所介護

障害福祉
生活介護

見直し前

山間地域など近くに事業所がない場合、遠
方の事業所までの通所が必要。

自宅

介護保険
通所介護
＋

共生型
生活介護 障害福祉

生活介護

見直し後

近隣の通所介護事業所が共生型生活介護になる
ことで、身近な場所でのサービスが可能に。

障害福祉
生活介護

65歳

介護保険通所介護

障害福祉生活介護

○介護サービス事業所が共生型障害福祉サービスの指定を受ける場合（障害報酬）

見直し前

65歳を境に、なじみのある事業所から
介護サービス事業所へ移行する可能性。

障害福祉
生活介護

65歳

介護保険通所介護

障害福祉生活介護
＋

共生型通所介護

見直し後

なじみのある事業所が共生型サービスに
なることで、65歳以降も引き続き通所。

○障害福祉サービス事業所が共生型介護サービスの指定を受ける場合（介護報酬）
【障害福祉サービス等報酬の例】
○ 介護保険の通所介護事業所が、障害

者への生活介護を行う場合 694単位

○ 共生型生活介護事業所等について、
サービス管理責任者等を配置し、かつ、
地域交流の場の提供等の実施を評価。

【例】
・サービス管理責任者配置等加算（新設）

58単位
・ 共生型サービス体制強化加算（新設）

① 児童発達支援管理責任者を配置
103単位

② 保育士又は児童指導員を配置
78単位

等

- 7-



【障害児向けサービス】
児童発達支援
放課後等デイサービス
福祉型障害児入所施設
居宅訪問型児童発達支援
【新サービス】

看護職員加配加算の創設
一定の基準を満たす医療的ケア児を受け入れるために看護職員を加配し

ている場合に、新たな加算として評価する。

医療連携体制加算の拡充（通所支援のみ）
医療的ケア児の支援のため、外部の看護職員が事業所を訪問して障害児

に対して長時間の支援を行った場合等について、新たに評価する。

居宅訪問型児童発達支援の創設【新サービス】
医療的ケア児等であって、障害児通所支援を利用するために外出するこ

とが著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を行う。

送迎加算の拡充
送迎において喀痰吸引等の医療的ケアが必要な場合があることを踏まえ、

手厚い人員配置体制で送迎を行う場合を評価する。

【夜間対応・レスパイト等】
短期入所

福祉型強化短期入所サービス費の創設
医療的ケアが必要な障害児者の受入れを支援するため、短期入所の新た

な報酬区分として「福祉型強化短期入所サービス費」を創設し、看護職員
を常勤で１人以上配置すること等を評価する。

【障害者向けサービス】
生活介護

常勤看護職員等配置加算の拡充
医療的ケア者を受け入れるために看護職員を２名以上配置している場合

を評価する。

【支援の総合調整】
計画相談支援
障害児相談支援

要医療児者支援体制加算の創設
医療的ケアを必要とする児者等、より高い専門性が求められる利用者を

支援する体制を有している場合を評価する。

医療・保育・教育機関等連携加算の創設
医療機関、保育機関等と必要な協議等を行った上で、サービス等利用計

画を作成した場合に、新たな加算として評価する。

6

医療的ケア児者に対する支援の充実
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・在宅の障害児の発達支援の機会の確保
・訪問支援から通所支援への社会生活の移行を推進

訪問教育

訪問診療・訪問看護

居宅訪問型保育

居宅訪問型
児童発達支援（新設）

居宅

児童発達支援センター 等
○ 重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児童発
達支援等の障害児通所支援を受けるために外出することが
著しく困難な障害児

対象者

○ 障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作

の指導、知識技能の付与等の支援を実施

【具体的な支援内容の例】

・手先の感覚と脳の認識のずれを埋めるための活動

・絵カードや写真を利用した言葉の理解のための活動

支援内容

○ 障害児支援については、一般的には複数の児童が集まる通所による支援が成長にとって望ましいと考えられるため、これまで通

所支援の充実を図ってきたが、現状では、重度の障害等のために外出が著しく困難な障害児に発達支援を受ける機会が提供さ

れていない。

○ このため、重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児

に発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービスを新たに創設する（「居宅訪問型児童発達支

援」）。

「居宅訪問型児童発達支援」の報酬の設定

居宅訪問型児童発達支援給付費(１日につき) 988単位

基本報酬

7
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１．基本報酬の見直し

● 現在一律の単価設定となっている放課後等デイサービスの基本報酬に
ついて、障害児の状態像を勘案した指標を設定し、報酬区分を設定する。

● また、１日のサービス提供時間が短い事業所について、人件費等の
コストを踏まえ、短時間報酬を設定する。

● この他、経営実調における放課後等デイサービスの収支差率（10.9％）
を踏まえ、基本報酬について一定の適正化を図る。

各事業所で中重度の障害児が利用者に占める割合

25.0%

10.7% 10.7%
14.3%

7.1% 7.1%

25.0%

0.0%
5.0%

10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%

各事業所における１日のサービス提供時間（平日）

0.4% 2.9%
9.5%

12.8%

32.6%

8.1%
9.4%

5.4%

19.1%

0.0%
5.0%

10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%

２．加算の充実
● 指導員加配加算の拡充：一定の条件を満たす場合、児童指導員等の加配２名分まで報酬上評価。 155単位／日×２名分

● 関係機関連携加算の拡充：学校と連携して個別支援計画の作成等を行った場合の評価を拡充。 １年に１回 → １月に１回

● 保育・教育等移行支援加算の創設：子ども子育て施策等への移行支援を行った場合に評価する。 500単位／回 等

利用者の状態や提供時間に応じた放課後等デイサービスの報酬の見直し

8

［現行の基本報酬の例］
（１）授業の終了後に行う場合

・利用定員が10人以下の場合 473単位（児童発達支援管理責任者専任加算計上後※678単位）

（２）休業日に行う場合
・利用定員が10人以下の場合 611単位（児童発達支援管理責任者専任加算計上後※816単位）

［見直し後の基本報酬の例］

（１）授業の終了後に行う場合
・利用定員が10人以下の場合

（２）休業日に行う場合
・利用定員が10人以下の場合

指標該当 それ以外

通常時間 656単位 609単位

短 時 間 645単位 596単位

指標該当 それ以外

区 分 787単位 726単位

※児童発達支援管理責任者専任加算は報酬改定に伴い改定後の基本報酬に組込み
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○ 長期に入院する精神障害者等の地域移行を進めていくため、地域生活支援拠点等の整備を促進し、その機能の充実・強化を更に進める
とともに、生活の場であるグループホームを確保し、地域相談支援等の既存サービスや新たに創設された自立生活援助の活用により、
関係機関・関係者による連携や、サービスを複合的に提供できる体制を強化する。

て

て

て

一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対
応により、障害者の理解力、生活力等を補う観点か
ら、適時のタイミングで適切な支援を行う。

精神科病院等に１年以上入院していた精神障害者に
対して、地域で生活するために必要な相談援助等を
社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等が実
施することを評価。

精神科病院等からの地域移行を促進するため、地域
移行実績や専門職の配置、病院等との緊密な連携を
評価した新たな基本報酬を設定。

医療観察法対象者や刑務所出所者等の社会復帰を
促すため、訓練系、就労系サービス事業所におい
て、精神保健福祉士等の配置や、訪問により支援
を実施していることを評価。

精神障害者の地域移行の推進

相談の機能、緊急時の受け入れ・対応の
機能、体験の機会・場の機能、専門的人
材の確保・養成の機能、地域の体制づく
りの機能について、新たに加算等により
評価。

自立生活援助による訪問支援【再掲】

グループホームにおける精神障害者の支援の評価 地域移行支援における地域移行実績等の評価

医療観察法対象者の受入れ促進

地域生活支援拠点等【再掲】
による地域全体で支える

提供体制の構築

精神障害者地域移行特別加算 300単位／日
（退院から１年以内）

（新）地域移行支援サービス費（Ⅰ）3,044単位／月

社会生活支援特別加算 480単位／日

自立生活援助サービス費
利用者数を地域生活支援員の
人数で除した数が
30未満 1,547単位／月
30以上 1,083単位／月

9

※ 加えて、日中サービス支援型共同生活援助
（再掲）において、重度・高齢の精神障害者に
対する支援を実施。

【相談】 【体験の機会】

日中活動系
サービス

【専門性】

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター

【緊急時受入れ】

短期入所

【地域の体制づくり】
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改定後の新基本報酬

改定前 １日の平均労働時間 基本報酬

584単位

７時間以上 615単位

６時間以上７時間未満 603単位

５時間以上６時間未満 594単位

４時間以上５時間未満 586単位

３時間以上４時間未満 498単位

２時間以上３時間未満 410単位

２時間未満 322単位

基本報酬については、定員規模別の設定に加え、１日の平均労働時間に応じた報酬設定とする。
労働時間が長いほど、利用者の賃金増加につながることや、支援コストがかかると考えられるため高い報酬設定とし、メリハ
リをつける。

○ 平均収支差率 ＋14.8％
（平成28年度決算）

○ 利用者の１日の労働時間は、４時
間以上５時間未満が最多

未定稿・取扱注意就労継続支援における賃金・工賃の向上

基本報酬については、定員規模別の設定に加え、平均工賃月額に応じた報酬設定とする。
工賃が高いほど、自立した地域生活につながることや、生産活動の支援に労力を要すると考えられることから、高い報酬設定
とし、メリハリをつける。

平均工賃月額
全体 15,033円

中央値 12,238円

（１）就労継続支援Ａ型の平均労働時間に応じた報酬見直し

（２）就労継続支援B型の平均工賃に応じた報酬見直し

○ 平均収支差率 ＋12.8％
（平成28年度決算）

改定前 平均工賃月額 基本報酬

584単位

4.5万円以上 645単位

3万円以上4.5万円未満 621単位

2.5万円以上3万円未満 609単位

2万円以上2.5万円未満 597単位

１万円以上2万円未満 586単位

５千円以上１万円未満 571単位

５千円未満 562単位

改定後の新基本報酬

10

＜人員配置７．５：１ 定員20人以下＞

＜人員配置７．５：１ 定員20人以下＞
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・遅刻や欠勤の増加
・身だしなみの乱れ
・薬の飲み忘れ

企業等

「就労定着支援」の報酬の設定

就労移行支援事業所
就労継続支援事業所（Ａ、Ｂ）

生活介護
自立訓練

働く障害者

・ 障害者就業・生活支援センター
・ 医療機関
・ 社会福祉協議会 等

②連絡調整

関係機関

②
連
絡
調
整

一般就労へ移行

就労に伴い生じている生活面の課題
⇒生活リズム、体調の管理、給料の浪費等

①
相
談
に
よ
る

課
題
把
握

就労定着支援就労定着支援
事業所

③
必
要
な
支
援

○ 就労移行支援、就労継続支援、生活介
護、自立訓練の利用を経て一般就労へ移
行した障害者で、就労に伴う環境変化に
より生活面の課題が生じている者

対象者

○ 障害者との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関等との連絡
調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を実施。
※ 利用者の自宅・企業等を訪問することにより、月１回以上は障害者との対面支援を

行う。加えて、月１回以上は企業訪問を行うよう努めることとする。
○ 利用期間は３年を上限とし、経過後は障害者就業・生活支援センター等へ引き継ぐ。

支援内容

○ 就労移行支援等を利用し、一般就労に移行した障害者の就労に伴う生活上の支援ニーズに対応できるよう、事業所・家族との連絡調整
等の支援を一定の期間にわたり行うサービスを新たに創設する（「就労定着支援」）。

○ 就労定着率（過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち就労定着者数の割合）に応じた基本報酬を設定。
就労定着支援サービス費 3,200単位／月（就労定着率9割以上）※

※ 利用開始後１年目は更に240単位を加算

基本報酬

11
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計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価

①モニタリング実施標準期間の見直し

支援の必要性の観点から標準期間の一部を見直し、モニタリングの頻度を高める。

②相談支援専門員1人あたりの標準担当件数の設定

サービスの質の標準化を図る観点から、1人の相談支援専門員が担当する一月の標準担当件数（35件）を設定。

⑤計画相談支援の基本報酬の見直し

上記①～④の見直しを踏まえ、一定程度適正化。

現行
基本
報酬

新基本
報酬

③加算

④加算

③特定事業所加算の見直し

相談支援専門員等の手厚い配置等を評価する特定事業所加算を、支援の質の向上と効率化を図るために拡充。

④高い質と専門性を評価する加算の創設

質の高い支援を実施した場合に、支援の専門性と業務負担を評価。
（初回加算、入院時情報連携加算、退院・退所加算、サービス担当者会議実施加算等７項目）

12

例：
・ 状態の変わりやすい居宅介護利用者 6月→3月
・ 障害者支援施設入所者 1年→6月 等（６月間・１年間）

（３月間・６月間）

特定事業所加算 300単位／月
特定事業所加算（Ⅰ） 500単位／月
特定事業所加算（Ⅱ） 400単位／月 等

・ 初回加算 300単位／月
・ 入院時情報連携加算（Ⅰ） 200単位／月 等
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● 加算の基本部分について、自動車維持費の低下等を踏まえた適正化を図る。

※ 現行単位を設定した平成24年と比べて燃費は向上。自動車維持費も低下（15,600円→11,800円 ：▲24.4％（月額）
民間調査）。

● 生活介護においては、重度者を送迎した場合の更なる加算について、２人での介護など手厚い支援
が必要なことを踏まえ、引き上げる。

１．加算単位の見直し

● 同一敷地内の事業所への送迎については、現行の加算単位より30％減算する。

※ 全体の１／３程度の送迎が同一敷地内で行われている。

２．同一敷地内送迎の適正化

３．就労継続支援Ａ型及び放課後等デイサービスの送迎加算の見直し

● 就労継続支援A型については、自ら通うことが基本であることを再度徹底。
● 放課後等デイサービスについては、障害児の自立能力の獲得を妨げないように配慮するよう通知。

（現行） （改定後）

送迎加算（Ⅰ） 27単位／回 21単位／回

送迎加算（Ⅱ） 13単位／回 10単位／回

（現行） （改定後）

14単位／回 28単位／回

送迎加算の見直し

13
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共同生活援助サービス費 
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［訓練系・就労系サービス］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・89 

機能訓練サービス費 
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障害児相談支援費 
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 ［障害児通所支援］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・105 

児童発達支援給付費 

医療型児童発達支援給付費 

放課後等デイサービス給付費 

保育所等訪問支援給付費 
 

 ［障害児入所支援］・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・112 

福祉型障害児入所施設給付費 
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第１ 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定に係る基本的な考え方 

１．これまでの経緯 

○ 障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）の施行から11年が経過し、

障害福祉サービス等の利用者は約100万人、国の予算額は約1.3兆円とそれ

ぞれ倍増するなど、障害者への支援は年々拡充している。 

そうした中で、平成27年度の社会保障審議会障害者部会において提言され

た「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて」を踏まえた改正障害者

総合支援法等が、平成30年度障害福祉サービス等報酬改定と同日の平成30

年４月１日に施行される。 

○ 本改定では、改正法において創設された自立生活援助や就労定着支援等の

新サービスの具体的な報酬等の設定について検討することはもとより、障害

者の重度化・高齢化、医療的ケア児や精神障害者の増加などに伴い、障害福

祉サービス等の利用者が多様化している中で、個々のニーズに応じたサービ

スの提供体制を整備する必要がある。 

○ また、平成28年６月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」に

おいて「障害や疾病の特性等に応じて最大限活躍できる環境を整備すること

が必要」とされるとともに、「障害者の就労支援等の推進」が掲げられてお

り、報酬改定を通じて障害者の工賃・賃金向上、一般就労への移行の促進や

就労定着支援の充実が求められる。 

○ 加えて、利用者数やサービスを提供する事業所数が大幅に増加している一

方で、サービスの質の向上が求められていることや、長期化した経過措置へ

の対応など、制度の持続可能性の確保の観点を踏まえた上で、メリハリのあ

る報酬体系への転換が求められる。 

○ このような状況の中、平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率は

全体で＋0.47％とし、サービス毎の報酬の設定においては、適正なサービス

の確保や制度の持続可能性等の観点から、各サービスの収支状況を踏まえつ

つ、メリハリをつけて対応することとされた。 

○ 障害福祉サービス等報酬改定検討チーム（以下「検討チーム」という。）は、

平成29年５月31日から17回にわたり、47の関係団体からのヒアリングの

ほか、個々のサービスの現状と論点を整理した上で、検討を積み重ねてきた。

「平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の概要」は、これまでの検討の積

み重ねと上記の経緯等に沿って整理し、取りまとめたものである。 

 

２．平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な考え方とその対応 

平成30年度障害福祉サービス等報酬改定は、以下の基本的考え方に基づき、

各サービスの報酬・基準についての見直しを行う。 
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（１）障害者の重度化・高齢化を踏まえた、障害者の地域移行・地域生活の支援

等 

○  障害者の重度化・高齢化によりサービス利用のニーズが多様化する中、

障害者が地域生活を開始・継続するために必要な支援を受けることができ

るよう、在宅生活を支援するサービスの充実を図る。 

     ○  障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域が抱える課題に

向き合い、地域で障害者やその家族が安心して生活するため、地域生活支

援拠点等の整備を促進し、その機能の充実・強化を図るとともに、生活の

場であるグループホームの整備等を進める。 

 

（２）障害児支援の適切なサービス提供体制の確保と質の向上(医療的ケア児へ

の対応等) 

○  医療技術の進歩等を背景として、人工呼吸器等の使用や、たんの吸引な

どの医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）が増加している中で、個々

の障害児がその家族の状況やニーズに応じて、地域において必要な支援を

受けることができるよう、サービス提供体制を確保する。 

○  放課後等デイサービスなどの障害児通所支援については、利用する障害

児が障害特性に応じた適切な支援を受け、生活能力の向上などが図られる

よう、サービスの質を確保し、適切な評価に基づく報酬体系とする。 

 

（３）精神障害者の地域移行の推進 

  ○  長期に入院する精神障害者等の地域移行を進めていくため、地域移行後

の生活の場や、地域生活を支えるためのサービス提供体制の確保などの取

組を強化する。 

 ○  具体的には、地域生活支援拠点等の整備を促進し、その機能の充実・強

化を図るとともに、生活の場であるグループホームを確保し、地域相談支

援等の既存サービスや新たに創設された自立生活援助の活用により、関係

機関・関係者による連携や、サービスを複合的に提供できる体制を強化す

る。 

 

（４）就労継続支援に係る工賃・賃金の向上や就労移行、就労定着の促進に向け

た報酬の見直し 

○ 障害者がその適性に応じて能力を十分に発揮し、地域で自立した生活を

実現することができるよう、一般就労移行後の定着実績や工賃実績、労働

時間に応じたメリハリのある報酬体系を構築し、就労系障害福祉サービス

における工賃・賃金向上や一般就労への移行・定着を更に促進する。 
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（５）障害福祉サービス等の持続可能性の確保と効率的かつ効果的にサービスの 

提供を行うための報酬等の見直し 

○ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加している一方で、

一部の事業所においてサービスの質の低下が見られることが課題となっ

ていることや、制度の持続可能性を確保するため、効率的かつ効果的にサ

ービスを提供できるよう、サービスの質を評価した報酬体系とする。 

 

第２ 各サービスの報酬・基準に係る見直しの内容 

１．新設サービス 

（１）就労定着支援 

① 基本的な考え方 

・ 就労定着支援は、利用者との対面による相談等や利用者を雇用した企

業への訪問、関係機関との連絡調整等を一体的に実施するものであるこ

とから、基本報酬は月額とし、包括的にサービスを評価する体系とする。

その上で、就労定着率に応じて基本報酬を算定する仕組みとする。 

  ② サービスの対象者 

   ・ 生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援を利用して一般

就労した障害者を対象とする。 

  ③ 職員配置 

   ・ 以下の職員を配置する。 

    一 就労定着支援員      

常勤換算方法で、利用者の数を40で除した数以上（資格要件は定め

ない。） 

    二 サービス管理責任者  

次に掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞれに掲げる数以上 

      イ 利用者の数が60以下 １以上 

      ロ 利用者の数が61以上 １に、利用者の数が60を超えて40又はそ

の端数を増すごとに１を加えて得た数以

上 

 ※ 就労定着支援と生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続

支援を一体的に運営している場合は、それぞれの利用者の合計数に

応じて配置する。 

④ 基本報酬・加算の設定 

ア 就労定着率に応じた基本報酬の評価 

・ 利用者との対面による支援を月１回以上行うことを算定要件とする。 

・ 生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援を利用して一

般就労した障害者の職場定着を促進するため、就労定着率（過去３年

間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数
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（雇用された通常の事業所での就労が継続している者の数）の割合）

に応じた基本報酬とする。また、利用者数の規模に応じた報酬設定と

する。 

≪就労定着支援サービス費の設定≫ 

イ 利用者数20人以下 

（１）就労定着率が９割以上の場合         3,200単位／月 

（２）就労定着率が８割以上９割未満の場合        2,640単位／月 

（３）就労定着率が７割以上８割未満の場合        2,120単位／月 

（４）就労定着率が５割以上７割未満の場合     1,600単位／月 

（５）就労定着率が３割以上５割未満の場合      1,360単位／月 

（６）就労定着率が１割以上３割未満の場合     1,200単位／月 

（７）就労定着率が１割未満の場合         1,040単位／月 

ロ 利用者数21人以上40人以下 

（１）就労定着率が９割以上の場合         2,560単位／月 

（２）就労定着率が８割以上９割未満の場合     2,112単位／月 

（３）就労定着率が７割以上８割未満の場合      1,696単位／月 

（４）就労定着率が５割以上７割未満の場合        1,280単位／月 

（５）就労定着率が３割以上５割未満の場合     1,088単位／月 

（６）就労定着率が１割以上３割未満の場合      960単位／月 

（７）就労定着率が１割未満の場合           832単位／月 

ハ 利用者数41人以上 

（１）就労定着率が９割以上の場合                2,400単位／月 

（２）就労定着率が８割以上９割未満の場合     1,980単位／月 

（３）就労定着率が７割以上８割未満の場合      1,590単位／月 

（４）就労定着率が５割以上７割未満の場合     1,200単位／月 

（５）就労定着率が３割以上５割未満の場合     1,020単位／月 

（６）就労定着率が１割以上３割未満の場合      900単位／月 

（７）就労定着率が１割未満の場合                   780単位／月 

 

イ 利用期間終了後の就労定着実績に応じた評価 

・ 就労定着支援のサービス利用終了者が雇用された通常の事業所に継

続して雇用されるよう、就労定着支援事業者はサービス利用終了者が

登録している障害者職業・生活支援センター等の要請に応じて必要な

協力を行う必要があることから、サービス利用終了者のうち、雇用さ

れた通常の事業所に３年６月以上６年６月未満の期間継続して就労

している者の割合が７割以上の事業所を評価する加算を創設する。 

≪就労定着実績体制加算【新設】≫    300単位／月 
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ウ 就労定着を促進するための評価 

・ 障害者の職場定着をより促進するため、職場適応援助者（ジョブコ

ーチ）養成研修を修了した者を就労定着支援員として配置している事

業所を評価する加算を創設する。 

≪職場適応援助者養成研修修了者配置体制加算【新設】≫  120単位／月 

 

エ 中山間地域等に居住する利用者を支援した場合の評価 

・ 中山間地域等に居住する利用者への支援については、移動コストを

勘案することとし、特別地域加算を創設する。 

≪特別地域加算【新設】≫    240単位／月 

 

オ アセスメントを要する利用者を受け入れた場合の評価 

・ 就労定着支援については、就労移行支援事業所等の利用者が利用し

ていた就労移行支援事業所等の職員から引き続き職場定着のための

支援を受けることを基本とするが、当該就労移行支援事業所等以外の

就労移行支援事業所等を利用して一般就労した障害者の職場定着の

ための支援を行う場合には、特にアセスメント等に時間や労力を要す

ることから、こうした業務負担を評価する加算を創設する。 

※ 初期加算を取得するため、同一法人内の他の就労定着支援事業所

を利用させることは認めないこととする。 

≪初期加算【新設】≫    900単位／月（１回限りの算定） 

 

カ 支援開始１年以内の利用者に対する評価 

・ 支援開始１年目は障害者本人に対する支援回数も頻回になると考え

られるとともに、就職先企業、医療機関等の関係機関との関係性を構

築するなど、時間や労力を要することから、支援開始１年以内の利用

者に対する支援の手間を評価する加算を創設する。 

≪企業連携等調整特別加算【新設】≫    240単位／月 

 

キ 利用者負担上限額管理加算の創設 

・ 利用者負担額合計額の管理を行った場合、業務負担を評価する加算

を創設する。 

≪利用者負担上限額管理加算【新設】≫   150単位／回（月１回を限度） 
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⑤ 自立生活援助、訪問型自立訓練（生活訓練）との併給 

・ 就労定着支援は雇用に伴い生じる日常生活又は社会生活を営む上での

各般の問題に関する相談、指導及び助言その他の必要な支援を行うもの

であり、生活支援としては、生活リズム・生活習慣、衛生管理、健康管

理・服薬管理などを行うことになる。このため、就労定着支援は自立生

活援助における支援内容の範囲をまかなえることから、自立生活援助と

の併給は認めないこととする。 

・ また、就労定着支援は、訪問型自立訓練（生活訓練）の相談援助の内

容の範囲をまかなえることや、就労定着支援の利用者は一般企業に就職

していることを踏まえれば、新たに生活に関する訓練を行うことは想定

されないことから、訪問型自立訓練（生活訓練）との併給は認めないこ

ととする。 

※ サービス内容が異なる他の障害福祉サービス等との併給は妨げない。  

 

（２）自立生活援助 

① 基本的考え方 

・ 自立生活援助は、定期的な居宅訪問等により利用者の状況把握を行い、

必要な情報提供や助言等の支援を一体的に実施するものであることか

ら、基本報酬は月額とし、包括的にサービスを評価する体系とする。そ

の上で、特に支援が必要となる場合等については、実績や体制に応じて

報酬を算定する仕組みとする。  

 ② サービスの対象者 

   ・ 以下の者を対象とする。 

一 障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での一人

暮らしに移行した障害者等で、理解力や生活力等に不安がある者 

二 現に一人で暮らしており、自立生活援助による支援が必要な者（※） 

三 障害、疾病等の家族と同居しており（障害者同士で結婚している場

合を含む）、家族による支援が見込めないため、実質的に一人暮らし

と同様の状況であり、自立生活援助による支援が必要な者（※） 

※ 自立生活援助による支援が必要な者の例 

      ・ 地域移行支援の対象要件に該当する障害者施設に入所していた者

や精神科病院に入院していた者等であり、理解力や生活力を補う観

点から支援が必要と認められる場合 

      ・ 人間関係や環境の変化等によって、１人暮らしや地域生活を継続

することが困難と認められる場合（家族の死亡、入退院の繰返し 等） 

     ・ その他、市町村審査会における個別審査を経てその必要性を判断

した上で適当と認められる場合 
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 ③ 職員配置 

  ・ 以下の職員を配置する。 

一 地域生活支援員  

指定自立生活援助事業所ごとに、１以上 

なお、利用者の数が25又はその端数を増すごとに１とすることを標

準とする。 

二 サービス管理責任者 

 次に掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞれに掲げる数以上 

イ 利用者の数が30以下 １以上  

ロ 利用者の数が31以上 １に、利用者の数が30を超えて30又はそ

の端数を増すごとに１を加えて得た数以

上 

 ④ 基本報酬・加算の設定 

ア 毎月の包括的なサービスの評価 

・ 定期的な居宅訪問を月２回以上行うことを算定要件とする。 

     ・ 障害者支援施設等から移行した直後（退所等の日から１年以内）の

利用者については、関係機関との連絡調整や地域住民との関係づくり

に要する業務量を評価する報酬を設定する。 

      ・ 適正なサービス量を提供する観点から、１人の地域生活支援員が支

援する利用者数を人員基準では「標準として25人」としているが、報

酬上は「30人」を超えた場合の報酬を設定する。 

≪自立生活援助サービス費の設定≫ 

イ 自立生活援助サービス費（Ⅰ）【新設】※退所等から１年以内の利用者 

（１）利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30未満  

1,547単位／月 

（２）利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30以上  

 1,083単位／月 

ロ 自立生活援助サービス費（Ⅱ）【新設】※退所等から１年を超える利用者 

（１）利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30未満 

  1,158単位／月 

（２）利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30以上     

811単位／月 

 

イ 特に支援が必要となる場合等の評価 

・ 特に業務量が集中する支援を開始した月及び利用者が居宅から外出

した際に支援を行った月については、更に一定単位数を加算する。 
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≪初回加算【新設】≫    500単位／月 

≪同行支援加算【新設】≫  500単位／月 

 

ウ その他 

・ 中山間地域等に居住する利用者の居宅訪問については、移動コスト

を勘案することとし、特別地域加算を創設する。 

≪特別地域加算【新設】≫   230単位／月 

 

     ・ 良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、常勤の地

域生活支援員のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は

公認心理師の資格保有者の割合等を評価することとし、福祉専門職員

配置等加算を創設する。 

≪福祉専門職員配置等加算【新設】≫ 

（Ⅰ）常勤の地域生活支援員のうち、資格保有者が35％以上  450単位／月 

（Ⅱ）常勤の地域生活支援員のうち、資格保有者が25％以上  300単位／月 

（Ⅲ）地域生活支援員のうち、常勤職員が75％以上又は 

勤続３年以上の常勤職員が30％以上               180単位／月 

 

・ 利用者負担額合計額の管理を行った場合の業務負担を評価する利用

者負担上限額管理加算を創設する。 

≪利用者負担上限額管理加算【新設】≫   150単位／回（月１回を限度） 

 

（３）居宅訪問型児童発達支援 

   ① 基本的考え方 

    ・ 居宅訪問型児童発達支援については、訪問先において発達支援を提供

するものであることから、１回当たりの支援に係る費用を報酬上算定す

る仕組みとする。その上で、特に支援が必要となる場合等については、

実績や体制に応じて報酬を算定する仕組みとする。 

 

② サービスの対象者 

   ・ 重症心身障害等の重度の障害により外出が著しく困難な場合や感染症

にかかりやすく重篤化する恐れのある場合など、障害児本人の状態を理

由として外出ができない場合をサービスの対象者とする。 
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③ 職員配置 

   ・ 以下の職員を配置する。 

一 訪問支援員 事業規模に応じて訪問支援を行うために必要な数 

二 児童発達支援管理責任者 １以上 

※ 訪問支援員は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若

しくは保育士の資格を取得後又は児童指導員若しくは心理指導担当

職員として配置された日以後、障害児に対する直接支援業務に３年以

上従事した者とする。 

 

④ 基本報酬・加算 

ア 基本報酬の設定 

・ 基本報酬は１回当たりの支援に係る費用を報酬上算定する。 

≪居宅訪問型児童発達支援給付費の設定≫ 

居宅訪問型児童発達支援給付費(１日につき)   988単位 

 

イ 訪問支援員特別加算の創設 

・ 障害児の支援経験がある作業療法士や理学療法士等の専門性の高い

職員を配置して訪問支援を行う場合に評価する。 

≪訪問支援員特別加算【新設】≫    679単位／回 

（加算対象者） 

① 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士若しくは看護職員又は

児童指導員、児童発達支援管理責任者、サービス管理責任者若しくは心

理指導担当職員であって、障害児支援の経験が５年以上 

② 障害児支援の経験が10年以上 

 

ウ 中山間地域等に居住する利用者の居宅を訪問した場合の評価 

・ 中山間地域等に居住する利用者の居宅訪問については、移動コスト

を勘案することとし、特別地域加算を創設する。 

≪特別地域加算【新設】≫    ＋15／100 

 

   エ 通所施設移行支援加算の創設 

    ・ 居宅訪問型児童発達支援を利用する障害児に対して、児童発達支援

センター、児童発達支援事業所又は放課後等デイサービス事業所に通

うための相談援助や連絡調整を評価する加算を創設する。 
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≪通所施設移行支援加算【新設】≫    500単位／回（１回を限度） 

 

オ 利用者負担上限額管理加算の創設 

・ 利用者負担額合計額の管理を行った場合、業務負担を評価する加算

を創設する。 

≪利用者負担上限額管理加算【新設】≫   150単位／回（月１回を限度） 

 

カ 福祉・介護職員処遇改善加算等の創設 

・ 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算

を創設する。 

≪福祉・介護職員処遇改善加算【新設】≫  

  イ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ＋所定単位数×7.9％ 

  ロ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ＋所定単位数×5.8％ 

  ハ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ＋所定単位数×3.2％ 

  ニ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ＋所定単位数×3.2％×0.9 

  ホ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ＋所定単位数×3.2％×0.8 

≪福祉・介護職員処遇改善特別加算【新設】≫ 

  福祉・介護職員処遇改善特別加算    ＋所定単位数×1.1％ 

 

２.共生型サービス 

介護保険サービスの指定を受けた事業所について、障害福祉の居宅介護、生

活介護、短期入所等の指定を受ける場合の基準の特例を設ける。 

（１）対象サービス 

  ○ 居宅介護、重度訪問介護、生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・ 

生活訓練）、児童発達支援、放課後等デイサービス。 

（２）指定基準 

  ○ 介護保険サービスの指定を受けた事業所であれば、基本的に障害福祉（共

生型）の指定を受けられるものとする。 

（３）基本報酬・加算 

  ○ 障害福祉の基準を満たしていない介護保険サービス事業所の報酬につい

ては、以下の観点から、単位設定する。 

   ① 本来的な障害福祉サービス等事業所の基準を満たしていないため、本

来の報酬単価と区別。 

   ② 現行の基準該当サービスを参考に設定。 
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→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

○ なお、各種加算は、指定障害福祉サービス等と同様の算定要件を満たせ

ば算定可能とする。 

○ その上で、共生型生活介護事業所等について、サービス管理責任者等を 

配置し、かつ、地域に貢献する活動（地域交流の場の提供等）を実施して 

いる場合を評価する。 

≪サービス管理責任者配置等加算【新設】≫       58単位 

≪福祉専門職員配置等加算【新設】≫ 

イ 福祉専門職員配置等加算(Ⅰ) 

※ 常勤の生活支援員のうち、社会福祉士等の資格保有者が35％以上雇

用されている場合   １日につき15単位を加算 

ロ 福祉専門職員配置等加算(Ⅱ) 

※ 常勤の生活支援員のうち、社会福祉士等の資格保有者が25％以上雇

用されている場合   １日につき10単位を加算 

≪共生型サービス体制強化加算【新設】≫ ※児童発達支援、放課後等デイサービス 

 ・ 児童発達支援管理責任者を配置した場合    103単位 

 ・ 保育士又は児童指導員を配置した場合       78単位 

 ・ 児童発達支援管理責任者かつ保育士  

   又は児童指導員を配置した場合        181単位 

 

３．地域生活支援拠点等 

地域生活支援拠点等（以下「拠点等」という。）の機能を担う事業所につい

ては、運営規程に拠点等の機能を担う事業所として各種機能を実施することを

規定し、当該事業所であることを市町村に届け出た上で、市町村が当該事業所

を拠点等として認めることを要する。 

（１）相談機能の強化 

○ 拠点等における相談の機能を強化する観点から、特定相談支援事業所（障

害児相談支援事業所含む。）にコーディネーターの役割を担うものとして

相談支援専門員を配置し、相談を受け、連携する短期入所事業所への緊急

時の受入れの対応を行うことを評価する加算を創設する。 

≪地域生活支援拠点等相談強化加算【新設】≫    700単位／回 

  ※ 短期入所事業所への受入れ実績（回数）に応じて、月４回を限度に

加算。 

- 29-



 

15 

 

（２）緊急時の受入れ・対応の機能の強化 

○ 緊急利用に係る空床の確保が難しいことから、緊急短期入所体制確保加

算を廃止し、緊急の受入れ・対応を重点的に評価するために、緊急短期入

所受入加算の算定要件の見直しを行うとともに、単位数を引き上げる。 

≪緊急短期入所受入加算の見直し≫ 

［現  行］ 

イ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ）    120単位／日 

  ロ 緊急短期入所受入加算（Ⅱ）    180単位／日 

※ 居宅においてその介護を行う者の急病等の理由により、指定短期

入所を緊急に行った場合に、利用を開始した日に限り、当該緊急利

用者のみに対して加算する。 

［見直し後］ 

イ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ）    180単位／日 

  ロ 緊急短期入所受入加算（Ⅱ）    270単位／日 

※ 居宅においてその介護を行う者の急病等の理由により、指定短期

入所を緊急に行った場合に、当該指定短期入所を行った日から起算

して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得

ない事情がある場合にあっては、14日）を限度として、当該緊急利

用者のみに対して加算する。 

 

○ また、「緊急時」という局面を勘案し、定員を超えて受け入れた場合に

は、期間を区切った上で、特例的に加算をするとともに、その間は、定員

超過利用減算は適用しないこととする。 

≪定員超過特例加算【新設】≫   50単位／日 

※ （２）の加算については、拠点等の機能を「担う」・「担わない」で

加算の算定の可否を分けることはしない。 

 

（３）体験の機会・場の機能の強化 

○ 拠点等における体験の機会・場の機能を強化する観点から、拠点等とし

ての機能を担う場合の日中活動系サービスの体験利用支援加算について、

利用期間の制限を廃止する。 

○ また、地域移行に係る「体験」については、地域移行支援と日中活動系

サービスの事業所双方の連携・調整が必要であり、日中活動系サービスの

体験利用支援加算については、加算算定に当たり、当該支援内容の記録を

要件としているが、事務負担軽減や報酬請求の判定に格差が生じないよう

にする観点から、簡易な「体験利用計画」の様式を示す。 
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○ さらに、体験を行うタイミング、体験後の地域移行の可否の見極めが短

期間であることや地域移行支援事業所との調整等の負担を踏まえ、日中活

動系サービスの体験利用支援加算の引上げを行うとともに、初期段階にお

ける体験利用支援の加算単位数を高く設定し、その後は逓減制にする。 

○ なお、日中活動系サービスの体験利用支援加算が地域移行に係る「送り

出し」の支援の評価であることに対し、地域移行支援の体験利用加算につ

いては、地域移行の体験利用に係る「受け入れ」の支援の評価であり、表

裏一体の関係にあることから、地域移行支援の体験利用加算についても、

体験利用支援加算に併せて見直す。 

○ 加えて、体験利用を促進する観点から、例えば、施設入所支援利用者が

夜のみ短期入所を利用し、日中は生活介護を利用する場合、日中活動系サ

ービスを行う障害者支援施設の体験の機会に係る支援を評価する体験宿泊

支援加算を創設する。なお、地域移行支援の体験宿泊加算についても、体

験宿泊支援加算の創設を踏まえ見直す。 

≪体験利用支援加算の見直し≫ ※ 日中活動系サービス 

［現  行］       ［見直し後］       

   300単位／日          500単位／日（初日から５日目まで） 

                ＋50単位／日 ※地域生活支援拠点等の場合 

250単位／日（６日目から15日目まで） 

＋50単位／日 ※地域生活支援拠点等の場合 

≪体験利用加算の見直し≫  ※ 地域移行支援 

［現  行］        ［見直し後］       

   300単位／日         500単位／日（初日から５日目まで） 

                ＋50単位／日 ※地域生活支援拠点等の場合 

250単位／日（６日目から15日目まで） 

＋50単位／日 ※地域生活支援拠点等の場合 

≪体験宿泊支援加算【新設】≫ ※ 施設入所支援   120単位／日 

≪体験宿泊加算の見直し≫ ※ 地域移行支援 

 ［現  行］          

   イ 体験宿泊加算（Ⅰ）  300単位／日 

   ロ 体験宿泊加算（Ⅱ）  700単位／日 

 ［見直し後］ 

   イ 体験宿泊加算（Ⅰ）  350単位／日 

   ロ 体験宿泊加算（Ⅱ）  750単位／日 
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（４）専門的人材の確保・養成の機能の強化 

○ 拠点等における専門的人材の確保・養成の機能を強化する観点から、手

厚い体制や個別特性に対応する支援の評価として、重度障害者支援加算を

生活介護（障害者支援施設が行う生活介護を除く。）に創設する。 

≪重度障害者支援加算【新設】≫ 
 
イ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置した場合 

（体制加算）  ７単位／日 

※ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置している旨の

届出をしており、かつ、支援計画シート等を作成している場合に加算す

る。ただし、強度行動障害を有する者が利用していない場合は加算しな

い。 

ロ 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者が、実践研修修了者 

の作成した支援計画シート等に基づき、強度行動障害を有する者に対し 

て個別の支援を行った場合（個人加算）  180単位／日 

※ 実践研修修了者の作成した支援計画シート等に基づき、強度行動障害

支援者養成研修（基礎研修）修了者が、強度行動障害を有する者に対し

て個別の支援を行った場合に加算する。なお、当該基礎研修修了者１人

の配置につき利用者５人まで加算できることとする。 

※ （４）の加算については、拠点等の機能を「担う」・「担わない」で

加算の算定の可否を分けることはしない。 

 

（５）地域の体制づくりの機能の強化 

○ 拠点等における地域の体制づくりの機能を強化する観点から、特定相談

支援事業所（障害児相談支援事業所を含む。）を中心に、月に１回、支援

困難事例等についての課題検討を通じ、地域課題の明確化と解決に向けて、

情報共有等を行い、共同で対応していることを評価する加算を創設する。 

≪地域体制強化共同支援加算【新設】≫  2,000単位／月（月１回を限度） 

 

４．障害福祉サービス等における横断的事項 

（１）福祉専門職員配置等加算の要件の見直し 

○ 精神障害者に対してより高度で専門的な支援を行うために、公認心理師

を新たに福祉専門職員配置等加算における有資格者として評価する。 
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≪福祉専門職員配置等加算の要件の見直し≫ 
 
 ※ 療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、児童発達支援、医療型児童発達支

援、放課後等デイサービス、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設 
 
［現  行］ 

  イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）    15単位/日 

※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が100分の35

以上ある場合に加算する。 

ロ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）     10単位/日 

※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が100分の25

以上ある場合に加算する。 

［見直し後］ 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）    15単位/日 

※ 生活支援員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者の割

合が100分の35以上ある場合に加算する。 

ロ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）    10単位/日 

※ 生活支援員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者の割

合が100分の25以上ある場合に加算する。 

  ［注］就労移行支援については、公認心理師に加えて作業療法士についても、新たに

福祉専門職員配置等加算における有資格者として評価する（42頁（２）②「作業

療法士を配置した場合の評価」を参照）。 

  

（２）各種減算の見直し 

○ 障害福祉サービス事業所等の適切な運営を確保するため、人員配置や個

別支援計画の作成が適切に行われていない場合の減算を見直す。 

○ 具体的には、以下のとおりとする。 

  ・ サービス提供職員欠如減算については、減算が適用される３月目から

所定単位数の50％を減算する。 

・ サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）欠如減算については、

減算が適用される５月目から所定単位数の50％を減算する。 

  ・ 個別支援計画未作成減算については、減算が適用される月から２月目

までについて所定単位数の30％を減算し、３月目からは所定単位数の

50％を減算する。 
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≪各種減算の見直し≫ 

○ サービス提供職員欠如減算 

［現  行］ 

イ 指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、１割を超えて

欠如した場合にはその翌月から、１割の範囲内で欠如した場合には

その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月までの間に

つき、所定単位数の70％を算定する。 

［見直し後］ 

イ 指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、１割を超えて

欠如した場合にはその翌月から、１割の範囲内で欠如した場合には

その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月までの間に

つき、所定単位数の70％を算定する。 

ロ 減算が適用された月から３月以上連続して基準に満たない場合、

減算が適用された３月目から人員基準欠如が解消されるに至った

月までの間につき、所定単位数の50％を算定する。 

○ サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）欠如減算 

［現  行］ 

イ 指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、その翌々月か

ら、人員基準欠如が解消されるに至った月までの間につき、所定単

位数の70％を算定する。 

［見直し後］ 

イ 指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、その翌々月か

ら、人員基準欠如が解消されるに至った月までの間につき、所定単

位数の70％を算定する。 

ロ 減算が適用された月から５月以上連続して基準に満たない場合、

減算が適用された５月目から人員基準欠如が解消されるに至った

月までの間につき、所定単位数の50％を算定する。 

○ 個別支援計画未作成減算 

［現  行］ 

イ 個別支援計画が作成されずにサービス提供が行われていた場合、

当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月までの間につ

き、所定単位数の95％を算定する。 

［見直し後］ 

イ 個別支援計画が作成されずにサービス提供が行われていた場合、

当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月までの間につ

き、所定単位数の70％を算定する。 

ロ 減算が適用された月から３月以上連続して当該状態が解消され

ない場合、減算が適用された３月目から当該状態が解消されるに至

った月の前月までの間につき、所定単位数の50％を算定する。 
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（３）食事提供体制加算の経過措置の取扱い 

  ○ 平成29年度末までの経過措置とされていた食事提供体制加算については、

食事の提供に関する実態等の調査・研究を十分に行った上で、引き続き、

その他あり方を検討することとし、今回の改定では継続する。 

 

（４）送迎加算の見直し 

○ 通所系サービスの送迎加算（Ⅰ）、（Ⅱ）について、自動車維持費等が減

少していることから一定の適正化を図る。その上で、生活介護における送

迎については、一定の条件を満たす場合（重度者等を送迎した場合）、更に

評価する。なお、短期入所については、整備促進、運営強化を図る観点か

ら見直しは行わない。 

○ 就労継続支援Ａ型における送迎については、雇用契約を締結しているこ

とや利用者の知識や能力向上のために必要な訓練を行うという観点から、

事業所へは利用者が自ら通うことを基本としていることを改めて徹底する。 

○ また、放課後等デイサービスにおける送迎については、障害児の自立能

力の獲得を妨げないように配慮するよう、通知に明記する。 

○ 同一敷地内の送迎については、「同一敷地内」という立地上の観点を踏ま

え、一定の適正化を図る。  

≪送迎加算の見直し≫ 

［現  行］※ 生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援     

   イ 送迎加算（Ⅰ）  27単位／回 

※ １回の送迎につき平均10人以上が利用し、かつ、週３回以上の

送迎を実施している場合に算定。なお、利用定員が20人未満の事

業所にあっては、平均的に定員の100分の50以上が利用している場

合に加算する。 

ロ 送迎加算（Ⅱ）  13単位／回 

※ １回の送迎につき平均10人以上が利用している（利用定員が20

人未満の事業所にあっては、平均的に定員の100分の50以上が利用

していること）又は週３回以上の送迎を実施している場合に加算

する。 

※ 障害支援区分５若しくは障害支援区分６又はこれに準ずる者

（一定以上の行動障害を有する者又はたんの吸引等を必要とする

者）が100分の60以上いる場合は、更に14単位／回を加算する（生

活介護のみ）。 
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［見直し後］※ 生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援  

イ 送迎加算（Ⅰ）  21単位／回 

※ １回の送迎につき平均10人以上が利用し、かつ、週３回以上の

送迎を実施している場合に加算。なお、利用定員が20人未満の事

業所にあっては、平均的に定員の100分の50以上が利用している場

合に加算する。 

ロ 送迎加算（Ⅱ）  10単位／回 

※ １回の送迎につき平均10人以上が利用している（利用定員が20

人未満の事業所にあっては、平均的に定員の100分の50以上が利用

していること）又は週３回以上の送迎を実施している場合に加算

する。 

※ 障害支援区分５若しくは障害支援区分６又はこれに準ずる者

（一定以上の行動障害を有する者又はたんの吸引等を必要とする

者）が100分の60以上いる場合は、更に28単位／回を加算する（生

活介護のみ）。 

    ※ 同一敷地内の送迎については、所定単位数の70％を算定する。 

 

（５）訓練系、就労系サービスにおける医療観察法対象者等の受入れの促進 

   ○ 医療観察法対象者や刑務所出所者等（以下「医療観察法対象者等」とい

う。）の社会復帰を促すために、訓練系、就労系サービス（自立訓練、就

労移行支援及び就労継続支援）事業所について、精神保健福祉士等を配置

又は病院等との連携により、精神保健福祉士等が事業所を訪問して医療観

察法対象者等を支援していることを評価する加算を創設する。 

 

（６）福祉・介護職員処遇改善加算の見直し 

○ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）については、要件の一部

を満たさない事業者に対し、減算された単位数での加算の取得を認める区

分であることや、当該区分の取得率や報酬体系の簡素化の観点を踏まえ、

これを廃止する。その際、一定の経過措置期間を設けることとする。 

○ その間、障害福祉サービス等事業所に対してはその旨の周知を図るとと

もに、より上位の区分の加算取得について積極的な働きかけを行うことと

する。 

※ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）については、別に厚生

労働大臣が定める期日（注）までの間に限り算定することとする。 

≪社会生活支援特別加算【新設】≫   480単位／日 
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 ［注］ 平成30年度予算案に盛り込まれた「障害福祉サービス等支援体制整備事業」

により、加算の新規の取得や、より上位の区分の加算取得に向けて、事業所へ

の専門的な相談員（社会保険労務士など）の派遣をし、個別の助言・指導等を

行うとともに、本事業の実施状況等を踏まえ、今後決定。 

 

（７）身体拘束等の適正化 

○ 身体拘束等の適正化を図るため、身体拘束等に係る記録をしていない場

合について、基本報酬を減算する。 

≪身体拘束廃止未実施減算【新設】≫     ５単位／日 

 ※ 療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、児童発達

支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援、福祉型障害児入所

施設、医療型障害児入所施設 等 

 

（８）経営実態等を踏まえた基本報酬の見直し 

  ○ 各サービスの経営の実態等を踏まえ、基本報酬を見直す。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

（９）地域区分の見直し 

  ○ 障害者サービスに係る地域区分について、現行の国家公務員の地域手当

に準拠し、７区分から８区分に見直す。また、その際、類似制度である介

護保険サービス（以下「介護」という。以下（８）について同じ。）にお

ける地域区分との均衡を考慮し、介護の地域区分の考え方に合わせる。 

    なお、これらの見直しにあたっては、報酬単価の大幅な変更を緩和する

観点から、自治体の意見を聴取した上で、平成32年度末まで必要な経過措

置を講じる。 

    ○ 障害児サービスに係る地域区分についても、障害者サービスと同様に、

介護における地域区分との均衡を考慮し、介護の地域区分の考え方に合わ

せた上で、障害者サービスと同様の経過措置を講じる。 

 

（10）公立減算の取扱い 

  ○ 公立減算については、施設等の設置者である自治体から補助金や指定管

理料等の公費が別途投入されていることと等に鑑み、引き続き維持する。 

 

 

 

 

 →「地域区分の見直しについて」（別紙５）参照 
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５．訪問系サービス 

（１）居宅介護 

① 同一建物等に居住する利用者等へのサービス提供に対する評価の適正

化 

・ 居宅介護事業所が所在する建物と同一建物等に居住する利用者又は同

一建物に居住する一定数以上の利用者に対し、サービスを提供する場合

の評価を適正化する。 

≪同一建物等の利用者等に提供した場合の減算【新設】≫ 

以下のイ又はロの者に居宅介護を行う場合は、所定単位数の10％を減算す

る。ハの者に居宅介護を行う場合は、所定単位数の15％を減算する。 

イ 居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に 

居住する者 

ロ 上記以外の範囲に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する利用

者の人数が１月あたり20人以上の場合） 

ハ 居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居

住する者（当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり50人以上の場

合） 

 

② 初任者研修課程修了者のサービス提供責任者に対する評価の適正化 

・ サービス提供責任者の質の向上を図る観点から、サービス提供責任者

の任用要件のうち「居宅介護職員初任者研修の課程を修了した者であっ

て、３年以上介護等の業務に従事した者」をサービス提供責任者として

配置している事業所について、基本報酬を減算する。 

≪初任者研修修了者がサービス提供責任者として配置されている場合の減算

【新設】≫ 

 居宅介護職員初任者研修課程修了者（介護職員初任者研修課程修了者や旧

２級ヘルパーを含む）をサービス提供責任者として配置し、当該者が作成し

た居宅介護計画に基づいて居宅介護を行う場合は、所定単位数の10％を減算

する。 

 

③ 居宅介護ヘルパーの要件の見直し等 

・ 介護保険サービスにおける訪問介護の見直しを踏まえ、居宅介護（家

事援助及び通院等介助（身体介護を伴わない場合）に限る。）のヘルパー

として、訪問介護における生活援助中心型のサービスに必要な知識等に

対応した研修の修了者を定め、当該者が家事援助等を提供した場合の基

本報酬は、居宅介護職員初任者研修課程修了者等が提供した場合と同様

とする。 
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④ 福祉専門職員等連携加算の要件の見直し 

・ 精神障害者に対してより高度で専門的な支援を行うために、公認心理

師と連携した場合を新たに福祉専門職員等連携加算における有資格者と

して評価する。 

≪福祉専門職員等連携加算の要件の見直し≫ 

［現  行］ 

  福祉専門職員等連携加算    564単位/日 

※ 利用者に対して、居宅介護事業所のサービス提供責任者が、サー

ビス事業所、指定障害者支援施設、医療機関等の社会福祉士、介護

福祉士、精神保健福祉士、理学療法士その他の国家資格を有する者

（作業療法士、言語聴覚士、看護師、保健師等）に同行して利用者

の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等の評価を当該社会福祉士等

と共同して行い、かつ、居宅介護計画を作成した場合であって、当

該社会福祉士等と連携し、当該居宅介護計画に基づく居宅介護を行

ったときは、初回の居宅介護が行われた日から起算して90日の間、

３回を限度として、１回につき所定単位数を加算する。 

［見直し後］ 

  福祉専門職員等連携加算    564単位/日 

※ 利用者に対して、居宅介護事業所のサービス提供責任者が、サー

ビス事業所、指定障害者支援施設、医療機関等の社会福祉士、介護

福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、理学療法士その他の国家資

格を有する者（作業療法士、言語聴覚士、看護師、保健師等）に同

行して利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等の評価を当該

社会福祉士等と共同して行い、かつ、居宅介護計画を作成した場合

であって、当該社会福祉士等と連携し、当該居宅介護計画に基づく

居宅介護を行ったときは、初回の居宅介護が行われた日から起算し

て90日の間、３回を限度として、１回につき所定単位数を加算する。 

 

（２）重度訪問介護 

① 病院等に入院中の支援の評価 

・ 障害支援区分６の利用者に対して、病院、診療所、介護老人保健施設、

介護医療院及び助産所（以下「病院等」という。）への入院（入所を含む。

以下①について同じ。）中にコミュニケーション支援等を提供することを

評価する。 
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≪入院中の支援の基本報酬【新設】≫ 

入院中以外の基本報酬と同様とする。 
 入院中以外 入院中 

所要時間1時間未満の場合 184単位 184単位 

所要時間1時間以上1時間30分未満の場合 274単位 274単位 

  ※ 他の時間の単位も同様。 

≪入院中の支援の加算・減算【新設】≫ 

以下を除き、入院中以外と同様とする。 

イ 喀痰吸引等支援体制加算の算定は不可。 

ロ 90日以降の利用は所定単位数の20％を減算する。 

 

② 意思疎通が困難な利用者等への同行支援の評価 

・ 障害支援区分６の利用者に対して、重度訪問介護事業所が新規に採用

した従業者により支援が行われる場合において、当該利用者の支援に熟

練した従業者が同行して支援を行うことを評価する。 

≪２人の重度訪問介護ヘルパーにより行った場合の加算の見直し≫ 

[現  行] 

イ 障害者等の身体的理由により１人のヘルパーによる介護が困難と認

められる場合等であって、同時に２人のヘルパーが１人の利用者に対し

て重度訪問介護を行った場合に、それぞれのヘルパーが行う重度訪問介

護につき所定単位数を算定する。 

[見直し後] 

イ 障害者等の身体的理由により１人のヘルパーによる介護が困難と認

められる場合等であって、同時に２人のヘルパーが１人の利用者に対し

て重度訪問介護を行った場合に、それぞれのヘルパーが行う重度訪問介

護につき所定単位数を算定する。 

ロ 障害支援区分６の利用者に対し、重度訪問介護事業所が新規に採用し

たヘルパーにより支援が行われる場合において、当該利用者の支援に

熟練したヘルパーが同行して支援を行った場合に、それぞれのヘルパ

ーが行う重度訪問介護につき、所定単位数の100分の85を算定する（算

定開始から120時間に限る。）。 

 

③ 外出時における支援の見直し 

・ 障害福祉サービスは、個々の障害者等のニーズ等を勘案して支給決定

を行うものであり、１日を超える用務における支援の要否も含めて、市

町村が支給決定を行うことから、外出時の支援を「原則として１日の範

囲内で用務を終えるものに限る。」とする規定を廃止する（同行援護及び

行動援護についても同様）。 
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（３）同行援護 

① 基本報酬の見直し 

・ 同行援護は、外出する際に必要な援助を行うことを基本とすることか

ら、「身体介護を伴う」と「身体介護を伴わない」の分類を廃止し、基本

報酬を一本化する。なお、対象者の要件は、現行の「身体介護を伴わな

い」の対象者の要件とする。 

・ ただし、現に利用している者に支援を行った場合は、支給決定の有効

期間に限り改定前の報酬を算定することができることとする。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 盲ろう者等への支援の評価 

・ 盲ろう者や、重度の障害者への支援を評価する加算を創設する。 

≪盲ろう者向け通訳・介助員が盲ろう者を支援した場合の加算【新設】≫ 

 盲ろう者向け通訳・介助員（地域生活支援事業における盲ろう者向け通

訳・介助員派遣事業において、盲ろう者の支援に従事する者をいう。以下同

じ。）が、盲ろう者（同行援護の対象者要件を満たし、かつ、聴覚障害６級

に該当する者）を支援した場合は、100分の25に相当する単位数を所定単位

数に加算する。 

≪障害支援区分４以上の者を支援した場合の加算【新設】≫ 

障害支援区分４以上の者を支援した場合は、100分の40に相当する単位数

を所定単位数に加算する。 

≪障害支援区分３の者を支援した場合の加算【新設】≫ 

障害支援区分３の者を支援した場合は、100分の20に相当する単位数を所

定単位数に加算する。 

 

③ 同行援護ヘルパー及びサービス提供責任者の要件の見直し等 

・ 同行援護のヘルパー及びサービス提供責任者の要件のうち、同行援護

従業者養成研修を修了したものと見なす経過措置について、研修修了者

の養成状況等を踏まえ廃止する。 

・ 盲ろう者が同行援護を利用しやすくなるよう、平成33（2021）年３月

31日までの暫定的な措置として、盲ろう者向け通訳・介助員は、同行援

護従業者養成研修を修了したものとみなす。なお、本取扱いによるヘル

パーが行う同行援護は、所定単位数を減算する。 
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≪同行援護ヘルパーの要件の見直し≫ 

[現  行] 

イ 同行援護従業者養成研修一般課程を修了した者（居宅介護職員初任

者研修課程修了者等については、平成30年３月31日までの間は、同研

修を修了したものとみなす。） 

ロ 居宅介護職員初任者研修課程修了者等であって、視覚障害者等の福

祉に関する事業に１年以上従事した経験を有するもの 

ハ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了

した者等 

[見直し後] 

イ 同行援護従業者養成研修一般課程を修了した者（盲ろう者向け通

訳・介助員については、平成33（2021）年３月31日までの間は、同研

修を修了したものとみなす。） 

ロ 居宅介護職員初任者研修課程修了者等であって、視覚障害者等の福

祉に関する事業に１年以上従事した経験を有するもの 

ハ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了

した者等 

≪上記見直し後の括弧書きにより、盲ろう者向け通訳・介助員が同行援護を提

供した場合の減算【新設】≫ 

上記見直し後の括弧書きの取扱いにより、同行援護従業者養成研修修了

者とみなされた盲ろう者向け通訳・介助員が同行援護を提供した場合は、所

定単位数の10％を減算する。 

≪同行援護のサービス提供責任者の要件の見直し≫ 

[現  行] 

イ 以下の（１）又は（２）の要件を満たすものであって（３）の要件

を満たすもの 

（１）居宅介護職員初任者研修を修了した者であって３年以上介護等

の業務に従事した者等 

（２）平成23年９月30日において現に地域生活支援事業における移動

支援事業に３年以上従事したもの（平成30年３月31日までの暫定

的な取扱い。）。 

（３）同行援護従業者養成研修応用課程を修了した者（居宅介護職員

初任者研修課程修了者等については、平成30年３月31日までの間

においては、当該研修課程を修了したものとみなす。） 

ロ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了

した者等国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科

を修了した者等 
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[見直し後] 

イ 以下の（１）及び（２）の要件を満たすもの 

（１）居宅介護職員初任者研修を修了した者であって３年以上介護等

の業務に従事した者等 

（２）同行援護従業者養成研修応用課程を修了した者 

ロ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了

した者等国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科

を修了した者等 

 

（４）行動援護 

① 支援計画シート等が未作成の場合の減算に係る経過措置の廃止 

・ 支援計画シート等を未作成の場合の減算について、未作成であっても

減算されない経過措置を廃止する。 

≪支援計画シート等が未作成の場合の減算の見直し≫ 

[現  行] 

「支援計画シート」及び「支援手順書 兼 記録用紙」が作成されていな

い場合、所定単位数の５％を減算する。ただし、平成30年３月31日までの

間は支援計画シート等を作成していない場合であっても、所定単位数を算

定する。 

[見直し後] 

「支援計画シート」及び「支援手順書 兼 記録用紙」が作成されていな

い場合、所定単位数の５％を減算する。 

② 行動援護ヘルパー及びサービス提供責任者の要件の経過措置の延長 

・ 行動援護のヘルパー及びサービス提供責任者の要件のうち、行動援護

従業者養成研修を修了したものと見なす経過措置について、研修修了者

の養成状況等を踏まえ、平成33（2021）年３月31日まで延長する。 

 

（５）重度障害者等包括支援 

① 基本報酬の見直し 

・ 短期入所及び共同生活援助の報酬の見直しに伴い、重度障害者等包括

支援の中で提供する短期入所及び共同生活援助の報酬を見直す。 

・ 他の障害福祉サービスの報酬算定の考え方を踏まえ、以下の報酬算定

の取扱いを廃止する。 

イ 提供したサービスの実績単位数が支給決定単位数の100分の95を超

える場合  支給決定単位数とする。 

ロ 提供したサービスの実績単位数が支給決定単位数の100分の95を超

えない場合 実績単位数の95分の100を乗じて得た単位数とする。 
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・ 重度障害者等包括支援の中で提供する障害福祉サービスに、自立生活

援助及び就労定着支援を追加する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 加算の見直し 

・ 重度障害者等包括支援の中で短期入所又は共同生活援助を提供した場

合、個別に短期入所又は共同生活援助を提供したときに算定できる加算

の一部を算定できることとする。 

≪算定できる加算の見直し≫ 

重度障害者等包括支援としてサービスを提供したときに算定できる加算

は以下のとおりとする。なお、算定要件は基本的には各サービスの要件のと

おりとする。 

[現  行] 

・ 早朝、夜間、深夜に支援した場合の加算（居宅介護、重度訪問介護、

同行援護、行動援護、生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継

続支援（以下「生活介護等」という。）において算定可能） 

・ 特別地域加算（生活介護等において算定可能） 

・ 喀痰吸引等支援体制加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行

動援護（以下「居宅介護等」という。）において算定可能） 

・ 利用者負担が「一般１世帯」以下の者に支援した場合の加算（短期

入所において算定可能） 

・ 福祉・介護職員処遇改善加算 

・ 福祉・介護職員処遇改善特別加算 

[見直し後] 

・ ２人の従業者による場合（居宅介護等において算定可能） 

・ 早朝、夜間、深夜に支援した場合の加算（生活介護等、自立生活援

助又は就労定着支援において算定可能） 

・ 特別地域加算（生活介護等、自立生活援助又は就労定着支援におい

て算定可能） 

・ 喀痰吸引等支援体制加算（居宅介護等において算定可能） 

・ 利用者負担が「一般１世帯」以下の者に支援した場合の加算（短期

入所において算定可能） 

・ 医療連携体制加算（短期入所又は共同生活援助において算定可能） 

・ 地域生活移行個別支援特別加算（共同生活援助において算定可能） 

・ 精神障害者地域移行特別加算（共同生活援助において算定可能） 

・ 強度行動障害者地域移行特別加算（共同生活援助において算定可能） 

・ 送迎加算（短期入所において算定可能） 
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・ 初回加算 

・ 福祉・介護職員処遇改善加算 

・ 福祉・介護職員処遇改善特別加算 

 

③ サービス提供責任者の要件の緩和 

・ 相談支援事業所の相談支援専門員との兼任を可能とするため、サービ

ス提供責任者の専任要件を廃止する。 

≪サービス提供責任者の配置基準の見直し≫ 

[現  行] 

サービス提供責任者のうち、１人以上は、専任かつ常勤でなければなら

ない。 

[見直し後] 

サービス提供責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。 

 

④ 重度障害者等包括支援サービス利用計画の作成に係る見直し 

・ 障害福祉サービス間の総合的なマネジメントは計画相談支援が担うこ

とから、重度障害者等包括支援サービス利用計画は、居宅介護計画等や

個別支援計画と同様の位置付けとすることとし、名称、内容及び作成過

程を見直す。 

≪重度障害者等包括支援サービス利用計画の作成に係る運営基準の見直し≫ 

[現  行] 

・名  称：重度障害者等包括支援サービス利用計画 

・内  容：具体的なサービスの内容等 

・作成過程：サービス利用計画の原案に位置づけた障害福祉サービスの

担当者を招集して行う「サービス担当者会議」を開催する。 

[見直し後] 

・名  称：重度障害者等包括支援計画 

・内  容：具体的なサービスの内容等（利用者の状態等により発生す

るニーズに応じて柔軟な支援の具体的な提供体制や提供方

法等を含む。） 

・作成過程：重度障害者等包括支援としての「サービス担当者会議」の

開催は任意とする。 

・そ の 他：原則、作成はサービス等利用計画を作成した者と同一の者

であってはならない。 
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６．日中活動系サービス 

（１）生活介護 

① 常勤看護職員等配置加算の拡充 

・ 医療的ケアを必要とする利用者に対しサービス提供体制の充実を図る

ため、常勤看護職員等配置加算に、看護職員を複数配置し、別表（128

頁参照）の判定スコアの各項目に規定する状態のいずれかに該当する利

用者を１名以上受け入れている事業所を評価する新たな区分を創設する。 

≪常勤看護職員等配置加算の拡充≫ 

［現  行］ 

 常勤看護職員等配置加算 

※ 看護職員が常勤換算で１人以上配置されている場合。 

（１）利用定員が20人以下       28単位／日 

（２）利用定員が21人以上40人以下   19単位／日 

（３）利用定員が41人以上60人以下   11単位／日 

（４）利用定員が61人以上80人以下   ８単位／日 

（５）利用定員が81人以上       ６単位／日 

［見直し後］ 

イ 常勤看護職員等配置加算（Ⅰ） 

※ 看護職員が常勤換算で１人以上配置されている場合。 

（１）利用定員が20人以下       28単位／日 

（２）利用定員が21人以上40人以下   19単位／日 

（３）利用定員が41人以上60人以下   11単位／日 

（４）利用定員が61人以上80人以下   ８単位／日 

（５）利用定員が81人以上       ６単位／日 

ロ 常勤看護職員等配置加算（Ⅱ） 

※ 看護職員が常勤換算で２人以上配置されている場合。 

（１）利用定員が20人以下       56単位／日 

（２）利用定員が21人以上40人以下   38単位／日 

（３）利用定員が41人以上60人以下   22単位／日 

（４）利用定員が61人以上80人以下   16単位／日 

（５）利用定員が81人以上       12単位／日 

 

② 開所時間減算の見直し 

・ 極端な開所時間の実態を踏まえ、開所時間減算の減算幅を見直す。 

・ また、利用時間が５時間未満（送迎のみを行う時間は含まない。）の利

用者の割合が、利用者全体の50％以上の場合について基本報酬を減算す

る（短時間利用減算の創設）。なお、送迎に長時間を要する利用者等につ

いては、利用時間が５時間未満の利用者の割合の算定から除く。 
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≪開所時間減算の見直し≫ 

［現  行］ 

開所時間減算 

※ 運営規程に定められている営業時間（送迎のみを行う時間は含ま

ない。）が６時間未満の場合 

 

（１）開所時間４時間未満        所定単位数の70％を算定 

（２）開所時間４時間以上６時間未満  所定単位数の85％を算定 

［見直し後］ 

開所時間減算 

※ 運営規程に定められている営業時間（送迎のみを行う時間は含ま

ない）が６時間未満の場合 

 

（１）開所時間４時間未満       所定単位数の50％を算定 

（２）開所時間４時間以上６時間未満  所定単位数の70％を算定 

 

短時間利用減算【新設】          所定単位数の70％を算定 

※ 利用時間が５時間未満（送迎のみを行う時間は含まない）の利用

者の割合が事業所の全利用者の50％以上の場合  

※ 送迎に長時間を要する利用者等については、利用時間が５時間未

満の利用者の割合の算定から除く 

 

③ リハビリテーション加算の見直し 

・ 頸髄損傷による四肢の麻痺等の状態にある者に対する訓練について、

訓練に要する業務量を評価し、リハビリテーション加算を拡充する。 

≪リハビリテーション加算の拡充≫ 

［現  行］ 

  リハビリテーション加算         20単位／日 

［見直し後］ 

  イ リハビリテーション加算（Ⅰ）    48単位／日 

  ロ リハビリテーション加算（Ⅱ）    20単位／日 

 

④ 一般就労移行後の定着実績の評価 

   ・ 生活介護の利用を経て一般就労した障害者に対しても、就職後６月以

上、職場への定着支援を行う努力義務を新たに規定するため、就労後、

６月以上就労継続している者がいる場合の定着実績を評価するための加

算を創設する。 
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≪就労移行支援体制加算【新設】≫ 
イ 利用定員が20人以下          42単位／日 
ロ 利用定員が21人以上40人以下      18単位／日 
ハ 利用定員が41人以上60人以下      10単位／日 
ニ 利用定員が61人以上80人以下      ７単位／日 
ホ 利用定員が81人以上           ６単位／日 

 

（２）短期入所 

① 福祉型短期入所における福祉型強化短期入所サービス費の創設等 

・ 医療的ケアが必要な障害児者の受入れを積極的に支援するため、短期

入所の新たな報酬区分として、「福祉型強化短期入所サービス費」を創

設する。 

・ 福祉型強化短期入所サービス費の人員配置基準については、以下の取

扱いとする。 

ア 併設型や空床型については、現行の取扱いと同様に、本体施設の配

置基準に準じることとし、医療的ケアが必要な障害児者を受け入れる

場合については、看護職員を常勤で１人以上配置する。 

イ 単独型については、現行の区分に加えて、看護職員を常勤で１人以

上配置する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

・ また、別表（128頁参照）の判定スコアの各項目に規定する状態のいず

れかに該当する利用者を１名以上受け入れる場合や重度な障害児者を利

用者全体の50％以上受け入れる場合について、支援に係る負担を評価す

る加算を創設する。 

なお、受入れの体制を強化する場合の評価として、常勤看護職員等配

置加算を創設する。 

≪医療的ケア対応支援加算【新設】≫      120単位／日 

≪重度児者対応支援加算【新設】≫        30単位／日 

≪常勤看護職員等配置加算【新設】≫ 

  イ 利用定員が６人以下          10単位／日 

  ロ 利用定員が７人以上12人以下      ８単位／日 

  ハ 利用定員が13人以上17人以下       ６単位／日 

  ニ 利用定員が18人以上          ４単位／日 
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② 看護職員による訪問の評価の充実、医療的ケア児者への支援の充実 

   ・ 福祉型短期入所について、精神障害者の地域生活の支援と家族支援の

観点から医療との連携を強化するため、医療連携体制加算に、日常的な

健康管理、医療ニーズへの適切な対応がとれる等の体制を評価する区分

を創設する。 

・ 医療連携体制加算については、更に長時間支援を評価する区分を創設

する。 

≪医療連携体制加算の拡充≫ 

［現  行］ 

イ 医療連携体制加算（Ⅰ）   600単位／日（利用者１人） 

ロ 医療連携体制加算（Ⅱ）   300単位／日（利用者２人以上８人以下） 

ハ 医療連携体制加算（Ⅲ）   500単位／日 

ニ 医療連携体制加算（Ⅳ）   100単位／日 

［見直し後］ 

  イ 医療連携体制加算（Ⅰ）   600単位／日（利用者１人） 

ロ 医療連携体制加算（Ⅱ）   300単位／日（利用者２人以上８人以下） 

ハ 医療連携体制加算（Ⅲ）   500単位／日 

ニ 医療連携体制加算（Ⅳ）   100単位／日 

  ホ 医療連携体制加算（Ⅴ）    39単位／日 

ヘ 医療連携体制加算（Ⅵ）  1,000単位／日（利用者１人） 

ト 医療連携体制加算（Ⅶ）    500単位／日（利用者２人以上８人以下） 

※ 既存の（Ⅰ）又は（Ⅱ）については、４時間未満の支援の場合適

用し、４時間を超えて支援を行う場合は、（Ⅵ）又は（Ⅶ）を適用す

る。ただし、看護職員加配加算を算定している場合は、医療連携体

制加算は算定不可。 

 

 

③ 運営方法やサービス提供規模の適正化 

・ 「福祉型強化短期入所サービス費」の創設に当たり、一定の定員規模

以上や、複数設置の場合、また、同一法人の複数事業所間における同じ

利用者への短期入所の提供については、減算又は制限する。 

≪大規模減算【新設】≫         所定単位数の90％を算定 
                    ※ 単独型で20床以上の場合 
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④ 長期（連続）利用日数の上限設定 

・ 長期（連続）利用日数については、介護保険サービスの短期入所生活

介護と同様に、30日までを限度とする。ただし、現在利用している者に

ついては、１年間の猶予期間を設ける。 

・ なお、連続して30日利用した後、１日以上利用しない期間があれば、

再度連続した30日以内の利用は可能とするが、短期利用加算は年間利用

日数の初期の30日のみ算定を認める。 

 

⑤ 年間利用日数の適正化 

・ 年間利用日数については、１年の半分（180日）を目安にすることを計 

画相談支援の指定基準に位置付ける。 

・ ただし、④、⑤の長期（連続）利用日数や年間利用日数について、例

えば、「介護者が急病や事故により、長期間入院することとなった場合」

等のやむを得ない事情がある場合においては、自治体の判断に応じて、

例外的にこれらの日数を超えることを認めても差し支えないこととする。 

 

７．施設系・居住系サービス 

（１）施設入所支援 

① 夜勤職員配置の評価の見直し 

・ 夜間業務については、利用者の重度化・高齢化に伴う業務負担の増加

や日中業務とは異なる負担感や勤務体制であることを踏まえ、夜間支援

体制をより適切に評価するため、夜勤職員配置体制加算の単位数を引き

上げる。 

≪夜勤職員配置体制加算の見直し≫ 

［現  行］ 

（１）利用定員が21人以上40人以下    49単位／日 

（２）利用定員が41人以上60人以下    41単位／日 

（３）利用定員が61人以上        36単位／日 

［見直し後］ 

（１）利用定員が21人以上40人以下    60単位／日 

（２）利用定員が41人以上60人以下    48単位／日 

（３）利用定員が61人以上        39単位／日 
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② 重度障害者支援加算（Ⅱ）に係る算定要件の経過措置の延長 

・ 平成27年３月31日において従来の重度障害者支援加算（Ⅱ）を算定し

ていた事業所については、平成30年３月31日までの間は、強度行動障害

支援者養成研修の研修受講計画を作成することで足りるものとする経過

措置を設けているが、当該研修の受講状況等を踏まえて当該経過措置を

平成31年３月31日まで延長する。 

 

③ 社会福祉施設職員等退職手当共済制度の公費助成の廃止に伴う報酬上

の措置 

・ 社会福祉施設職員等退職手当共済制度の公費助成の廃止に伴う報酬上

の措置については、経営実態調査の結果等を踏まえ、報酬上の見直しは

行わない。 

 

（２）共同生活援助 

① 基本報酬の見直し 

・ 非該当・区分１の利用者については今後も利用対象とするとともに、

より重度の障害者に対する支援を充実させるため、報酬の重点化を図る

観点から基本報酬を見直す。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 重度の障害者への支援を可能とする新たな類型の創設（日中サービス支

援型） 

・ 障害者の重度化・高齢化に対応できる共同生活援助の新たな類型とし

て、「日中サービス支援型共同生活援助」（以下「日中サービス支援型」

という。）を創設する。 

・ 日中サービス支援型の報酬については、重度の障害者等に対して常時

の支援体制を確保することを基本とする。 

なお、利用者が他の日中活動サービスを利用することを妨げることが

ないような仕組みとする。 

    また、従来の共同生活援助よりも手厚い世話人の配置とするため、最

低基準の５：１をベースに、４：１及び３：１の基本報酬を設定する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

・ 日中サービス支援型の夜間支援については、夜勤職員の配置を基本報

酬において評価するが、夜勤職員を加配する場合は、更に一定単位数を

加算する。 
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≪夜勤職員加配加算【新設】≫    149単位／日 

 

・ 日中サービス支援型は１つの建物への入居を合計20人まで認めること

から、共同生活住居の規模が一定以上の場合に適用される大規模住居等

減算について、「入居定員が８名以上」の場合は適用しない。 

・ 従来の共同生活援助で規定される加算等については、日中サービス支

援型の趣旨を踏まえ適用する。 

 

③ 看護職員の配置の評価 

・ 共同生活援助事業所の職務に従事する看護職員を常勤換算で１名以上

配置している体制を評価する加算を創設する。 

    なお、医療連携体制加算との併給については、医療連携体制加算（Ⅳ）

のみ認める。 

≪看護職員配置加算【新設】≫    70単位／日 

 

④ 精神科病院に１年以上入院していた精神障害者への支援の評価 

・ 精神科病院等に１年以上入院していた精神障害者に対して、地域で生

活するために必要な相談援助や個別支援等を社会福祉士、精神保健福祉

士又は公認心理師等が実施することを評価する加算を創設する。また、

地域移行先の一つである宿泊型自立訓練についても、加算を創設する。 

≪精神障害者地域移行特別加算【新設】≫    300単位／日（１年以内） 

 

⑤ 障害児者支援施設に１年以上入所していた強度行動障害者への支援 

の評価 

・ 障害児者支援施設に１年以上入所していた強度行動障害者に対して、

地域で生活するために必要な相談援助や個別支援等を、強度行動障害支

援者養成研修修了者等が実施することを評価する加算を創設する。 

    また、地域移行先の一つである宿泊型自立訓練についても、加算を創

設する。 

≪強度行動障害者地域移行特別加算【新設】≫  300単位／日（１年以内） 
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⑥ 自立生活支援加算の見直し 

・ 退居後の相談支援等を評価する自立生活支援加算については、入居中

に１回、退居後に１回算定可能であるが、地域生活への移行を促進する

観点から、入居中に算定することができる回数を２回に拡充する。 

    また、同様の内容である地域移行加算（療養介護、施設入所支援、宿

泊型自立訓練、障害児入所支援）についても、回数を拡充する。 

≪自立生活支援加算・地域移行加算の見直し≫   

［現  行］入居(入所)中１回、退居(退所)後１回  １回 500単位 

［見直し後］入居(入所)中２回、退居(退所)後１回  １回 500単位 

 

⑦ 個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の延長（介護サービス

包括型、日中サービス支援型） 

・ 平成30年３月31日までとされている重度の障害者に係る利用者ごとの

個人単位での居宅介護等の利用について、当該経過措置を平成33（2021）

年３月31日まで延長する。 

    また、新たな類型である日中サービス支援型についても、当該経過措

置の対象とする。 

  

８．訓練系サービス 

（１）自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

① 対象者の見直し 

・ 障害福祉サービス等は３障害共通が原則であるが、自立訓練は障害種

別によって利用できるサービスに制限がある。このため訓練の対象者を

限定している施行規則（機能訓練：身体障害者、生活訓練：知的障害者・

精神障害者）を改正し、両訓練ともに障害の区別なく利用可能とすると

ともに、視覚障害者に対する歩行訓練等を生活訓練としても実施出来る

よう見直す。 

≪生活訓練サービス費の見直し≫ 

［現  行］ 

  生活訓練サービス費（Ⅱ） 

   （１）所要時間１時間未満     245単位／日 

（２）所要時間１時間以上     564単位／日 

［見直し後］ 

  生活訓練サービス費（Ⅱ） 

（１）所要時間１時間未満     248単位／日 

（２）所要時間１時間以上     570単位／日 

- 53-



 

39 

 

（３）視覚障害者に対する専門的訓練  732単位／日 

※ 生活訓練における居宅を訪問して訓練を行う場合の「訪問を開

始した日から起算して180日間ごとに50回を限度とする」旨の基準

については、廃止する。 

 

② リハビリテーション加算の見直し（機能訓練） 

・ 頸髄損傷による四肢の麻痺等の状態にある者に対する訓練について、

訓練に要する業務量を評価し、リハビリテーション加算を拡充する。 

≪リハビリテーション加算の拡充≫ 

［現  行］ 

  リハビリテーション加算         20単位／日 

［見直し後］ 

  イ リハビリテーション加算（Ⅰ）    48単位／日 

  ロ リハビリテーション加算（Ⅱ）    20単位／日 

 

③  利用者の障害特性等に応じた訓練の評価（生活訓練） 

・ 利用者の障害特性や生活環境等に応じて社会福祉士や精神保健福祉士

等が作成する個別計画に基づく訓練の実施や、訓練実施による生活能力

の維持・向上の評価及び個別計画の見直しを毎月実施すること等を評価

するための加算を創設する。 

≪個別計画訓練支援加算【新設】≫    19単位／日 

 

④ 中山間地域等の居宅を訪問する際のコストの評価（機能訓練・生活訓練） 

・ 中山間地域等に居住する利用者の居宅訪問については、移動コストを

勘案することとし、特別地域加算を創設する。 

≪特別地域加算【新設】≫    ＋15／100 

 

⑤ 一般就労移行後の定着実績の評価（機能訓練・生活訓練） 

   ・ 自立訓練の利用を経て一般就労した障害者に対しても、就職後６月以

上、職場への定着支援を行う努力義務を新たに規定するため、就労後、

６月以上就労継続している者がいる場合の定着実績を評価するための加

算を創設する。 
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≪就労移行支援体制加算【新設】≫ 

（機能訓練の場合） 
イ 利用定員が20人以下        57単位／日 
ロ 利用定員が21人以上40人以下    25単位／日 
ハ 利用定員が41人以上60人以下    14単位／日 
ニ 利用定員が61人以上80人以下    10単位／日 
ホ 利用定員が81人以上         ７単位／日 

（生活訓練の場合） 
イ 利用定員が20人以下        54単位／日 
ロ 利用定員が21人以上40人以下    24単位／日 
ハ 利用定員が41人以上60人以下    13単位／日 
ニ 利用定員が61人以上80人以下    ９単位／日 
ホ 利用定員が81人以上         ７単位／日 

 
９．就労系サービス 

（１）就労系サービスにおける共通的事項（就労移行支援及び就労継続支援） 

① 施設外就労に係る加算の要件緩和 

・ 企業から請け負った作業を当該企業内等で行う支援（以下「施設外就

労」という。）については、月の利用日数のうち最低２日は、事業所内に

おいて訓練目標に対する達成度の評価等を行うことを要件としているが、

就労能力や工賃・賃金の向上及び一般就労への移行をより促進するため、

達成度の評価等を施設外就労先で行うことを可能とする。 

また、施設外就労の総数について、利用定員の100分の70以下とする

要件を廃止する。 

≪就労準備支援体制加算（Ⅱ）及び施設外就労加算の見直し≫ 

［現  行］ 

１月の利用日数から事業所内における必要な支援等を行うための２日を除

く日数を限度として、企業及び官公庁等で作業を行った場合に、施設外就労

利用者の人数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

［見直し後］ 

企業及び官公庁等で作業を行った場合に、施設外就労利用者の人数に応じ、

１日につき所定単位数を加算する。 

 
② 在宅利用時の生活支援サービスの評価 

・ 就労移行支援又は就労継続支援において、通所利用が困難で、在宅に

よる支援がやむを得ないと市町村が判断した利用者（以下「在宅利用者」

という。）に対して、一定の要件を満たした上で、支援を提供した場合に

基本報酬の算定が可能となっているが、同一時間帯において生活支援に

関する訪問系サービスを利用できないため、在宅利用が促進されない可

能性があることから、在宅利用を促進するための加算を創設する。 
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≪在宅時生活支援サービス加算【新設】≫    300単位／日 

在宅利用者が就労移行支援又は就労継続支援を受けている同一時間帯

に生活支援に関する支援が必要であり、生活支援に関する支援を当該サー

ビス提供事業所の負担において提供した場合に、１日につき所定単位数を

加算する。 

 

③ 離島等における在宅利用時の要件の緩和 

・ 在宅利用者については、月に１日は事業所内において訓練目標に対する

達成度の評価等を行うことを要件として基本報酬が算定されるが、離島等

においては、利用者が事業所に通所することが困難であるため、要件を緩

和する。 

≪離島等における在宅利用時の要件の緩和≫ 

［現  行］ 

  在宅利用者に対しては、以下を満たす場合に、基本報酬の算定を可能と

する。 

・ 事業所職員による訪問又は利用者による通所により評価等を１週間に

つき１回は行うこと。 

・ 在宅利用者については、原則として月の利用日数のうち１日は事業所

に通所し、事業所内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこ

と。 

［見直し後］ 

離島等に居住している在宅利用者に対しては、以下を満たす場合に、基

本報酬の算定を可能とする。 

・ 事業所職員による訪問、利用者による通所又は電話・パソコン等のＩ

ＣＴ機器の活用により評価等を１週間につき１回は行うこと。 

・ 原則として月の利用日数のうち１日は事業所職員による訪問又は利用

者による通所により、訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと。 

 

④ 利益供与等の禁止の強化 

・ 就労系サービスについては、利用者確保のため、「利用者が友人を紹介

すると、紹介した者と紹介された者に金品を授与している事業所」、「企業

に就職すると利用者に祝い金を出す事業所」、「就労継続支援Ａ型事業所に

雇用され６月以上働く場合に祝い金を出す事業所」、「就職斡旋した事業所

に対し金品の授与を行っている事業所」があると指摘されている。 

障害福祉サービスは、障害者が自立した生活を営めるよう、その大部

分が公費負担によって行われているものであるため、どの事業者を選ぶか
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は、あくまでも各事業者のサービス内容や質に基づき、障害者が自発的に

判断すべきである。こうした意思決定を歪めるような誘因手法は望ましく

ないことから、金品授受による利用者誘因行為や就労斡旋行為を禁止する

ことを指定基準の解釈通知に規定する。 

 

（２）就労移行支援 

① 一般就労移行後の定着実績に応じた基本報酬の評価 

・ 利用者の意向及び適性に応じた一般就労への移行を推進するため、一

般就労への移行実績だけでなく、就職後６か月以上定着したことをもっ

て実績として評価し、就職後６か月以上定着した者の割合に応じた基本

報酬を設定する。 

     また、定着実績に応じた基本報酬を設定することから、一般就労への

移行実績が過去２年間ない場合並びに就労定着者数が過去３年間及び

過去４年間ない場合の減算については廃止する。 

   ・ なお、事業所開設後２年間を経過していない事業所については、現行

と同様の基本報酬（別紙１の就労移行支援サービス費のそれぞれ(三)の

単位数）を算定する。 

   ・ また、就労定着支援体制加算については、就労定着支援が新たに創設

されることに伴い廃止する。ただし、平成30年４月から就労定着支援を

利用する障害者は、既に通常の事業所に雇用されていることから、新サ

ービスである就労定着支援の説明等や新たな支給決定事務も生じるた

め、平成30年９月30日までは、就労定着支援サービス費の算定に代えて、

就労定着支援体制加算を算定することも可能とする。 

・ この場合の単位数は、就労移行支援の基本報酬について就職後６月以

上の就労定着者の割合に応じた設定とすること及び速やかな就労定着

支援サービスへの移行を促進する観点から、現行の単位数の２分の１に

する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 作業療法士を配置した場合の評価 

・ 作業療法士を配置している就労移行支援事業所においては、作業療法

士を配置していない事業所と比べて、一般就労への移行実績や職場定着

の実績が高いことから、新たに福祉専門職員配置等加算における有資格

者として評価する。 
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≪福祉専門職員配置等加算の要件の見直し≫ 

［現  行］ 

  イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）    15単位/日 

※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が100分の35

以上ある場合に加算する。 

ロ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）     10単位/日 

※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が100分の25

以上ある場合に加算する。 

［見直し後］ 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）    15単位/日 

※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理師であ

る従業者の割合が100分の35以上ある場合に加算する。 

ロ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）    10単位/日 

※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉

士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理師であ

る従業者の割合が100分の25以上ある場合に加算する。 

［注］公認心理師の資格を有する場合の更なる評価については、４（２）福祉専門職員配置等

加算の要件の見直しを参照。 

 

③ 通勤訓練を実施した場合の評価 

・ 就労移行支援は通勤も含めた訓練を行うが、外部から専門職を招いて、

通勤訓練のノウハウのない視覚障害者に対し、白杖による歩行訓練を実

施することを評価する加算を創設する。 

≪通勤訓練加算【新設】≫    800単位／日 
外部から専門職員を招いて、利用者に対し白杖による通勤訓練を実施し

た場合に加算する。 

 

④ 就労支援関係研修修了加算の評価の見直し 

・ 就労支援関係研修修了加算については、半数程度の就労移行支援事業

所で算定されている実績があること及び有資格者の配置に係る福祉専門

職員配置等加算とのバランスを踏まえて、単位数を見直す。 
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≪就労支援関係研修修了加算の見直し≫ 

［現  行］ 
研修修了者を就労支援員として配置している場合   11単位／日 

［見直し後］ 
研修修了者を就労支援員として配置している場合   ６単位／日 

 

⑤ サービス利用に係る年齢制限の緩和 

・ 就労移行支援は就労を希望する65歳未満の障害者であって、通常の事

業所に雇用されることが可能と見込まれるものに対してサービスを提供

するものであるが、利用開始時65歳未満の障害者は、引き続き利用する

ことを可能とする。 

 

（３）就労継続支援Ａ型 

① 平均労働時間に応じた基本報酬の評価 

・ 就労継続支援Ａ型は雇用契約を締結し、最低賃金を支払う障害福祉サ

ービスであることから、労働時間の増加は利用者の賃金増加に繋がるこ

とや、労働時間が長いほど、利用者に対する事業所としての支援コスト

が掛かることから、利用者の１日当たりの平均労働時間に応じた基本報

酬とする。 

     また、平均労働時間に応じた基本報酬を設定することから、短時間利

用減算については、廃止する。 

※ １日当たりの平均労働時間を算出するに当たり、サービス利用開始

時には予見できない事由により、労働時間が短時間になってしまった

場合について、平均労働時間の算出から除外する。 

   ・ なお、実績が出せない事業所の安易な事業参入を防止するため、開設

後１年間を経過していない事業所については、現行より低い基本報酬

（別紙１の就労継続支援Ａ型サービス費のそれぞれ(五)の単位数）を算

定する。 

※ 基本報酬の区分は前年度の実績により決定するが、新規事業所につ

いては開設後６か月間の実績をもって基本報酬区分の変更を認める。  

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 賃金向上のための取組の評価 

   ・ 賃金向上のためには、生産活動収入の向上に資する販路の拡大、付加

価値のある商品の開発等に加え、利用者の労働時間を増加させつつ相応

の生産活動を行うことが求められる。このため、賃金向上計画等を作成
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するとともに、利用者のキャリアアップの仕組みを導入した上で、賃金

向上のための指導員を常勤換算方法で１以上配置している事業所を評

価する加算を創設する。 

≪賃金向上達成指導員配置加算【新設】≫ 
イ 利用定員が20人以下         70単位／日 
ロ 利用定員が21人以上40人以下     43単位／日 
ハ 利用定員が41人以上60人以下     26単位／日 
ニ 利用定員が61人以上80人以下     19単位／日 
ホ 利用定員が81人以上         15単位／日 

※ 生産活動収入を増やすための販路拡大、商品開発、労働時間の増
加等の賃金向上を図るための賃金向上計画（又は経営改善計画）を
作成するとともに、利用者のキャリアアップの仕組みを導入し、当
該計画の達成に向けて取り組む賃金向上達成指導員を常勤換算方法
で１以上配置した場合、定員規模に応じてそれぞれの所定単位数を
加算する。 

 

③ 就労移行支援体制加算の評価の見直し 

・ 就労継続支援Ａ型の利用を継続することによって、利用者の知識や能

力が向上し、一般就労へ移行する者もいることから、より一般就労への

移行と定着を推進するため、就労移行支援体制加算の評価を見直す。 

≪就労移行支援体制加算の見直し≫ 

［現  行］    26単位／日 

  ※ 就労継続支援Ａ型を受けた後就労し、６月以上就労継続している者

が、利用定員の５％を超えている場合に加算する。 

［見直し後］ 

（１）就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ）を算定している事業所の場合 
イ 利用定員が20人以下        42単位／日 
ロ 利用定員が21人以上40人以下    18単位／日 
ハ 利用定員が41人以上60人以下    10単位／日 
ニ 利用定員が61人以上80人以下    ７単位／日 
ホ 利用定員が81人以上        ６単位／日 

（２）就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅱ）を算定している事業所の場合 
イ 利用定員が20人以下        39単位／日 
ロ 利用定員が21人以上40人以下    17単位／日 
ハ 利用定員が41人以上60人以下    ９単位／日 
ニ 利用定員が61人以上80人以下    ７単位／日 
ホ 利用定員が81人以上        ５単位／日 
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※ 就労継続支援Ａ型を受けた後就労し、６月以上就労継続している者
がいる場合、定員規模に応じた所定単位数に６月以上就労継続してい
る者の数を乗じて得た単位数を加算する（前年度実績に応じて１年間
加算する。）。 

 

④ サービス利用に係る年齢制限の緩和 

・ 就労継続支援Ａ型は、通常の事業所に雇用されることが困難であって、

適切な支援により雇用契約に基づく就労が可能である65歳未満の障害者

に対してサービスを提供するものであるが、利用開始時65歳未満の障害者

は、引き続き利用することを可能とする。 

 

（４）就労継続支援Ｂ型 

① 平均工賃額に応じた基本報酬の評価 

・ 就労継続支援Ｂ型は、障害者が地域で自立した生活を送ることができ

るように、利用者に支払う工賃の水準が向上するために必要な支援を行

うことが重要であることから、事業所が障害者に支払う平均工賃月額に

応じた基本報酬とする。 

     また、平均工賃額に応じた基本報酬を設定することから、目標工賃達

成加算については、廃止する。 

※ １月当たりの平均工賃額を算出するに当たり、障害基礎年金１級受

給者が利用者数の半数以上いる場合については、平均工賃月額に２千

円を加えた額を報酬評価上の事業所の平均工賃月額とする。 

   ・ なお、実績が出せない事業所の安易な事業参入を防止するため、開設

後１年間を経過していない事業所については、現行より低い基本報酬

（別紙１の就労継続支援Ｂ型サービス費のそれぞれ(六)の単位数）を算

定する。 

※ 基本報酬の区分は前年度の実績により決定するが、新規事業所につ

いては開設後６か月間の実績をもって基本報酬区分の変更を認める。  

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 就労移行支援体制加算の評価の見直し 

・ 就労継続支援Ｂ型の利用を継続することによって、利用者の知識や能

力が向上し、一般就労へ移行する者もいることから、より一般就労への

移行と定着を推進するため、就労移行支援体制加算の評価を見直す。 
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≪就労移行支援体制加算の見直し≫ 

［現  行］   13単位／日 

  ※ 就労継続支援Ｂ型を受けた後就労し、６月以上就労継続している者

が、利用定員の５％を超えている場合に加算する。 

［見直し後］ 

（１）就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）を算定している事業所の場合 

イ 利用定員が20人以下         42単位／日 
ロ 利用定員が21人以上40人以下     18単位／日 
ハ 利用定員が41人以上60人以下     10単位／日 
ニ 利用定員が61人以上80人以下     ７単位／日 
ホ 利用定員が81人以上         ６単位／日 

（２）就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅱ）を算定している事業所の場合 
イ 利用定員が20人以下         39単位／日 
ロ 利用定員が21人以上40人以下     17単位／日 
ハ 利用定員が41人以上60人以下     ９単位／日 
ニ 利用定員が61人以上80人以下     ７単位／日 
ホ 利用定員が81人以上         ５単位／日 

※ 就労継続支援Ｂ型を受けた後就労し、６月以上就労継続している者

がいる場合、定員規模に応じた所定単位数に６月以上就労継続してい

る者の数を乗じて得た単位数を加算する。 

 

10．相談系サービス 

（１）計画相談支援、障害児相談支援 

① モニタリング実施標準期間の見直し（計画相談支援） 

・ サービス等利用計画等の定期的な検証（モニタリング）の標準期間に

ついて、支援の必要性の観点から標準期間の一部を見直し、モニタリン

グの頻度を高める。 

・ なお、モニタリング時以外にも、相談支援専門員が必要に応じた支援

を随時実施できるよう、サービス提供事業者は毎月のサービス利用状況

を指定特定相談支援事業者・指定障害児相談支援事業者（以下「指定特

定相談支援事業者等」という。）に報告する。 

・ また、指定特定相談支援事業者等の質の向上、公正・中立性を高める

ため、以下の取組を行う。 

イ 指定特定相談支援事業者等は、継続サービス利用支援等によるモニ

タリング結果について市町村に対して報告する。 

ロ 市町村は、報告を受けたモニタリング結果を抽出し、事例検討等に

よりモニタリング内容について検証等を行う。  

※ 検証等については基幹相談支援センター等に委託可。 
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≪モニタリング実施標準期間の見直し≫ 
［現  行］ 

以下の各号に掲げる者の区分等に応じ当該各号に掲げる期間を勘案して、
市町村が必要と認める期間とする。 

（１）新規又は変更によりサービスの種類、内容、量に著しく変更があった者 
→ 利用開始から３月を経過するまで１月間 

（２）在宅の障害福祉サービス利用者（障害児通所支援を含む。）又は地域定
着支援利用者（（１）を除く。） 
① 以下の者                      →１月間 
イ 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行
うことが必要である者 

ロ 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病
等のため、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うこ
とが困難である者        

ハ 常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい
支障があるもののうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にあるもの若
しくは知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する者（重
度障害者等包括支援の支給決定を受けていない者に限る。） 

  ② ①以外の者                     →６月間 

（３）障害者支援施設、のぞみの園、療養介護入所者、重度障害者等包括支援 
（（１）及び（４）を除く。）                 →１年間 

（４）地域移行支援、地域定着支援（（１）及び（２）を除く。） →６月間 

［見直し後］ 
以下の各号に掲げる者の区分等に応じ当該各号に掲げる期間を勘案し

て、市町村が必要と認める期間とする。 
（１）新規又は変更によりサービスの種類、内容、量に著しく変更があった者 

→ 利用開始から３月を経過するまで１月間 

（２）在宅の障害福祉サービス利用者（障害児通所支援を含む。）又は地域定
着支援利用者（（１）を除く。） 
① 以下の者                      →１月間 
イ 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行
うことが必要である者 

ロ 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病
等のため、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うこ
とが困難である者        

ハ 常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい
支障があるもののうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にあるもの若
しくは知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する者（重
度障害者等包括支援の支給決定を受けていない者に限る。） 
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② 以下の者                       →３月間 
イ 居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、短期入所、就労移
行支援、自立訓練、就労定着支援、自立生活援助、日中サービス支援
型共同生活援助を利用する者 

ロ 65歳以上の者で介護保険におけるケアマネジメントを受けていな
い者 

③ ①、②以外の者                      →６月間 

（３）障害者支援施設、のぞみの園、療養介護入所者、重度障害者等包括支
援（（１）及び（４）を除く。）                →６月間 

（４）地域移行支援、地域定着支援（（１）及び（２）を除く。） →６月間 
 
  ※ （３）の利用者（以下「施設入所者等という。）及び（２）の②のイの

うち就労定着支援、自立生活援助、日中サービス支援型共同生活援助を
利用する者（以下「新サービス利用者」という。）は平成30年度から、
その他の（２）の②は平成31年度から見直す。ただし、すでに計画作成
済の者については、各見直し時期以降に計画再作成（又は変更）を行う
までは、なお従前の例による。 

※ さらに、上記区分は市町村がモニタリング期間を設定するための標準
であり、例えば次のような利用者については、標準よりも短い期間で設
定すべき旨を通知等で明記する。 

【計画相談支援】 
・生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が 
必要である者 

・利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者 

【障害児相談支援】 
・学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある者 
・就学前の児童の状態や支援方法に関して、不安の軽減・解消を図る必要のある 
保護者 

 

② 相談支援専門員１人あたりの標準担当件数の設定（計画相談支援・障害

児相談支援） 

・ 計画相談支援・障害児相談支援の質のサービスの標準化を図る観点か

ら、１人の相談支援専門員が１月に実施するサービス利用支援等の標準

担当件数を設定し、標準担当件数を一定程度超過する場合の基本報酬の

逓減制を導入する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 
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③ 基本報酬の見直し（計画相談支援） 

・ 業務負担に応じた加算を設けること等に伴い、計画相談支援の基本報

酬については一定程度引き下げる（新単価については、施設入所者等及

び新サービス利用者のみ平成30年度から、それ以外のサービス利用者に

ついては平成31年度から適用する。）。 

・ なお、障害児相談支援については、既に初回時と更新時で報酬水準が

異なっていること、モニタリング標準期間の見直しを行わないことから、

基本報酬は据え置く（上記②については障害児も対象）。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

④ 特定事業所加算の評価の見直し（計画相談支援、障害児相談支援） 

・ 特定事業所加算について、より充実した支援体制及び主任相談支援専

門員の配置を要件とした区分を創設するとともに、加算取得率が低調で

あることを踏まえ、事業者が段階的な体制整備を図れるよう、現行の要

件を緩和した区分を一定期間に限り設ける。 

≪特定事業所加算の見直し≫ 

［現  行］ 

  特定事業所加算                300単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を３名以上配置し、かつ、そのう

ち１名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

ロ 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係

る伝達等を目的とした会議を定期的に開催すること。 

ハ 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に

対応する体制を確保していること。 

ニ 指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員

に対し相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員の同行に

よる研修を実施していること。 

ホ 基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合

においても、計画相談支援等を提供していること。 

ヘ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加してい

ること。 

［見直し後］ 

（１）特定事業所加算（Ⅰ）           500単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、かつ、そのう

ち１名以上が主任相談支援専門員であること。 

ロ 現行の特定事業所加算の（ロ）、（ハ）、（ホ）、（ヘ）の要件を満た
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すこと。 

ハ 指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員

に対し主任相談支援専門員の同行による研修を実施していること。 

ニ 指定特定相談支援事業所において指定サービス利用支援又は継続

サービス利用支援を提供する件数（指定障害児相談支援事業者の指

定を併せて受け、一体的に運営されている場合は、指定障害児相談

支援の利用者を含む。）が１月間において相談支援専門員１人あたり

40件未満であること。 

（２）特定事業所加算（Ⅱ）           400単位／月 
※ 特定事業所加算（Ⅰ）の80/100     

（算定要件） 

  イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、かつ、そのう

ち１名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

ロ 現行の特定事業所加算の（ロ）～（へ）の要件を満たすこと。 

ハ 特定事業所加算（Ⅰ）の（ニ）の要件を満たすこと。 

（３）特定事業所加算（Ⅲ）             300単位／月 

  （算定要件） 

     現行の特定事業所加算の要件を満たし、かつ、特定事業所加算（Ⅰ）

の（ニ）の要件を満たすこと。 

     ※ すでに現行の特定事業所加算を取得している事業所の場合、

（ニ）の要件を満たさなくても算定を認める（平成31年３月まで

の経過措置）。 

（４）特定事業所加算（Ⅳ）               150単位／月 
※ 特定事業所加算（Ⅲ）の50/100      

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を２名以上配置し、かつ、そのう

ち１名以上が相談支援従事者現任研修を修了していること。 

ロ 現行の特定事業所加算の（ロ）及び（ニ）～（へ）を満たすこと。 

ハ 特定事業所加算（Ⅰ）の（ニ）の要件を満たすこと。 

※ 特定事業所加算（Ⅱ）及び（Ⅳ）については、平成33（2021）

年３月までとする。 

 

⑤ 質の高い支援の実施や専門性の高い相談支援体制等を評価する加算の創   

設（計画相談支援、障害児相談支援） 

・ 必要に応じた質の高い支援を実施した場合に、実施した支援の専門性と

業務負担を適切に評価するとともに、専門性の高い支援を実施できる体制

を整えている場合に、その体制整備を適切に評価するための加算を創設す

る。 
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≪初回加算【新設】≫              300単位／月 

・ 障害福祉サービス等の利用を希望する利用者の心身の状況及び置かれ

ている環境について、利用者等との面接や関係者への聞き取りによる詳

細なアセスメントを行うために要する業務量を適切に評価する。 

※ 計画相談支援のみ新設。障害児相談支援においては既設。ただし、

基本報酬について旧単価を算定する場合は算定不可。 

≪入院時情報連携加算【新設】≫ 

（１）入院時情報連携加算（Ⅰ）※ 医療機関を訪問しての情報提供      

   200単位／月 

（２）入院時情報連携加算（Ⅱ）※ 医療機関への訪問以外の方法での情報提供   

100単位／月 

・ 入院時における医療機関との連携を促進する観点から、指定特定相談

支援事業者等が入院時に医療機関が求める利用者の情報を、利用者等の

同意を得た上で提供した場合に加算する。 

※ 利用者１人につき、１月に１回を限度として加算。ただし、入院時

情報連携加算（Ⅰ）、（Ⅱ）の同時算定不可。 

≪退院・退所加算【新設】≫          200単位／回 

・ 退院・退所後の円滑な地域生活への移行に向けた医療機関等との連携

を促進する観点から、退院・退所時に相談支援専門員が医療機関等の多

職種から情報収集することや、医療機関等における退院・退所時のカン

ファレンスに参加して情報収集を行った上でサービス等利用計画等を作

成した場合に加算する。 

※ 利用者１人につき、入院・入所中に３回を限度として加算。ただし、

初回加算を算定する場合は算定不可。 

≪居宅介護支援事業所等連携加算【新設】≫   100単位／月 

・ 障害福祉サービス等の利用者が介護保険サービスの利用へ移行する場

合に、指定特定相談支援事業所が利用者の心身の状況、置かれている環

境やアセスメント等の情報及びサービス等利用計画の内容等について、

利用者等の同意を得た上で指定居宅介護支援事業所又は指定介護予防支

援事業所に提供し、居宅サービス計画等の作成に協力した場合に加算す

る。 

※ 利用者１人につき、１月に１回を限度として加算。当該加算を算定

した上で居宅介護支援等を利用した後６ヶ月は算定不可。計画相談支

援のみ新設。 

≪医療・保育・教育機関等連携加算【新設】≫  100単位／月 

・ サービス利用支援等の実施時において、障害福祉サービス等以外の医

療機関、保育機関、教育機関等の職員と面談等を行い、必要な情報提供
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を受け協議等を行った上で、サービス等利用計画等を作成した場合に加

算する。 

※ 利用者１人につき、１月に１回を限度として加算。ただし、初回加

算を算定した場合又は退院・退所加算を算定し、かつ、当該退院医療

機関等のみから情報提供を受けている場合は算定不可。 

≪サービス担当者会議実施加算【新設】≫    100単位／月 

・ 継続サービス利用支援等の実施時において、利用者の居宅等を訪問し

利用者に面接することに加えて、サービス等利用計画に位置付けた福祉

サービス等の担当者を招集して、利用者等の心身の状況等やサービスの

提供状況について確認するとともに、計画の変更その他必要な便宜の提

供について検討を行った場合に加算する。 

※ 利用者１人につき、１月に１回を限度として加算。 

≪サービス提供時モニタリング加算【新設】≫  100単位／月 

・ 継続サービス利用支援等の実施時又はそれ以外の機会において、サー

ビス等利用計画等に位置付けた福祉サービス事業所等を訪問し、サービ

ス提供場面を直接確認することにより、サービスの提供状況について詳

細に把握し、確認結果の記録を作成した場合に加算する。 

※ 利用者１人につき、１月に１回を限度、かつ、相談支援専門員１人

当たり１月に39人を限度として加算。 

≪行動障害支援体制加算【新設】≫         35単位／月 

・ 行動障害のある知的障害者や精神障害者に対して適切な計画相談支援

等を実施するために、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了

し、専門的な知識及び支援技術を持つ相談支援専門員を事業所に配置し

た上で、その旨を公表している場合に加算する。 

≪要医療児者支援体制加算【新設】≫        35単位／月 

・ 重症心身障害など医療的なケアを要する児童や障害者に対して適切な

計画相談支援等を実施するために、医療的ケア児等コーディネーター養

成研修を修了し、専門的な知識及び支援技術を持つ相談支援専門員を事

業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

≪精神障害者支援体制加算【新設】≫         35単位／月 

・ 精神科病院等に入院する者及び地域において単身生活等をする精神障

害者に対して、地域移行支援や地域定着支援のマネジメントを含めた適

切な計画相談支援等を実施するために、地域生活支援事業による精神障

害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修又は精神障害者の地域移行関

係職員に対する研修を修了し、専門的な知識及び支援技術を持つ相談支

援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算す

る。 
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⑥ その他（計画相談支援、障害児相談支援） 

・ セルフプランについて、各市町村において以下の取組を行うよう促す。 

ア セルフプランを作成している者への意向調査を行うことにより、相談

支援専門員によるケアマネジメントの希望の有無等を把握 

イ 計画相談支援を提供する体制が十分でないためセルフプランを作成

している者が多い市町村については、体制整備のための計画を作成 

ウ セルフプランにより支給決定されている事例について、基幹相談支援

センター等による事例検討において一定数を検証 

 

（２）地域移行支援 

① 地域移行実績や専門職の配置等の評価 

・ 障害者支援施設や精神科病院等からの地域移行を促進するため、地域移

行実績や専門職の配置、施設や精神科病院等との緊密な連携を評価するこ

ととし、新たな基本報酬を設定する。 

≪地域移行支援サービス費の見直し≫ 

［現  行］ 

  地域移行支援サービス費       2,323単位／月 

［見直し後］ 

  イ 地域移行支援サービス費（Ⅰ）  3,044単位／月 

  ロ 地域移行支援サービス費（Ⅱ）  2,336単位／月 

 ※ 地域移行支援サービス費（Ⅰ）を算定する事業所の要件 

  （１）当該事業所において、前年度に地域移行の実績を有すること。 

  （２）次の要件のうちいずれかを満たすこと。 

    ① 従業者のうち１人以上は、社会福祉士又は精神保健福祉士であ

ること。 

    ② 従事者である相談支援専門員のうち１人以上は、精神障害者地

域移行・地域定着支援関係者研修（注）の修了者であること。 

    ［注］ 都道府県地域生活支援事業（精神障害関係従事者養成研修事業）の一つ 

（３）１以上の障害者支援施設又は精神科病院等（地域移行支援の対象

施設）と緊密な連携が確保されていること。 

 

 

 

「緊密な連携」の具体例 （いずれも月１回以上が目安） 

 ・障害者支援施設の入所者や精神科病院の入院患者の処遇に関する

会議等への定期的な参加 

 ・障害者支援施設や精神科病院等からの依頼に基づく、入所者・入

院患者への障害福祉サービスの説明や事業所の紹介 
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② 障害福祉サービスの体験利用加算及び体験宿泊加算の見直し 

・ 地域移行を希望する障害者が障害福祉サービスを体験する機会を確保す

る観点から、体験を行う初期の業務量を評価するため、障害福祉サービス

の体験利用加算を拡充する。 

・ 地域生活支援拠点等における体験の機会・場の機能を強化する観点から、

地域移行支援事業所が拠点等としての機能を担う場合について、障害福祉

サービスの体験利用加算及び体験宿泊加算を拡充する（再掲）。 

≪障害福祉サービスの体験利用加算の見直し≫ 

［現  行］ 

  体験利用加算        300単位／日 

［見直し後］ 

  イ 体験利用加算（Ⅰ）   500単位／日（初日から５日目まで） 

  ロ 体験利用加算（Ⅱ）   250単位／日（６日目から15日目まで） 

≪障害福祉サービスの体験利用加算及び体験宿泊加算の見直し【再掲】≫ 

  地域移行支援事業所が地域生活支援拠点等としての機能を担う場合 

  ＋50単位 

 

（３）地域定着支援 

○ 深夜における電話による支援の評価 

・ 深夜（午後10時から午前６時までの時間）における電話による相談援

助を評価することとし、新たな緊急時支援費を設定する。 

≪緊急時支援費の見直し≫ 

［現  行］ 

  緊急時支援費          705単位／日 

［見直し後］ 

  （１）緊急時支援費（Ⅰ）    709単位／日 

  （２）緊急時支援費（Ⅱ）     94単位／日 

 

11．障害児通所支援 

（１）障害児通所支援における共通事項 

① 医療的ケア児への支援の充実（児童発達支援及び放課後等デイサービス） 

   ・ 一定の基準を満たす医療的ケア児を受け入れるための体制を確保し、

医療的ケア児やその家族の状況及びニーズに応じて、地域において必要

な支援を受けることができるよう、看護職員の加配を評価する加算を創

設する。 

   ・ また、送迎においても喀痰吸引等の医療的ケアが必要な場合があるこ

とを踏まえ、手厚い人員配置体制で送迎を行う場合を評価する。 
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   ・ さらに、医療機関との連携等により、外部の看護職員が事業所を訪問

して障害児に対して看護を行った場合等を評価する医療連携体制加算に

ついて、長時間支援を評価する区分を創設する。 

≪看護職員加配加算【新設】≫ 

→「看護職員加配加算の創設について」（別紙２）参照 

≪送迎加算の拡充≫  

［現  行］ 

  イ 障害児（重症心身障害児以外）の場合  片道54単位／回 

  ロ 重症心身障害児の場合         片道37単位／回 

［見直し後］ 

  イ 障害児（重症心身障害児以外）の場合  片道54単位／回 

＋37単位／回※１ 

  ロ 重症心身障害児の場合         片道37単位／回 

 

※１ 看護職員加配加算を算定する事業所であって、喀痰吸引等の医療

的ケアを行うため運転手に加え、職員を１以上配置して送迎を行っ

た場合に更に加算する。 

  ※２ 同一敷地内の送迎については、加算単位数の70％を算定する。 

 

≪医療連携体制加算の拡充≫ 

［現  行］ 

  イ 医療連携体制加算（Ⅰ）   500単位／日（障害児１人） 

ロ 医療連携体制加算（Ⅱ）   250単位／日（障害児２人以上８人以下） 

ハ 医療連携体制加算（Ⅲ）   500単位／日 

ニ 医療連携体制加算（Ⅳ）   100単位／日 

［見直し後］ 

  イ 医療連携体制加算（Ⅰ）   500単位／日 

ロ 医療連携体制加算（Ⅱ）   250単位／日 

ハ 医療連携体制加算（Ⅲ）   500単位／日 

ニ 医療連携体制加算（Ⅳ）   100単位／日 

  ホ 医療連携体制加算（Ⅴ）  1,000単位／日（障害児１人） 

ヘ 医療連携体制加算（Ⅵ）   500単位／日（障害児２人以上８人以下） 

※ 既存の（Ⅰ）又は（Ⅱ）については、４時間未満の支援の場合適用

し、４時間を超えて支援を行う場合は、（Ⅴ）又は（Ⅵ）を適用する。     

ただし、看護職員加配加算を算定している場合は、医療連携体制加算

は算定不可とする。 
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② 指導員加配加算の見直し（児童発達支援及び放課後等デイサービス） 

   ・ 児童発達支援及び放課後等デイサービスの経営の実態等を踏まえ、指

導員加配加算の単位数を見直すとともに、一定の基準を満たす事業所が

指導員加配加算により評価した職員に加えて、１人以上配置した場合に

更に評価する。 

   ・ また、児童発達支援センター及び主として重症心身障害児を通わせる

事業所においても、障害児へのきめ細やかな支援や保護者等に対する支

援方法の指導を行う等の支援の強化を図るため、人員配置基準以上に手

厚い配置をしている場合に評価する。 

   ・ なお、人員配置基準上「指導員」という名称が廃止されるため、加算

の名称を「児童指導員等加配加算」に改める。 

≪指導員加配加算の見直し≫ 

→「指導員加配加算の見直し等について」（別紙３）参照 
 

［現  行］ 

イ 児童指導員等を配置する場合 

（１）定員10人以下          195単位／日 

（２）定員11人以上20人以下       130単位／日 

（３）定員21人以上           78単位／日 

ロ 指導員を配置する場合  

（１）定員10人以下          183単位／日 

（２）定員11人以上20人以下       122単位／日  

（３）定員21人以上           73単位／日 

［見直し後］ 

イ 専門職員（理学療法士等）を配置する場合 

（１）定員10人以下           209単位／日 

（２）定員11人以上20人以下        139単位／日 

（３）定員21人以上           84単位／日 

ロ 児童指導員等を配置する場合 

（１）定員10人以下           155単位／日 

  （２）定員11人以上20人以下        103単位／日 

（３）定員21人以上           62単位／日 

ハ その他の従業者を配置する場合 

（１）定員10人以下           91単位／日 

（２）定員11人以上20人以下        61単位／日 

（３）定員21人以上           36単位／日 
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③ 理学療法士等による機能訓練等の充実（児童発達支援、医療型児童発達

支援及び放課後等デイサービス） 

   ・ 児童発達支援（児童発達支援センター及び主として重症心身障害児を

通わせる事業所を除く。）及び放課後等デイサービス（主として重症心身

障害児を通わせる事業所を除く。）における障害児へのきめ細やかな支援

を強化するため、特別支援加算の加算の対象となる職種について、看護

職員及び視覚障害者の生活訓練を専門とする技術者の養成を行う研修を

修了した者を追加した上で、単位数を引き上げる。 

≪特別支援加算の見直し≫ 

［現  行］ 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は心理指導担当職員を配置して

機能訓練又は心理指導を行った場合           25単位／日 

［見直し後］ 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理指導担当職員、看護職員又

は視覚障害者の生活訓練を専門とする技術者の養成を行う研修を修了した

者を配置して機能訓練又は心理指導を行った場合     54単位／日 

 

④ 強度行動障害児支援の強化（児童発達支援及び放課後等デイサービス） 

・ 強度行動障害を有する障害児への適切な支援を推進するため、強度行

動障害支援者養成研修（基礎研修）を修了した職員を配置し、強度行動

障害を有する障害児に対して支援を行うことを評価する加算を創設する。 

≪強度行動障害児支援加算【新設】≫    155単位／日 

 

⑤ 家族等に対する相談援助の充実（児童発達支援、医療型児童発達支援及

び放課後等デイサービス） 

   ・ 障害児を育てる家族等への支援を強化するため、事業所内相談支援加

算の要件を緩和する。 

≪事業所内相談支援加算の見直し≫ 

［現  行］ 

  相談援助が児童発達支援（放課後等デイサービス）を受けている時間と

同一時間帯である場合は算定不可とする。 

［見直し後］ 

  相談援助が児童発達支援（放課後等デイサービス）を受けている時間と

同一時間帯である場合も算定可とする。ただし、この場合に相談援助を行

っている従業者は、支援の提供にあたる者からは除かれる。 
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⑥ 保育所等との連携の強化（児童発達支援、医療型児童発達支援及び放課

後等デイサービス） 

   ・ 障害児が通う保育所や学校等との連携を強化するため、保育所等と連

携して個別支援計画の作成等を行った場合の評価を拡充する。 

≪関係機関連携加算の見直し≫ 

［現  行］ 

  関係機関連携加算（Ⅰ） 

  ※ 障害児が通う保育所や学校等と連携して個別支援計画の作成等を行

った場合に、１年につき１回を限度として加算する。 

［見直し後］ 

  関係機関連携加算（Ⅰ） 

  ※ 障害児が通う保育所や学校等と連携して個別支援計画の作成等を行

った場合に、１月につき１回を限度として加算する。 

 

⑦ 保育所や放課後児童クラブ等の一般施策への移行の推進（児童発達支援、

医療型児童発達支援及び放課後等デイサービス） 

   ・ 障害児が地域において保育・教育等を受けられるよう支援を行うこと

により、通所支援事業所を退所して保育所等に通うことになった場合を

評価する加算を創設する。 

≪保育・教育等移行支援加算【新設】≫   500単位／回（１回を限度） 

 

⑧ 欠席時対応加算の見直し（児童発達支援、医療型児童発達支援及び放課

後等デイサービス） 

   ・ 重症心身障害児については、体調が不安定であることに着目し、欠席

時対応加算の算定回数を拡充する。 

≪欠席時対応加算の算定回数の拡充≫ 

［現  行］ 

利用する障害児が急病等により利用を中止した際に、連絡調整や相談援

助を行った場合に、月に４回まで加算する。 

［見直し後］ 

利用する障害児が急病等により利用を中止した際に、連絡調整や相談援

助を行った場合に、月に４回まで加算する。ただし、重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業所（児童発達支援センター含む。）及び重症心身障

害児を支援する放課後等デイサービス事業所については、１月の利用者数

から定員に当該月の営業日を乗じた数を除して得た数が100分の80に満た

ない場合は、１月につき８回を限度として、所定単位数を算定する。 
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⑨ 自己評価結果等未公表減算（児童発達支援及び放課後等デイサービス） 

   ・ 自己評価結果等の公表が義務付けられている児童発達支援（注）及び

放課後等デイサービスについて、未公表の場合は減算する。なお、当該

減算については、平成31年４月１日から適用する。 

    ［注］児童発達支援については、平成30年４月１日から自己評価結果等の公表を義務

付け（60頁（２）児童発達支援 ①「人員配置基準等の見直し」参照。）。 

≪自己評価結果等未公表減算【新設】≫ 

 自己評価結果等が未公表の場合、所定単位数の15％を減算する。 

 

（２）児童発達支援 

① 人員配置基準等の見直し 

   ・ 児童発達支援（児童発達支援センター及び主として重症心身障害児を

通わせる事業所を除く。）の質の確保の観点から、人員配置基準の見直し

を行うとともに、自己評価結果等の公表を義務付ける。なお、人員配置

基準の見直しは、現に指定を受けている事業所については、平成31年３

月31日まで経過措置を設ける。 

   ・ 人員配置基準の見直しに伴い、児童指導員等配置加算の算定要件を見

直す。 

≪人員配置基準の見直し≫ 

［現  行］ 

指導員又は保育士 

［見直し後］ 

児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 

 

※うち半数以上が児童指導員又は保育士であること。 

 

≪児童指導員等配置加算の見直し≫ 

［現  行］ 

人員配置基準に定める指導員に代えて、児童指導員、保育士等の有資格

者等を配置した場合に加算する。 

［見直し後］ 

人員配置基準に定める障害福祉サービス経験者に代えて、児童指導員、

保育士等の有資格者等を配置した場合に加算する。 
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② 基本報酬の区分の創設 

   ・ 児童発達支援（児童発達支援センター及び主として重症心身障害児を

通わせる事業所を除く。）の基本報酬について、主に小学校就学前の障害

児（未就学児）を支援する場合（小学校就学前の障害児の数が障害児全

体の数の70％以上）とそれ以外の場合の区分を創設する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

（３）医療型児童発達支援 

○ 保育機能の充実（医療型児童発達支援） 

   ・ 保育機能の充実を図る観点から、保育職員加配加算を拡充する。 

≪保育職員加配加算の拡充≫ 

［現  行］   50単位／日 

※ 定員21人以上の医療型児童発達支援事業所において、児童指導員又

は保育士を加配した場合に加算する。 

［見直し後］   50単位／日※１  ＋22単位※２ 

※１ 医療型児童発達支援事業所において、児童指導員又は保育士を加

配した場合に加算する。 

※２ 定員21人以上の医療型児童発達支援事業所については、更に１名

加配した場合も評価する。 

 

（４）放課後等デイサービス 

○ 放課後等デイサービスの適切な評価 

 ・ 現在一律の単価設定となっている基本報酬について、利用者の状態像

を勘案した指標を設定し、報酬区分を設定する。具体的には、各事業所

において、食事、排せつ、入浴及び移動のうち３以上の日常生活動作に

ついて全介助を必要とする障害児又は別表（110頁）の指標に該当する障

害児が利用者に占める割合に基づき、基本報酬を適用するものとする。 

   ・ また、授業終了後に提供する場合に、１日に行われるサービス提供の

時間が短い事業所については、人件費等のコストを踏まえた基本報酬を

設定する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 
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（５）保育所等訪問支援 

○ 保育所等訪問支援の推進 

   ・ 保育所等訪問支援における専門性の高い支援を推進するため、訪問支

援員特別加算の単位数の引上げ等を行う。 

   ・ また、児童発達支援管理責任者が、初回又は初回の属する月に保育所

等の訪問先との事前調整やアセスメントへの同行を評価する加算を創設

する。 

   ・ さらに、障害児を育てる家族等への支援を強化するため、障害児の居

宅を訪問して家族等に対して相談援助を行うことを評価する加算を創設

する。 

   ・ この他、同一日に複数の障害児に支援した場合に適用される減算を見

直し、同一場所で提供した場合に限定する。 

≪訪問支援員特別加算の拡充≫ 

［現  行］      ［見直し後］ 

375単位／日       679単位／日 

             ※ 看護職員を算定対象に追加。 

≪初回加算【新設】≫     200単位／月 

・ 児童発達支援管理責任者が、初回又は初回の属する月に保育所等の訪

問先との事前調整やアセスメントに同行した場合に加算する。 

≪家庭連携加算【新設】≫ 

イ 所要時間１時間未満  187単位／回 

ロ 所要時間１時間以上  280単位／回 

・ 障害児の居宅を訪問し、障害児及びその家族等に対する相談援助等の

支援を行った場合に、月に２回を限度として加算する。 

≪同一日に複数支援した場合の減算の見直し≫ 

［現  行］ 

同一日に複数の障害児に指定保育所等訪問支援を提供した場合に所定

単位数の100分の93を減算する。 

［見直し後］ 

同一日に同一場所で複数の障害児に指定保育所等訪問支援を提供した

場合に所定単位数の100分の93を減算する。  

 

12.障害児入所支援 

（１）障害児入所支援における共通事項 

○ 公認心理師の評価 

   ・ より高度で専門的な心理指導が提供されるよう、心理担当職員配置加

算について、公認心理師の資格を有する場合に更に評価する。 
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≪心理担当職員配置加算の見直し≫ 

［現  行］ 

○ 福祉型障害児入所施設 

  イ 主に知的障害児に対する場合 

定員に応じて５単位／日～102単位／日 

   ロ 主に自閉症児に対する場合 

定員に応じて13単位／日～ 26単位／日 

   ハ 主に盲児又はろうあ児に対する場合 

定員に応じて10単位／日～102単位／日 

   ニ 主に肢体不自由児に対する場合 

定員に応じて13単位／日～ 20単位／日 

○ 医療型障害児入所施設     26単位／日 

［見直し後］ 

○ 福祉型障害児入所施設 

  イ 主に知的障害児に対する場合 

定員に応じて５単位／日～102単位／日  ＋10単位※ 

   ロ 主に自閉症児に対する場合 

定員に応じて13単位／日～ 26単位／日  ＋10単位※ 

   ハ 主に盲児又はろうあ児に対する場合 

定員に応じて10単位／日～102単位／日   ＋10単位※ 

   ニ 主に肢体不自由児に対する場合 

定員に応じて13単位／日～ 20単位／日   ＋10単位※ 

○ 医療型障害児入所施設     26単位／日   ＋10単位※ 

※ 公認心理師の資格を有している場合に更に加算する。 

 

（２）福祉型障害児入所施設 

① 医療的ケア児への支援の充実 

   ・ 看護師配置加算を見直し、一定の基準を満たす医療的ケア児を受け入

れるために看護職員を加配している場合に更に評価する（加算の名称も

看護職員配置加算に改める）。 

≪看護師配置加算の見直し≫ 

→「看護師配置加算の見直しについて」（別紙４）参照 

 

② 手厚い人員配置の評価 

   ・ 障害児へのきめ細やかな支援や保護者等に対する支援方法の指導を行

う等の支援の強化を図る観点から、人員配置基準以上に手厚い配置をし

ている施設を評価するための加算を創設する。 
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≪児童指導員等加配加算の創設【新規】≫ 

→「指導員加配加算の見直し等について」（別紙３）参照 

 
③ グループホームや障害者入所施設等への移行支援の推進 

   ・ グループホームや障害者入所施設等への移行支援を推進するため、地

域移行加算の算定回数を拡充するとともに、福祉型障害児入所施設にお

いては、平成33（2021）年３月31日までの間、他の社会福祉施設に入所

する場合であっても算定の対象とする。 

≪地域移行加算の見直し≫ 

［現  行］   500単位（退所前、退所後各１回） 

※ 退所する障害児に対し、退所後の居住の場の確保、在宅サービスの

利用調整等を行った場合に加算。ただし、当該障害児が退所後に他の

社会福祉施設等に入所する場合にあっては算定不可とする。 

［見直し後］   500単位（退所前２回、退所後１回） 

※ 退所する障害児に対し、退所後の居住の場の確保、在宅サービスの

利用調整等を行った場合に加算。なお、平成33（2021）年３月31日ま

での間は、他の社会福祉施設等に入所する場合であっても算定可とす

る。 

 
（３）医療型障害児入所施設 

① 有期有目的入所の更なる評価 

   ・ 肢体不自由児に対する手術、リハビリ等を行う短期間集中訓練によっ

て機能向上が図られていることなどから、有期有目的入所の推進のため、

有期有目的入所に係る基本報酬の区分を見直し、更なる評価を行う。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 福祉職員の充実 

   ・ 被虐待児の増加や養育困難な保護者への育児支援など質の高い支援を

行う観点から、保育士又は児童指導員を人員配置基準以上に手厚く配置

している施設を評価する加算を創設する。 

≪保育職員加配加算の創設【新規】≫    20単位／日 

 

13．障害児支援共通 

（１）児童発達支援管理責任者の評価の見直し 

  ○ 児童発達支援管理責任者の配置については、基本報酬において評価する

こととし、児童発達支援管理責任者専任加算は廃止する。 
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→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

（２）人員配置基準の見直し（児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デ

イサービス及び福祉型障害児入所施設） 

  ○ 医療的ケアを行う人材を幅広く確保する等の観点から、人員配置基準を

見直す。 

≪人員配置基準の見直し≫ 

［現  行］ 

 ○主として重症心身障害児を通わせる事業所 

・看護師       １以上 

・機能訓練担当職員  １以上 

 ○主として自閉症児を入所させる施設 

・看護師 おおむね障害児の数を20で除して得た数以上 

○主として肢体不自由児を入所させる施設 

・看護師 １人以上 

［見直し後］ 

○主として重症心身障害児を通わせる事業所 

・看護職員（保健師、助産師、看護師、准看護師）  １以上 

・機能訓練担当職員                １以上 

※ ただし、機能訓練を行わない時間帯については配置しないことがで

きる。 

  ※ 機能訓練担当職員については、児童発達支援センター及び医療型児

童発達支援を除く。 

○主として自閉症児を入所させる施設 

・看護職員 おおむね障害児の数を20で除して得た数以上 

○主として肢体不自由児を入所させる施設 

  ・看護職員 １人以上 

 

14．その他 

（１）国庫負担基準の見直し 

① 重度障害者の割合等による自治体間の不均衡を考慮した国庫負担基準

の見直し 

・ 平成27年度障害福祉サービス等報酬改定において、訪問系サービス全

体の利用者数に占める重度訪問介護及び重度障害者等包括支援の利用者

数の割合（以下「重度率」という。）が５％以上の市町村に対し、市町村

全体の国庫負担基準総額の５％嵩上げを行った。 
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・ しかし、支給決定者数が少ない小規模な市町村において、重度障害者

の割合が大きくなると、特に超過負担が生じるという状況等が見られる

ことから、重度障害者の利用状況や、支給決定者数の状況を勘案し、市

町村全体の国庫負担基準総額の嵩上げについて、小規模な市町村に特に

手厚くなるよう見直す。 

・ また、管内に訪問系サービスにおける特別地域加算の算定対象となる

地域がある市町村の場合、当該地域に居住する者への給付が、当該地域

以外に居住する者と比べて15％多く給付されることから、当該地域に居

住する者の国庫負担基準を、当該地域以外に居住する者の国庫負担基準

に15％乗じたものとする。 
 
② 介護保険対象者の国庫負担基準の見直し 

・ 介護保険対象者の重度訪問介護及び重度障害者等包括支援の国庫負担

基準は、制度創設当初は、重度訪問介護等の国庫負担基準から居宅介護

の国庫負担基準を除いた単位としていたが、現状はそれより低い水準と

なっているため、制度創設時の考え方に沿ったものに改める。 

・ また、行動援護は介護保険に相当するサービスではないことから、介

護保険対象者の国庫負担基準を廃止する。 
 

③ 従前額保障の取扱いの廃止 

・ 市町村全体の国庫負担基準総額が、平成17年度の国庫補助の額を下回

るときに、当該国庫補助額を市町村全体の国庫負担基準総額とする取扱

いについて、制度施行後10年以上が経過したこと等を踏まえ廃止する（廃

止により超過負担が増加又は新たに生じる市町村に対しては、補助金に

より、経過措置として財政支援を行う。）。 

≪市町村全体の国庫負担基準総額の嵩上げの見直し≫ 

[現  行]  

  重度率が５％以上の市町村に対し、市町村全体の国庫負担基準総額の

５％嵩上げ 

[見直し後] 

  市町村における訪問系サービス全体の利用者数及び重度率等に応じ

て、市町村全体の国庫負担基準総額の嵩上げ率を以下の表のとおりとす

る。 

 

重度率 

20％以上 15％以上 10％以上 5％以上 

各月の支給
決定者数の
年間合計人
数 

600人未満 100% 50% 30% 25% 

600人以上1,800人未満 50% 30% 25% 20% 

1,800人以上3,000人未満 30% 25% 20% 15% 

3,000人以上4,200人未満 25% 20% 15% 10% 

4,200人以上 5% 5% 5% 5% 

※ 地方交付税不交付団体の嵩上げ率は５％を上限とする。 
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≪特別地域加算対象地域に居住する者の国庫負担基準の創設【新設】≫ 

 （例）重度障害者等包括支援利用者の国庫負担基準 

① 特別地域加算対象地域以外に居住する者 84,320単位 

② 特別地域加算対象地域に居住する者 96,968単位（＋15％） 

≪介護保険対象者の国庫負担基準の見直し≫  

（例）重度障害者等包括支援利用者の国庫負担基準 

[現  行]  

① 重度障害者等包括支援利用者の国庫負担基準    84,320単位 

② ①の介護保険対象者の国庫負担基準        33,830単位 

③ 居宅介護利用者（障害支援区分６）の国庫負担基準 26,970単位 

[見直し後]  

   ① 重度障害者等包括支援利用者の国庫負担基準    84,320単位 

   ② ①の介護保険対象者の国庫負担基準        57,350単位 

   ③ 居宅介護利用者（障害支援区分６）の国庫負担基準 26,970単位 

≪従前額保障の取扱いの廃止≫ 

[現  行] 

以下の①及び②を比較して大きい方の額を市町村全体の国庫負担基準

総額とする。 

① 利用者が利用するサービス及び障害支援区分ごとに応じて設定した

国庫負担基準について、市町村の利用者全員分を合計した額。 

② 平成17年度における補助額。 

[見直し後]  

利用者が利用するサービス及び障害支援区分ごとに応じて設定した国

庫負担基準について、市町村の利用者全員分を合計した額を市町村の国

庫負担基準総額とする。 
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第３ 終わりに  

○ 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定においては、客観性・透明性の向

上を図るため、前回改定に引き続き、厚生労働省内に検討チームを設置し、

有識者の参画を得て公開の場で検討を行った。 

○ その際、検討の中で出た意見等を踏まえ、以下の事項について、次期報酬

改定に向けて引き続き検討、検証を行う。 

 

① サービスの質を踏まえた報酬単位の設定 

  ・ 障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）が施行から11年が経過し、

障害福祉サービス等の利用者や、サービス提供事業所数が大幅に増加す

る中、検討チームでは、「現行の報酬については、サービス提供者側の体

制という形式的な要件で決まっている中で、それが本当にいい支援かど

うかは別物である。そうした中で、非常に難しいことであるが、科学的

なエビデンスに基づいた支援の質を考えなければならない」との意見が

あった。 

次期報酬改定においては、サービスの質に関する調査研究を行うなど、

サービスの質を報酬体系に反映させる手法等を検討する。 

② 客観性・透明性の高い諸情報に基づく報酬改定 

  ・ 事業者の経営状況、提供しているサービスの質や量、利用者のサービ

ス利用実態や収入・支出の状況、サービス利用者が近年急増している原

因といった報酬改定の基礎となる諸情報について、客観性・透明性の高

い手法により把握するための所要の措置を講じた上で、きめ細かい報酬

改定を適切に行うための検討を行う。 

③ 食事提供体制加算について 

   ・ 食事提供体制加算については、食事の提供に関する実態等の調査・研

究を十分に行った上で、引き続き、そのあり方を検討する。 

④ 就労継続支援Ａ型と放課後等デイサービスにおける送迎加算 

 ・ 就労継続支援Ａ型と放課後等デイサービスについては、送迎対象者の

実態を把握した上で、送迎加算のあり方を検討する。 

⑤ 身体拘束等の適正化について 

 ・ 今般、身体拘束等の記録を行っていない場合の減算を設けることとす

るが、「身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催、指針

の整備、職員等に対する研修の定期的な実施」についても努めるものと

し、その上で、更なる見直しについて検討する。 

 ⑥ 居宅介護について 

  ・ 居宅介護の利用実態等を把握しつつ、身体介護と家事援助の報酬や人

員基準について検討する。 
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⑦ 重度障害者等包括支援の対象者の要件について 

  ・ 重度障害者等包括支援の対象者の要件について、その利用実態を把握

した上で、対応を検討する。 

⑧ 就労移行支援利用後の一般就労について 

・ 一般就労の範囲については、今後、就労移行支援の利用を経て一般就

労した際の雇用形態や労働時間数についての実態を把握した上で、対応

を検討する。 

⑨ 就労継続支援Ａ型における最低賃金減額特例について 

・ 就労継続支援Ａ型については、重度の障害者との雇用契約締結当初に

最低賃金減額特例を適用している事業所もあるが、こうした事業所につ

いて、今後、最低賃金減額特例の適用者数、適用期間、最低賃金の減額

割合などの実態を把握した上で、対応を検討する。 

⑩ 就労移行支援における支援内容の実態把握と今後の対応 

・ 就労移行支援の基本報酬については、就職後６か月以上定着したこと

をもって実績として評価することとしているが、今後、就労移行支援の

具体的な支援内容と、一般就労への移行や就労定着実績との関係性等の

実態を把握した上で、支援内容の評価のあり方について検討する。 

  ⑪ 共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措

置の取扱いについて 

   ・ 今年度末までの経過措置とされていた、共同生活援助を利用する重度

の障害者が個人単位で居宅介護等を利用することについては、新たな類

型である日中サービス支援型の施行状況等を踏まえた上で、引き続きそ

のあり方を検討する。 

⑫ 計画相談支援・障害児相談支援のモニタリング実施標準期間等について 

  ・ 計画相談支援については、モニタリングの実施標準期間の見直しに伴

う効果や影響を検証し、障害児相談支援のあり方も含め更なる見直しに

ついて引き続き検討する。 

 ⑬  医療的ケア児者について 

   ・ 医療的ケア児者に対する支援を直接的に評価するため、医療的ケア児

者の厳密な定義（判定基準）について、調査研究を行った上で、評価の

あり方について引き続き検討する。 
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別紙１ 

障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて 

 

現行 見直し後 

≪訪問系サービス≫ 

第１ 居宅介護  

居宅介護サービス費 

イ 居宅における身体介護が中心である場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合               245 単位 

(２) 所要時間 30 分以上１時間未満の場合          388 単位 

(３) 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       564 単位 

(４) 所要時間１時間 30 分以上２時間未満の場合       644 単位 

(５) 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合       724 単位 

(６) 所要時間２時間 30 分以上３時間未満の場合       804 単位 

(７) 所要時間３時間以上の場合    884 単位に所要時間３時間から

計算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算した単位数    

ロ 通院等介助(身体介護を伴う場合)が中心である場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合               245 単位 

(２) 所要時間 30 分以上１時間未満の場合          388 単位 

(３) 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       564 単位 

(４) 所要時間１時間 30 分以上２時間未満の場合       644 単位 

(５) 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合       724 単位 

(６) 所要時間２時間 30 分以上３時間未満の場合       804 単位 

≪訪問系サービス≫ 

第１ 居宅介護  

居宅介護サービス費 

イ 居宅における身体介護が中心である場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合               248 単位 

(２) 所要時間 30 分以上１時間未満の場合          392 単位 

(３) 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       570 単位 

(４) 所要時間１時間 30 分以上２時間未満の場合       651 単位 

(５) 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合       732 単位 

(６) 所要時間２時間 30 分以上３時間未満の場合       813 単位 

(７) 所要時間３時間以上の場合    894 単位に所要時間３時間から

計算して所要時間 30 分を増すごとに 81単位を加算した単位数   

ロ 通院等介助(身体介護を伴う場合)が中心である場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合               248 単位 

(２) 所要時間 30 分以上１時間未満の場合          392 単位 

(３) 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       570 単位 

(４) 所要時間１時間 30 分以上２時間未満の場合       651 単位 

(５) 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合       732 単位 

(６) 所要時間２時間 30 分以上３時間未満の場合       813 単位 
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(７) 所要時間３時間以上の場合    884 単位に所要時間３時間から

計算して所要時間 30 分を増すごとに 80単位を加算した単位数 

ハ 家事援助が中心である場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合                101 単位 

(２) 所要時間 30 分以上 45 分未満の場合            146 単位 

(３) 所要時間 45 分以上１時間未満の場合            189 単位 

(４) 所要時間１時間以上１時間 15分未満           229 単位 

(５) 所要時間１時間 15 分以上１時間 30 分未満の場合     264 単位 

(６) 所要時間１時間 30 分以上の場合     298 単位に所要時間１時

間30分から計算して所要時間15分を増すごとに34単位を加算し

た単位数 

ニ 通院等介助（身体介護を伴わない場合）が中心である場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合               101 単位 

(２) 所要時間 30 分以上１時間未満の場合          189 単位 

(３) 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       264 単位 

(４) 所要時間１時間 30分以上の場合    331 単位に所要時間１時間

30 分から計算して所要時間 30 分を増すごとに 67 単位を加算した

単位数 

ホ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合 

97 単位 

 

 

 

第２ 重度訪問介護 

(７) 所要時間３時間以上の場合    894 単位に所要時間３時間から

計算して所要時間 30 分を増すごとに 81単位を加算した単位数 

ハ 家事援助が中心である場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合                102 単位 

(２) 所要時間 30 分以上 45 分未満の場合            148 単位 

(３) 所要時間 45 分以上１時間未満の場合            191 単位 

(４) 所要時間１時間以上１時間 15分未満           231 単位 

(５) 所要時間１時間 15 分以上１時間 30 分未満の場合     267 単位 

(６) 所要時間１時間 30 分以上の場合     301 単位に所要時間１時

間30分から計算して所要時間15分を増すごとに34単位を加算し

た単位数 

ニ 通院等介助（身体介護を伴わない場合）が中心である場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合               102 単位 

(２) 所要時間 30 分以上１時間未満の場合          191 単位 

(３) 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       267 単位 

(４) 所要時間１時間 30分以上の場合    335 単位に所要時間１時間

30 分から計算して所要時間 30 分を増すごとに 68 単位を加算した

単位数 

ホ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合 

98 単位 

 

※ 共生型サービスは上記と同様。 

 

第２ 重度訪問介護 
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 重度訪問介護サービス費 

 

(１) 所要時間 1 時間未満の場合               183 単位 

(２) 所要時間 1 時間以上 1 時間 30分未満の場合       273 単位 

(３) 所要時間 1 時間 30 分以上 2時間未満の場合       364 単位 

(４) 所要時間 2 時間以上 2 時間 30分未満          455 単位 

(５) 所要時間 2 時間 30 分以上 3時間未満の場合        546 単位 

(６) 所要時間 3 時間以上 3 時間 30分未満の場合      636 単位 

(７) 所要時間 3 時間 30 分以上 4時間未満の場合       728 単位 

(８) 所要時間 4 時間以上 8 時間未満の場合     813 単位に所要時間

4時間から計算して所要時間30分を増すごとに85単位を加算した

単位数 

(９) 所要時間 8 時間以上 12 時間未満の場合    1,493 単位に所要時

間 8 時間から計算して所要時間 30分を増すごとに 85 単位を加算

した単位数 

(10) 所要時間12時間以上16時間未満の場合    2,168単位に所要時

間12時間から計算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算

した単位数 

(11) 所要時間16時間以上20時間未満の場合    2,814単位に所要時

間16時間から計算して所要時間30分を増すごとに86単位を加算

した単位数 

(12) 所要時間20時間以上24時間未満の場合    3,496単位に所要時

間20時間から計算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算

した単位数 

重度訪問介護サービス費 

イ 病院等に入院又は入所中以外の障害者に対して提供した場合 

(１) 所要時間1時間未満の場合                184単位 

(２) 所要時間 1 時間以上 1 時間 30分未満の場合       274 単位 

(３) 所要時間 1 時間 30 分以上 2時間未満の場合       365 単位 

(４) 所要時間 2 時間以上 2 時間 30分未満          456 単位 

(５) 所要時間 2 時間 30 分以上 3時間未満の場合        548 単位 

(６) 所要時間 3 時間以上 3 時間 30分未満の場合      638 単位 

(７) 所要時間 3 時間 30 分以上 4時間未満の場合       730 単位 

(８) 所要時間 4 時間以上 8 時間未満の場合     815 単位に所要時間

4時間から計算して所要時間30分を増すごとに85単位を加算した

単位数 

(９) 所要時間 8 時間以上 12 時間未満の場合    1,495 単位に所要時

間 8 時間から計算して所要時間 30分を増すごとに 85 単位を加算

した単位数 

(10) 所要時間12時間以上16時間未満の場合    2,170単位に所要時

間12時間から計算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算

した単位数 

(11) 所要時間16時間以上20時間未満の場合    2,816単位に所要時

間16時間から計算して所要時間30分を増すごとに86単位を加算

した単位数 

(12) 所要時間20時間以上24時間未満の場合    3,498単位に所要時

間20時間から計算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算

した単位数 
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ロ 病院等に入院又は入所中の障害者に対して提供した場合 

(１) 所要時間 1 時間未満の場合               184 単位 

(２) 所要時間 1 時間以上 1 時間 30分未満の場合       274 単位 

(３) 所要時間 1 時間 30 分以上 2時間未満の場合       365 単位 

(４) 所要時間 2 時間以上 2 時間 30分未満          456 単位 

(５) 所要時間 2 時間 30 分以上 3時間未満の場合        548 単位 

(６) 所要時間 3 時間以上 3 時間 30分未満の場合      638 単位 

(７) 所要時間 3 時間 30 分以上 4時間未満の場合       730 単位 

(８) 所要時間 4 時間以上 8 時間未満の場合     815 単位に所要時間

4時間から計算して所要時間30分を増すごとに85単位を加算した

単位数 

(９) 所要時間 8 時間以上 12 時間未満の場合    1,495 単位に所要時

間 8 時間から計算して所要時間 30分を増すごとに 85 単位を加算

した単位数 

(10) 所要時間12時間以上16時間未満の場合    2,170単位に所要時

間12時間から計算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算

した単位数 

(11) 所要時間16時間以上20時間未満の場合    2,816単位に所要時

間16時間から計算して所要時間30分を増すごとに86単位を加算

した単位数 

(12) 所要時間20時間以上24時間未満の場合    3,498単位に所要時

間20時間から計算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算

した単位数 

※ 共生型サービスは上記と同様。 
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第３ 同行援護  

同行援護サービス費 

イ 身体介護を伴う場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合               256 単位 

(２) 所要時間 30 分以上１時間未満の場合          405 単位 

(３) 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       589 単位 

(４) 所要時間１時間 30 分以上２時間未満の場合       672 単位 

(５) 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合       755 単位 

(６) 所要時間２時間 30 分以上３時間未満の場合       839 単位 

(７) 所要時間３時間以上の場合    922 単位に所要時間３時間から

計算して所要時間 30 分を増すごとに 83単位を加算した単位数 

 

ロ 身体介護を伴わない場合 

(１) 所要時間 30 分未満の場合               105 単位 

(２) 所要時間 30 分以上１時間未満の場合          199 単位 

(３) 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       278 単位 

(４) 所要時間１時間 30 分以上の場合    348 単位に所要時間１時間

30 分から計算して所要時間 30 分を増すごとに 70 単位を加算した

単位数 

 

第４ 行動援護 

行動援護サービス費 

イ 所要時間30分未満の場合                253単位 

 

第３ 同行援護  

同行援護サービス費 

 

イ 所要時間 30分未満の場合              184 単位 

ロ 所要時間 30分以上１時間未満の場合         291 単位 

ハ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       420 単位 

ニ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合      484 単位 

ホ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合      547 単位 

ヘ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合      610 単位 

ト 所要時間３時間以上の場合    673 単位に所要時間３時間から

計算して所要時間 30 分を増すごとに 63単位を加算した単位数 

 

※ 平成 30 年３月 31日時点において、現に同行援護の支給決定を

受けている者に対して、同行援護を行った場合にあっては、当該

者の支給決定の有効期間に限り、なお従前の所定単位数を算定す

ることができることとする。 

 

 

 

 

第４ 行動援護 

行動援護サービス費 

イ 所要時間 30分未満の場合              254 単位 
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ロ 所要時間30分以上１時間未満の場合          401単位 

ハ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合        584単位 

ニ 所要時間１時間30分以上２時間未満の場合        731単位 

ホ 所要時間２時間以上２時間30分未満の場合        879単位 

ヘ 所要時間２時間30分以上３時間未満の場合     1,027単位 

ト 所要時間３時間以上３時間30分未満の場合      1,175単位 

チ 所要時間３時間30分以上４時間未満の場合      1,323単位 

リ 所要時間４時間以上４時間30分未満の場合       1,472単位 

ヌ 所要時間４時間30分以上５時間未満の場合      1,619単位 

ル 所要時間５時間以上５時間30分未満の場合      1,767単位 

ヲ 所要時間５時間30分以上６時間未満の場合      1,915単位 

ワ 所要時間６時間以上６時間30分未満の場合      2,063単位 

カ 所要時間６時間30分以上７時間未満の場合       2,211単位 

ヨ 所要時間７時間以上７時間30分未満の場合       2,360単位 

タ 所要時間７時間30分以上の場合            2,506単位 

 

第５ 重度障害者等包括支援 

重度障害者等包括支援サービス費 

イ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援の場合（1日につき 12 時間

を超えない範囲）                  802 単位 

ロ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援の場合（1日につき 12 時間

を超える範囲）                    781 単位 

ロ 所要時間 30分以上１時間未満の場合         402 単位 

ハ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合       586 単位 

ニ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合       733 単位 

ホ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合       882 単位 

ヘ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合    1,030 単位 

ト 所要時間３時間以上３時間 30分未満の場合     1,179 単位 

チ 所要時間３時間 30分以上４時間未満の場合     1,327 単位 

リ 所要時間４時間以上４時間 30分未満の場合      1,477 単位 

ヌ 所要時間４時間 30分以上５時間未満の場合     1,624 単位 

ル 所要時間５時間以上５時間 30分未満の場合     1,773 単位 

ヲ 所要時間５時間 30分以上６時間未満の場合     1,921 単位 

ワ 所要時間６時間以上６時間 30分未満の場合     2,070 単位 

カ 所要時間６時間 30分以上７時間未満の場合      2,218 単位 

ヨ 所要時間７時間以上７時間 30分未満の場合      2,368 単位 

タ 所要時間７時間 30分以上の場合           2,514 単位 

 

第５ 重度障害者等包括支援 

重度障害者等包括支援サービス費 

イ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活

援助の場合 

(１) 所要時間 1 時間未満の場合               201 単位 

(２) 所要時間 1 時間以上の場合    301 単位に所要時間 1時間 30分

から計算して所要時間 30 分を増すごとに 100 単位を加算した単
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ハ 短期入所の場合                  892 単位 

ニ 共同生活援助の場合                961 単位 

 

≪日中活動系サービス≫ 

第１ 療養介護 

療養介護サービス費（１日につき） 

イ 療養介護サービス費  

(１) 療養介護サービス費(Ⅰ) 

（一） 利用定員が 40人以下                 906 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  887 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  848 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           815 単位 

(２) 療養介護サービス費(Ⅱ) 

（一） 利用定員が 40人以下                           660 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  630 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  590 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           562 単位 

(３) 療養介護サービス費(Ⅲ) 

（一） 利用定員が 40 人以下                           522 単位 

位数 

(３) 所要時間12時間以上の場合    2,499単位に所要時間12時間3

0 分から計算して所要時間 30 分を増すごとに 98単位を加算した

単位数 

 

ロ 短期入所の場合                  946 単位 

ハ 共同生活援助の場合                 997 単位 

 

≪日中活動系サービス≫ 

第１ 療養介護 

療養介護サービス費（１日につき） 

イ 療養介護サービス費  

(１) 療養介護サービス費(Ⅰ) 

（一） 利用定員が 40人以下                 943 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  917 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  870 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           833 単位 

(２) 療養介護サービス費(Ⅱ) 

（一） 利用定員が 40人以下                           686 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  651 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  605 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           575 単位 

(３) 療養介護サービス費(Ⅲ) 

（一） 利用定員が 40人以下                            543単位 
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（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  497 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  473 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           453 単位 

(４) 療養介護サービス費(Ⅳ) 

（一） 利用定員が 40人以下                           418 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  385 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  362 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           344 単位 

(５) 療養介護サービス費(Ⅴ) 

（一） 利用定員が 40 人以下                           418 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  385 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  362 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           344 単位 

ロ 経過的療養介護サービス費 

(１) 利用定員が 40人以下                  877 単位 

(２)  利用定員が 41人以上 60人以下                  877 単位 

(３)  利用定員が 61人以上 80人以下                  848 単位 

(４) 利用定員が81人以上                            815単位 

 

第２ 生活介護 

生活介護サービス費（１日につき） 

イ 生活介護サービス費 

(１) 利用定員が 20人以下 

（一） 区分６                                       1,278 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  514 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  485 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           463 単位 

(４) 療養介護サービス費(Ⅳ) 

（一） 利用定員が 40人以下                           435 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  399 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  372 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           352 単位 

(５) 療養介護サービス費(Ⅴ) 

（一） 利用定員が 40人以下                           435 単位 

（二） 利用定員が 41人以上 60 人以下                  399 単位 

（三） 利用定員が 61人以上 80 人以下                  372 単位 

（四） 利用定員が 81人以上                           352 単位 

ロ 経過的療養介護サービス費 

(１)  利用定員が 40人以下                  881単位 

(２)  利用定員が 41人以上 60人以下                  881 単位 

(３)  利用定員が 61人以上 80人以下                  852 単位 

(４)  利用定員が 81人以上                            819単位 

 

第２ 生活介護 

生活介護サービス費（１日につき） 

イ 生活介護サービス費 

(１) 利用定員が 20人以下 

（一） 区分６                                      1,283 単位 
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（二） 区分５                                        959 単位 

（三） 区分４                                       680 単位 

（四） 区分３                                       610 単位 

（五） 区分２以下                                   559 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下 

（一） 区分６                      1,139 単位 

（二） 区分５                       851 単位 

（三） 区分４                       599 単位 

（四） 区分３                       539 単位 

（五） 区分２以下                     491 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下 

（一） 区分６                      1,099 単位 

（二） 区分５                       816 単位 

（三） 区分４                       568 単位 

（四） 区分３                       502 単位 

（五） 区分２以下                     459 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下 

（一） 区分６                      1,045 単位 

（二） 区分５                       781 単位 

（三） 区分４                       549 単位 

（四） 区分３                       493 単位 

（五） 区分２以下                     445 単位 

(５) 利用定員が 81人以上 

（一） 区分６                      1,028 単位 

（二） 区分５                                       963 単位 

（三） 区分４                                       683 単位 

（四） 区分３                                       613 単位 

（五） 区分２以下                                   561 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下 

（一） 区分６                      1,144 単位 

（二） 区分５                       854 単位 

（三） 区分４                       601 単位 

（四） 区分３                       541 単位 

（五） 区分２以下                     493 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下 

（一） 区分６                      1,104 単位 

（二） 区分５                       819 単位 

（三） 区分４                       570 単位 

（四） 区分３                       504 単位 

（五） 区分２以下                     461 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下 

（一） 区分６                      1,049 単位 

（二） 区分５                       784 単位 

（三） 区分４                       551 単位 

（四） 区分３                       495 単位 

（五） 区分２以下                     447 単位 

(５) 利用定員が 81人以上 

（一） 区分６                      1,032 単位 
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（二） 区分５                       765 単位 

（三） 区分４                       535 単位 

（四） 区分３                       478 単位 

（五） 区分２以下                     428 単位 

 

 

 

ロ 基準該当生活介護サービス費 

(１) 基準該当生活介護サービス費(Ⅰ)            691 単位 

(２) 基準該当生活介護サービス費(Ⅱ)            851 単位 

 

第３ 短期入所 

短期入所サービス費（１日につき） 

イ 福祉型短期入所サービス費 

(１) 福祉型短期入所サービス費(Ⅰ) 

（一） 区分６                        892 単位 

（二） 区分５                        758 単位 

（三） 区分４                                       626 単位 

（四） 区分３                                       563 単位 

（五） 区分１及び区分２                             492 単位 

(２) 福祉型短期入所サービス費(Ⅱ) 

（一） 区分６                                       582 単位 

（二） 区分５                                       510 単位 

（三） 区分４                                       307 単位 

（二） 区分５                       768 単位 

（三） 区分４                       537 単位 

（四） 区分３                       480 単位 

（五） 区分２以下                     430 単位 

ロ  共生型生活介護サービス費 

(１) 共生型生活介護サービス費(Ⅰ)             694 単位 

(２) 共生型生活介護サービス費(Ⅱ)             854 単位 

ハ 基準該当生活介護サービス費 

(１)  基準該当生活介護サービス費(Ⅰ)            694単位 

(２) 基準該当生活介護サービス費(Ⅱ)            854 単位 

 

第３ 短期入所 

短期入所サービス費（１日につき） 

イ 福祉型短期入所サービス費 

(１) 福祉型短期入所サービス費(Ⅰ) 

（一） 区分６                        896 単位 

（二） 区分５                        761 単位 

（三） 区分４                                       629 単位 

（四） 区分３                                       565 単位 

（五） 区分１及び区分２                             494 単位 

(２) 福祉型短期入所サービス費(Ⅱ) 

（一） 区分６                                       584 単位 

（二） 区分５                                       512 単位 

（三） 区分４                                       308 単位 
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（四） 区分３                                       232 単位 

（五） 区分１及び区分２                              166 単位 

(３) 福祉型短期入所サービス費(Ⅲ) 

（一） 区分３                        758 単位 

（二） 区分２                                       595 単位 

（三） 区分１                                       492 単位 

(４) 福祉型短期入所サービス費(Ⅳ) 

（一） 区分３                                       510 単位 

（二） 区分２                                       269単位 

（三） 区分１                                       166 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（四） 区分３                                       233 単位 

（五） 区分１及び区分２                              167 単位 

(３) 福祉型短期入所サービス費(Ⅲ) 

（一） 区分３                         761 単位 

（二） 区分２                                       597 単位 

（三） 区分１                                       494 単位 

(４) 福祉型短期入所サービス費(Ⅳ) 

（一） 区分３                                       512 単位 

（二） 区分２                                       270 単位 

（三） 区分１                                       167 単位 

(５) 福祉型強化短期入所サービス費(Ⅰ) 

（一） 区分６                       1,096 単位 

（二） 区分５                        962 単位 

（三） 区分４                                        829 単位 

（四） 区分３                                        766 単位 

（五） 区分１及び区分２                             695 単位 

(６) 福祉型強化短期入所サービス費(Ⅱ) 

（一） 区分６                                       785 単位 

（二） 区分５                                      713 単位 

（三） 区分４                                      509 単位 

（四） 区分３                                      434 単位 

（五） 区分１及び区分２                             367 単位 

(７) 福祉型強化短期入所サービス費(Ⅲ) 

（一） 区分３                        962 単位 
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ロ 医療型短期入所サービス費 

(１) 医療型短期入所サービス費(Ⅰ)                 2,609 単位 

(２) 医療型短期入所サービス費(Ⅱ)                  2,407 単位 

(３) 医療型短期入所サービス費(Ⅲ)                  1,404 単位 

ハ 医療型特定短期入所サービス費  

(１) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅰ)             2,489 単位 

(２) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅱ)             2,277 単位 

(３) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅲ)             1,304 単位 

(４) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅳ)             1,738 単位 

(５) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅴ)              1,606 単位 

(６) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅵ)               936 単位 

 

 

 

 

 

ニ 基準該当短期入所サービス費                

(１) 基準該当短期入所サービス費(Ⅰ)            758 単位 

（二） 区分２                                       798 単位 

（三） 区分１                                       695 単位 

(８) 福祉型強化短期入所サービス費(Ⅳ) 

（一） 区分３                                       713 単位 

（二） 区分２                                      471 単位 

（三） 区分１                                       367 単位 

ロ 医療型短期入所サービス費 

(１) 医療型短期入所サービス費(Ⅰ)               2,889 単位 

(２) 医療型短期入所サービス費(Ⅱ)                 2,686 単位 

(３) 医療型短期入所サービス費(Ⅲ)                 1,679 単位 

ハ 医療型特定短期入所サービス費 

(１) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅰ)            2,768 単位 

(２) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅱ)            2,555 単位 

(３) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅲ)            1,578 単位 

(４) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅳ)            2,014 単位 

(５) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅴ)             1,881 単位 

(６) 医療型特定短期入所サービス費(Ⅵ)            1,209 単位 

ニ  共生型短期入所サービス費 

(１) 共生型短期入所（福祉型）サービス費(Ⅰ)         761 単位 

(２) 共生型短期入所（福祉型）サービス費(Ⅱ)         233 単位 

(３) 共生型短期入所（福祉型強化）サービス費(Ⅰ)      958 単位 

(４) 共生型短期入所（福祉型強化）サービス費(Ⅱ)     432 単位 

ホ 基準該当短期入所サービス費                

(１) 基準該当短期入所サービス費(Ⅰ)            761 単位 
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(２) 基準該当短期入所サービス費(Ⅱ)                 232 単位 

 

≪施設系サービス≫ 

施設入所支援 

施設入所支援サービス費（１日につき） 

イ 利用定員が 40 人以下 

(１) 区分６                                         453 単位 

(２) 区分５                                         382 単位 

(３) 区分４                                         308 単位 

(４) 区分３                                         232 単位 

(５) 区分２以下                                     168 単位 

ロ 利用定員が 41 人以上 60 人以下 

(１) 区分６                                         356 単位 

(２) 区分５                                         297 単位 

(３) 区分４                                         235 単位 

(４) 区分３                                         185 単位 

(５) 区分２以下                                     146 単位 

ハ 利用定員が 61 人以上 80 人以下 

(１) 区分６                                         295 単位 

(２) 区分５                                         247 単位 

(３) 区分４                                         198 単位 

(４) 区分３                                         162 単位 

(５) 区分２以下                                     132 単位 

ニ 利用定員が 81 人以上 

(２) 基準該当短期入所サービス費(Ⅱ)                233 単位 

 

≪施設系サービス≫ 

施設入所支援 

施設入所支援サービス費（１日につき） 

イ 利用定員が 40 人以下 

(１) 区分６                                         455 単位 

(２) 区分５                                         384 単位 

(３) 区分４                                         309 単位 

(４) 区分３                                         233 単位 

(５) 区分２以下                                     169 単位 

ロ 利用定員が 41 人以上 60 人以下 

(１) 区分６                                         357 単位 

(２) 区分５                                         298 単位 

(３) 区分４                                         236 単位 

(４) 区分３                                         186 単位 

(５) 区分２以下                                     147 単位 

ハ 利用定員が 61 人以上 80 人以下 

(１) 区分６                                         296 単位 

(２) 区分５                                         248 単位 

(３) 区分４                                         199 単位 

(４) 区分３                                         163 単位 

(５) 区分２以下                                     133 単位 

ニ 利用定員が 81 人以上 
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(１) 区分６                                         269 単位 

(２) 区分５                                         223 単位 

(３) 区分４                                         178 単位 

(４) 区分３                                         146 単位 

(５) 区分２以下                                     125 単位 

 

≪居住系サービス≫ 

共同生活援助 

１ 介護サービス包括型共同生活援助（１日につき） 

イ 共同生活援助サービス費（Ⅰ）           

(１) 区分６                                         668 単位 

(２) 区分５                                         552 単位 

(３) 区分４                                         471 単位 

(４) 区分３                                         385 単位 

(５) 区分２                                         295 単位 

(６) 区分１以下                     259 単位 

ロ 共同生活援助サービス費（Ⅱ）           

(１) 区分６                                         617 単位 

(２) 区分５                                         501 単位 

(３) 区分４                                         420 単位 

(４) 区分３                                         334 単位 

(５) 区分２                                         244 単位 

(６) 区分１以下                     212 単位 

ハ 共同生活援助サービス費（Ⅲ）           

(１) 区分６                                         270 単位 

(２) 区分５                                         224 単位 

(３) 区分４                                         179 単位 

(４) 区分３                                         147 単位 

(５) 区分２以下                                     126 単位 

 

≪居住系サービス≫ 

第２ 共同生活援助 

１ 介護サービス包括型共同生活援助（１日につき） 

イ 共同生活援助サービス費（Ⅰ）           

(１) 区分６                                         661 単位 

(２) 区分５                                         547 単位 

(３) 区分４                                         467 単位 

(４) 区分３                                         381 単位 

(５) 区分２                                         292 単位 

(６) 区分１以下                     242 単位 

ロ 共同生活援助サービス費（Ⅱ）           

(１) 区分６                                         611 単位 

(２) 区分５                                         496 単位 

(３) 区分４                                         417 単位 

(４) 区分３                                         331 単位 

(５) 区分２                                         242 単位 

(６) 区分１以下                     198 単位 

ハ 共同生活援助サービス費（Ⅲ）           
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(１) 区分６                                         584 単位 

(２) 区分５                                         467 単位 

(３) 区分４                                         387 単位 

(４) 区分３                                         301 単位 

(５) 区分２                                         211 単位 

(６) 区分１以下                     182 単位 

ニ 共同生活援助サービス費（Ⅳ）           

(１) 区分６                                         699 単位 

(２) 区分５                                         582 単位 

(３) 区分４                                          502 単位 

(４) 区分３                                         415 単位 

(５) 区分２                                         326 単位 

(６) 区分１以下                     289 単位 

ホ 個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例 

(１) ４：１の場合 

（一） 区分６                                        444 単位 

（二） 区分５                                        398 単位 

（三） 区分４                                         365 単位 

(２) ５：１の場合 

（一） 区分６                                         393 単位 

（二） 区分５                                         347 単位 

（三） 区分４                                         314 単位 

(３) ６：１の場合 

（一） 区分６                                         360 単位 

(１) 区分６                                         578 単位 

(２) 区分５                                         463 単位 

(３) 区分４                                         383 単位 

(４) 区分３                                         298 単位 

(５) 区分２                                         209 単位 

(６) 区分１以下                     170 単位 

ニ 共同生活援助サービス費（Ⅳ）           

(１) 区分６                                         691 単位 

(２) 区分５                                         577 単位 

(３) 区分４                                          497 単位 

(４) 区分３                                         411 単位 

(５) 区分２                                         322 単位 

(６) 区分１以下                     272 単位 

ホ 個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例 

(１) ４：１の場合 

（一） 区分６                                        440 単位 

（二） 区分５                                        394 単位 

（三） 区分４                                         361 単位 

(２) ５：１の場合 

（一） 区分６                                         389 単位 

（二） 区分５                                         343 単位 

（三） 区分４                                         311 単位 

(３) ６：１の場合 

（一） 区分６                                         356 単位 
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（二） 区分５                                         313 単位 

（三） 区分４                                         281 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（二） 区分５                                         310 単位 

（三） 区分４                                         278 単位 

２ 日中サービス支援型共同生活援助（１日につき） 

イ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅰ）  

(１) 区分６                                        1,098 単位 

(２) 区分５                                         982 単位 

(３) 区分４                                         901 単位 

(４) 区分３                                         717 単位 

ロ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅱ）  

(１) 区分６                                        1,014 単位 

(２) 区分５                                         898 単位 

(３) 区分４                                         816 単位 

(４) 区分３                                         633 単位 

ハ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅲ）  

(１) 区分６                                         963 単位 

(２) 区分５                                         846 単位 

(３) 区分４                                         765 単位 

(４) 区分３                                         582 単位 

ニ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅳ）  

(１) 区分６                                        1,128 単位 

(２) 区分５                                        1,012 単位 

(３) 区分４                                         931 単位 

(４) 区分３                                         747 単位 

ホ 日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合 
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(１) ３：１の場合 

（一） 区分６                                        904 単位 

（二） 区分５                                        788 単位 

（三） 区分４                                         707 単位 

（四） 区分３                                         620 単位 

（五） 区分２                                         456 単位 

（六） 区分１以下                                     397 単位 

(２) ４：１の場合 

（一） 区分６                                        820 単位 

（二） 区分５                                        704 単位 

（三） 区分４                                         622 単位 

（四） 区分３                                         536 単位 

（五） 区分２                                         371 単位 

（六） 区分１以下                                     321 単位 

(３) ５：１の場合 

（一） 区分６                                        769 単位 

（二） 区分５                                        652 単位 

（三） 区分４                                         571 単位 

（四） 区分３                                         485 単位 

（五） 区分２                                         321 単位 

（六） 区分１以下                                     277 単位 

(４) 体験利用の場合 

（一） 区分６                                        934 単位 

（二） 区分５                                        818 単位 
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（三） 区分４                                         737 単位 

（四） 区分３                                         650 単位 

（五） 区分２                                         486 単位 

（六） 区分１以下                                     427 単位 

ヘ 個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例 

（日中を当該共同生活住居で過ごす者） 

(１) ３：１の場合 

（一） 区分６                                        693 単位 

（二） 区分５                                        646 単位 

（三） 区分４                                         613 単位 

(２) ４：１の場合 

（一） 区分６                                        608 単位 

（二） 区分５                                        562 単位 

（三） 区分４                                         529 単位 

(３) ５：１の場合 

（一） 区分６                                        557 単位 

（二） 区分５                                        511 単位 

（三） 区分４                                         478 単位 

ト 個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例 

（日中を当該共同生活住居以外で過ごす者） 

(１) ３：１の場合 

（一） 区分６                                        601 単位 

（二） 区分５                                        554 単位 

（三） 区分４                                         521 単位 
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２ 外部サービス利用型共同生活援助（１日につき） 

イ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅰ）  259 単位 

ロ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅱ）  212 単位 

ハ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅲ）  182 単位 

ニ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅳ）  121 単位 

ホ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅴ）  289 単位 

３ 受託居宅介護サービス費 

(１) 所要時間 15 分未満の場合                95 単位 

(２) 所要時間 15 分以上 30 分未満の場合            191 単位 

(３) 所要時間 30 分以上１時間 30 分以上の場合 260 単位に所要時間

30分から計算して所要時間15分を増すごとに86単位を加算した

単位数 

(４) 所要時間１時間 30 分以上の場合 557 単位に所要時間 1 時間 

30 分から計算して所要時間 15 分を増すごとに 36 単位を加算 

した単位数  

 

(２) ４：１の場合 

（一） 区分６                                        516 単位 

（二） 区分５                                        470 単位 

（三） 区分４                                         437 単位 

(３) ５：１の場合 

（一） 区分６                                        465 単位 

（二） 区分５                                        419 単位 

（三） 区分４                                         386 単位 

３ 外部サービス利用型共同生活援助（１日につき） 

イ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅰ）  242 単位 

ロ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅱ）  198 単位 

ハ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅲ）  170 単位 

ニ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅳ）  113 単位 

ホ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅴ）  272 単位 

３ 受託居宅介護サービス費 

(１) 所要時間 15 分未満の場合                95 単位 

(２) 所要時間 15 分以上 30 分未満の場合            191 単位 

(３) 所要時間 30 分以上１時間 30 分以上の場合 260 単位に所要時間

30分から計算して所要時間15分を増すごとに86単位を加算した

単位数 

(４) 所要時間１時間 30 分以上の場合 557 単位に所要時間 1 時間 

30 分から計算して所要時間 15 分を増すごとに 36 単位を加算 

した単位数  
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≪訓練系・就労系サービス≫ 

第１ 自立訓練（機能訓練） 

機能訓練サービス費（１日につき） 

イ 機能訓練サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下                 787 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下            704 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下            669 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下            641 単位 

(５) 利用定員が 81人以上                 604 単位 

ロ 機能訓練サービス費(Ⅱ) 

(１) 所要時間１時間未満の場合                245 単位 

(２) 所要時間１時間以上の場合               564 単位 

(３) 視覚障害者に対する専門的訓練の場合          724 単位 

 

ハ 基準該当機能訓練サービス費            787 単位 

 

第２ 自立訓練（生活訓練） 

生活訓練サービス費（１日につき） 

イ 生活訓練サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下                 751 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下            670 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下            637 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下            612 単位 

(５) 利用定員が 81人以上                 575 単位 

≪訓練系・就労系サービス≫ 

第１ 自立訓練（機能訓練） 

機能訓練サービス費（１日につき） 

イ 機能訓練サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下                 791 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下            707 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下            672 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下            644 単位 

(５) 利用定員が 81人以上                 607 単位 

ロ 機能訓練サービス費(Ⅱ) 

(１) 所要時間１時間未満の場合               248 単位 

(２) 所要時間１時間以上の場合               570 単位 

(３) 視覚障害者に対する専門的訓練の場合          732 単位 

ハ 共生型機能訓練サービス費              696 単位 

二 基準該当機能訓練サービス費            696 単位 

 

第２ 自立訓練（生活訓練） 

生活訓練サービス費（１日につき） 

イ 生活訓練サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下                 744 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下            664 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下            631 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下            606 単位 

(５) 利用定員が 81人以上                 570 単位 
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ロ 生活訓練サービス費(Ⅱ) 

(１) 所要時間１時間未満の場合               245 単位 

(２) 所要時間１時間以上の場合               564 単位 

 

ハ 生活訓練サービス費(Ⅲ) 

(１) 利用期間が２年間以内の場合              271 単位 

(２) 利用期間が２年間を超える場合             163 単位 

ニ 生活訓練サービス費(Ⅳ) 

(１) 利用期間が３年間以内の場合              271 単位 

(２) 利用期間が３年間を超える場合             163 単位 

 

ホ 基準該当生活訓練サービス費             751 単位 

 

第３ 就労移行支援 

就労移行支援サービス費（１日につき） 

イ  就労移行支援サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下                            804 単位 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 生活訓練サービス費(Ⅱ) 

(１) 所要時間１時間未満の場合               248 単位 

(２) 所要時間１時間以上の場合               570 単位 

(３) 視覚障害者に対する専門的訓練の場合          732 単位 

ハ 生活訓練サービス費(Ⅲ) 

(１) 利用期間が２年間以内の場合              268 単位 

(２) 利用期間が２年間を超える場合             162 単位 

ニ 生活訓練サービス費(Ⅳ) 

(１) 利用期間が３年間以内の場合              268 単位 

(２) 利用期間が３年間を超える場合             162 単位 

ホ 共生型生活訓練サービス費              661 単位 

ヘ 基準該当生活訓練サービス費             661 単位 

 

第３ 就労移行支援 

就労移行支援サービス費（１日につき） 

イ 就労移行支援サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下  

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                1,089 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         935 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          807 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          686 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          564 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        524 単位 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   500 単位 
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(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下                   711 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下                   679 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下                   634 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下 

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 999 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         841 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          714 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          627 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          513 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        464 単位 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   442 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下 

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 968 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         817 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          682 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          592 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          504 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        443 単位 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   422 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下  

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 915 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         776 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          636 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          540 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          483 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        414 単位 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   394 単位 
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(５) 利用定員が 81人以上                            595 単位 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 就労移行支援サービス費(Ⅱ) 

(１) 利用定員が 20人以下                            524 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下                   467 単位 

 

 

 

 

 

 

(５) 利用定員が 81人以上 

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 883 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         740 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          597 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          495 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          466 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        387 単位 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   369 単位 

ロ 就労移行支援サービス費(Ⅱ) 

(１) 利用定員が 20人以下  

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 710 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         609 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          526 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          447 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          367 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        341 単位 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   325 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下 

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 655 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         553 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          469 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          412 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          337 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        304 単位 
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(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下                   437 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下                   426 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 利用定員が 81人以上                            412 単位 

 

 

 

 

 

 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   290 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下 

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 622 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         526 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          439 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          381 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          324 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        285 単位 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   271 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下 

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 615 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         521 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          428 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          363 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          324 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        277 単位 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   265 単位 

(５) 利用定員が 81人以上 

（一） 就職後６月以上定着率が５割以上                 611 単位 

（二） 就職後６月以上定着率が４割以上５割未満         512 単位 

（三） 就職後６月以上定着率が３割以上４割未満          414 単位 

（四） 就職後６月以上定着率が２割以上３割未満          342 単位 

（五） 就職後６月以上定着率が１割以上２割未満          322 単位 

（六） 就職後６月以上定着率が０割超１割未満        268 単位 
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第４ 就労継続支援Ａ型 

就労継続支援Ａ型サービス費（１日につき） 

イ 就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下                 584 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下                   519 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下                   487 単位 

 

 

（七） 就職後６月以上定着率が０                   256 単位 

 

第４ 就労継続支援Ａ型 

就労継続支援Ａ型サービス費（１日につき） 

イ 就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上              615 単位 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        603 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        594 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        586 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        498 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        410 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             322 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上               546 単位 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        536 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        528 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        521 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        443 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        364 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             286 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上              513 単位 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        503 単位 
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(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下                   478 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 利用定員が 81人以上                            462 単位 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅱ) 

(１) 利用定員が 20人以下                            532 単位 

 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        496 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        489 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        415 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        341 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             268 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上              503 単位 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        494 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        487 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        480 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        408 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        335 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             263 単位 

(５) 利用定員が 81人以上 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上              487 単位 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        477 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        470 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        464 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        393 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        324 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             255 単位 

ロ 就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅱ) 

(１) 利用定員が 20人以下 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上              560 単位 
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(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下                   474 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下                   440 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下                   431 単位 

 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        549 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        541 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        534 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        454 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        373 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             293 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上              499 単位 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        490 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        483 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        476 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        403 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        332 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             261 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上               464 単位 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        455 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        448 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        442 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        375 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        309 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             243 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上              454 単位 
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(５) 利用定員が 81人以上                            416 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 就労継続支援Ｂ型 

就労継続支援Ｂ型サービス費（１日につき） 

イ 就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下                            584 単位 

 

 

 

 

 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        445 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        439 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        433 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        367 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        302 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             238 単位 

(５) 利用定員が 81人以上 

（一） １日の平均労働時間が７時間以上              438 単位 

（二） １日の平均労働時間が６時間以上７時間未満        430 単位 

（三） １日の平均労働時間が５時間以上６時間未満        424 単位 

（四） １日の平均労働時間が４時間以上５時間未満        418 単位 

（五） １日の平均労働時間が３時間以上４時間未満        354 単位 

（六） １日の平均労働時間が２時間以上３時間未満        292 単位 

（七） １日の平均労働時間が２時間未満             229 単位 

 

第５ 就労継続支援Ｂ型 

就労継続支援Ｂ型サービス費（１日につき） 

イ 就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅰ) 

(１) 利用定員が 20人以下 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            645 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満      621 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         609 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         597 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           586 単位 
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(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下                   519 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下                   487 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下                   478 単位 

 

 

 

 

 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           571 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                562 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            572 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満       552 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         541 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         531 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           521 単位 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           508 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                500 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            537 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満      518 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         508 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         498 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           489 単位 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           476 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                469 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            527 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満      508 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         499 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         489 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           480 単位 
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(５) 利用定員が 81人以上                            462 単位 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅱ) 

(１) 利用定員が 20人以下                        532 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下                   474 単位 

 

 

 

 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           468 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                460 単位 

(５) 利用定員が 81人以上 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            510 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満      491 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         482 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         473 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           464 単位 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           452 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                445 単位 

ロ 就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅱ) 

(１) 利用定員が 20人以下 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            587 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満      565 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         555 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         544 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           534 単位 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           520 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                512 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 40 人以下 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            523 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満      504 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         494 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         485 単位 
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(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下                   440 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下                   431 単位 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 利用定員が 81人以上                            416 単位 

 

 

 

 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           476 単位 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           464 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                457 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 60 人以下 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            486 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満      468 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         459 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         450 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           442 単位 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           431 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                424 単位 

(４) 利用定員が 61人以上 80 人以下 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            476 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満       458 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         450 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         441 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           433 単位 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           422 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                415 単位 

(５) 利用定員が 81人以上 

（一） 平均工賃月額が４万５千円以上            459 単位 

（二） 平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満      442 単位 

（三） 平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満         434 単位 

（四） 平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満         426 単位 
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≪相談系サービス≫ 

第１ 計画相談支援費 

イ サービス利用支援費                 1,611 単位 

 

 

ロ 継続サービス利用支援費              1,310 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1）居宅介護支援費重複減算（Ⅰ）           705 単位 

（五） 平均工賃月額が１万円以上２万円未満           418 単位 

（六） 平均工賃月額が５千円以上１万円未満           407 単位 

（七） 平均工賃月額が５千円未満                401 単位 

 

≪相談系サービス≫ 

第１ 計画相談支援費 

イ サービス利用支援費 

(１)  サービス利用支援費（Ⅰ）              1,458 単位 

(２)  サービス利用支援費（Ⅱ）                729 単位 

ロ 継続サービス利用支援費             

(１)  継続サービス利用支援費（Ⅰ）            1,207 単位 

(２)  継続サービス利用支援費（Ⅱ）            603 単位 

注１）(１) 、(２)については、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定

単位数を算定する。 

イ (１)を算定する場合 取扱件数（相談支援専門員１人当たりの

前６月間における計画相談支援対象障害者等の数（指定障害

児相談支援事業者の指定を併せて受け、一体的に運営されて

いる場合は、指定障害児相談支援の事業における障害児相談

支援対象保護者を含む。）の平均値をいう。以下同じ。）が

40 未満である場合又は 40 以上である場合において、40 未満

の部分について算定する。 

ロ (２)を算定する場合 取扱件数が 40 以上である場合におい

て、40 以上の部分について算定する。 

注 2）居宅介護支援費重複減算（Ⅰ） 
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注 2）居宅介護支援費重複減算（Ⅱ）          1,007 単位 

 

 

 

 

 

 

注 3）介護予防支援費重複減算              112 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる区分に応じ、それぞれ 1 月につき所定単位数から減

算する。 

(１)  サービス利用支援費（Ⅰ）             552 単位 

(２) 継続サービス利用支援費（Ⅰ）           602 単位 

注 3）居宅介護支援費重複減算（Ⅱ） 

次に掲げる区分に応じ、それぞれ 1 月につき所定単位数から減

算する。 

(１)  サービス利用支援費（Ⅰ）             854 単位 

(２)  サービス利用支援費（Ⅱ）             125 単位 

(３) 継続サービス利用支援費（Ⅰ）           904 単位 

(４)  継続サービス利用支援費（Ⅱ）           300 単位 

注 4）介護予防支援費重複減算 

   継続サービス利用支援費（Ⅰ）を算定した場合に、1 月につき

９単位を減算する。 

 （経過的サービス利用支援費・継続サービス利用支援費） 

※ 療養介護、重度障害者等包括支援、施設入所支援、就労定

着支援、自立生活援助及び日中サービス支援型共同生活援助

を除くサービスを利用する者に対しては、平成 30 年 4 月 1 日か

ら平成 31 年 3 月 31 日までの間は、以下のとおりとする。 

  イ サービス利用支援費 

(１)    サービス利用支援費（Ⅰ）         1,611 単位 

(２)    サービス利用支援費（Ⅱ）          806 単位  

ロ 継続サービス利用支援費             

(１)    継続サービス利用支援費（Ⅰ）       1,310 単位 
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(２)    継続サービス利用支援費（Ⅱ）        655 単位  

注１）(１) 、(２) については、次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ所定単位数を算定する。 

イ (１)を算定する場合 取扱件数が 40 未満である場合

又は 40 以上である場合において、40 未満の部分につ

いて算定する。 

ロ (２)を算定する場合 取扱件数が 40 以上である場合

において、40 以上の部分について算定する。 

注 2）居宅介護支援費重複減算（Ⅰ） 

次に掲げる区分に応じ、それぞれ 1 月につき所定単位数

から減算する。 

(１)  サービス利用支援費（Ⅰ）          705 単位 

(２) 継続サービス利用支援費（Ⅰ）        705 単位 

(３) 継続サービス利用支援費（Ⅱ）         50 単位 

注 3）居宅介護支援費重複減算（Ⅱ） 

次に掲げる区分に応じ、それぞれ 1 月につき所定単位数

から減算する。 

(１)  サービス利用支援費（Ⅰ）         1,007 単位 

(２)  サービス利用支援費（Ⅱ）          202 単位 

(３) 継続サービス利用支援費（Ⅰ）       1,007 単位 

(４)  継続サービス利用支援費（Ⅱ）        352 単位 

注 4）介護予防支援費重複減算 

 サービス利用支援費（Ⅰ）又は継続サービス利用支援費

（Ⅰ）を算定した場合に、1月につき 112 単位を減算する。 
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第２ 障害児相談支援費 

イ 障害児支援利用援助費           

1,611 単位 

 

ロ 継続障害児支援利用援助費        

     1,310 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 地域移行支援 

地域移行支援サービス費                2,323 単位 

 

 

第４ 地域定着支援 

地域定着支援サービス費 

イ 体制確保費                      302 単位 

ロ 緊急時支援費                     705 単位 

 

 

第２ 障害児相談支援費 

イ 障害児支援利用援助費  

(１)  障害児支援利用援助費（Ⅰ）            1,620 単位 

(２)  障害児支援利用援助費（Ⅱ）               811 単位 

ロ 継続障害児支援利用援助費 

(１)  継続障害児支援利用援助費（Ⅰ）          1,318 単位 

(２)  継続障害児支援利用援助費（Ⅱ）            659 単位 

注１）(１) 、(２) については、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定

単位数を算定する。 

イ (１)を算定する場合 取扱件数が 40 未満である場合又は 40

以上である場合において、40 未満の部分について算定する。 

ロ (１)を算定する場合 取扱件数が 40 以上である場合におい

て、40 以上の部分について算定する。 

 

第３ 地域移行支援 

地域移行支援サービス費(Ⅰ)              3,044 単位 

地域移行支援サービス費(Ⅱ)              2,336 単位 

 

第４ 地域定着支援 

地域定着支援サービス費 

イ 体制確保費                      304 単位 

ロ 緊急時支援費                    

(１) 緊急時支援費(Ⅰ)                    709 単位 
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≪障害児通所支援≫ 

第１ 児童発達支援 

児童発達支援給付費（１日につき） 

イ 児童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支

援を行う場合（ロ又はハに該当する場合を除く。） 

(１) 利用定員が 30人以下の場合                    976 単位 

(２) 利用定員が 31人以上 40 人以下の場合             917 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 50 人以下の場合               858 単位 

(４) 利用定員が 51人以上 60 人以下の場合              800 単位 

(５) 利用定員が 61人以上 70 人以下の場合               779 単位 

(６) 利用定員が 71人以上 80 人以下の場合               759 単位 

(７) 利用定員が 81人以上の場合                 737 単位 

ロ 児童発達支援センターにおいて難聴児に対し指定児童発達支

援を行う場合 

(１) 利用定員が 20人以下の場合                1,220 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 30 人以下の場合            1,073 単位 

(３) 利用定員が 31人以上 40 人以下の場合          987 単位 

(４) 利用定員が 41人以上の場合                  900 単位 

ハ 児童発達支援センターにおいて重症心身障害児（法第７条第  

 ２項に規定する重症心身障害児をいう。以下同じ。）に対し指定 

 児童発達支援を行う場合 

(１) 利用定員が 15人以下の場合                 1,152 単位 

(２) 緊急時支援費(Ⅱ)                     94 単位 

 

≪障害児通所支援≫ 

第１ 児童発達支援 

児童発達支援給付費（１日につき） 

イ 児童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支

援を行う場合（ロ又はハに該当する場合を除く。） 

(１) 利用定員が 30人以下の場合                  1,081 単位 

(２) 利用定員が 31人以上 40 人以下の場合           1,000 単位 

(３) 利用定員が 41人以上 50 人以下の場合               925 単位 

(４) 利用定員が 51人以上 60 人以下の場合              855 単位 

(５) 利用定員が 61人以上 70 人以下の場合               826 単位 

(６) 利用定員が 71人以上 80 人以下の場合               800 単位 

(７) 利用定員が 81人以上の場合                 774 単位 

ロ 児童発達支援センターにおいて難聴児に対し指定児童発達支

援を行う場合 

(１) 利用定員が 20人以下の場合                1,377 単位 

(２) 利用定員が 21人以上 30 人以下の場合            1,185 単位 

(３) 利用定員が 31人以上 40 人以下の場合         1,070 単位 

(４) 利用定員が 41人以上の場合                  970 単位 

ハ 児童発達支援センターにおいて重症心身障害児（法第７条第  

 ２項に規定する重症心身障害児をいう。以下同じ。）に対し指定 

 児童発達支援を行う場合 

(１) 利用定員が 15人以下の場合                 1,325 単位 
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(２) 利用定員が 16人以上 20 人以下の場合             874 単位 

(３) 利用定員が 21人以上の場合                    798 単位 

ニ 法第６条の２の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施

設（児童発達支援センターであるものを除く。以下同じ。）にお

いて障害児に対し指定児童発達支援又は基準該当児童発達支援

を行う場合（ホに該当する場合を除く。） 

 

 

(１) 利用定員が 10人以下の場合                 620 単位 

(２) 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合           453 単位 

(３) 利用定員が 21人以上の場合                    364 単位 

 

 

 

 

ホ 法第６条の２の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施

設において重症心身障害児に対し指定児童発達支援を行う場合 

(１) 利用定員が５人の場合                    1,608 単位 

(２)  利用定員が６人の場合                        1,347 単位 

(３) 利用定員が７人の場合               1,160単位 

(４) 利用定員が８人の場合               1,020単位 

(５) 利用定員が９人の場合                 911単位 

(６) 利用定員が 10人の場合                   824 単位 

(７) 利用定員が 11人以上の場合                      699 単位 

(２) 利用定員が 16人以上 20 人以下の場合            1,035 単位 

(３) 利用定員が 21人以上の場合                    919 単位 

ニ 法第６条の２の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施

設（児童発達支援センターであるものを除く。以下同じ。）にお

いて障害児に対し指定児童発達支援を行う場合（ホに該当する場

合を除く。） 

(１) 主に小学校就学前の利用者（以下「未就学児」という。）を支

援する場合 

（一） 利用定員が 10人以下の場合             827 単位 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合         557 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合             433 単位 

(２) (１)以外の場合 

（一） 利用定員が 10人以下の場合             703 単位 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合         465 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合             360 単位 

ホ 法第６条の２の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施

設において重症心身障害児に対し指定児童発達支援を行う場合 

(１) 利用定員が５人の場合                   2,088 単位 

(２) 利用定員が６人の場合                       1,748 単位 

(３) 利用定員が７人の場合              1,503 単位 

(４) 利用定員が８人の場合              1,320 単位 

(５) 利用定員が９人の場合              1,178 単位 

(６)  利用定員が 10 人の場合                 1,064 単位 

(７)  利用定員が 11 人以上の場合                     833 単位 
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第２ 医療型児童発達支援 

医療型児童発達支援給付費（１日につき） 

イ 肢体不自由（法第６条の２の２第３項に規定する肢体不自由を 

   いう。）のある児童（以下「肢体不自由児」という。）に対し 

指定医療型児童発達支援を行う場合           333 単位 

 

ロ 重症心身障害児に対し指定医療型児童発達支援を行う場合 

                                                    445 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ 共生型児童発達支援給付費             560 単位 

ト 基準該当児童発達支援給付費 

(１)  基準該当児童発達支援給付費(Ⅰ)           664単位 

(２)  基準該当児童発達支援給付費(Ⅱ)              560単位 

 

第２ 医療型児童発達支援 

医療型児童発達支援給付費（１日につき）  

イ 指定医療型児童発達支援事業所において肢体不自由（法第６条

の２の２第３項に規定する肢体不自由をいう。）のある児童（以

下「肢体不自由児」という。）に対し指定医療型児童発達支援を

行う場合                        386 単位 

ロ 指定医療型児童発達支援事業所において重症心身障害児に対

し指定医療型児童発達支援を行う場合           498 単位 

                                                    

ハ 指定発達支援医療機関において肢体不自由（法第６条の２の２

第３項に規定する肢体不自由をいう。）のある児童（以下「肢体

不自由児」という。）に対し指定医療型児童発達支援を行う場合 

335単位 

ニ 指定発達支援医療機関において重症心身障害児に対し指定医

療型児童発達支援を行う場合 

  447 単位 
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第３ 放課後等デイサービス 

放課後等デイサービス給付費（１日につき） 

 イ 障害児に対し指定放課後等デイサービス又は基準該当放課  

   後等デイサービスを行う場合（ロに該当する場合を除く。） 

(１) 授業の終了後に行う場合 

（一） 利用定員が 10人以下の場合                      473 単位 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合             355 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合                      276 単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 休業日に行う場合 

 

（一） 利用定員が 10人以下の場合                      611 単位 

第３ 放課後等デイサービス 

放課後等デイサービス給付費（１日につき） 

イ 障害児に対し授業の終了後に指定放課後等デイサービスを行

う場合（ハに該当する場合を除く。） 

(１) 区分１の１ 

（一） 利用定員が 10人以下の場合                      656 単位 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合              440 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合                      331 単位 

(２) 区分１の２（サービス提供時間が３時間未満） 

（一） 利用定員が 10人以下の場合                      645 単位 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合             431 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合                      324 単位 

(３) 区分２の１ 

（一） 利用定員が 10人以下の場合                      609 単位 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合             405 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合                      304 単位 

(４) 区分２の２（サービス提供時間が３時間未満） 

（一） 利用定員が 10人以下の場合                      596 単位 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合             396 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合                      297 単位 

 

ロ 障害児に対し休業日に指定放課後等デイサービスを行う場合 

(１) 区分１ 

（一） 利用定員が 10人以下の場合                      787 単位 
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（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合              447 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合                      359 単位 

 

 

 

 

ロ 重症心身障害児に対し指定放課後等デイサービスを行う場合 

(１) 授業の終了後に行う場合 

（一） 利用定員が５人の場合                  1,329 単位 

（二） 利用定員が６人の場合                  1,112 単位 

（三） 利用定員が７人の場合                    958 単位 

（四） 利用定員が８人の場合                    842 単位 

（五） 利用定員が９人の場合                    751 単位 

（六） 利用定員が 10人の場合                   679 単位 

（七） 利用定員が 11人以上の場合                 577 単位 

(２) 休業日に行う場合 

（一） 利用定員が５人の場合                  1,608 単位 

（二） 利用定員が６人の場合                  1,347 単位 

（三） 利用定員が７人の場合                  1,160 単位 

（四） 利用定員が８人の場合                  1,020 単位 

（五） 利用定員が９人の場合                    911 単位 

（六） 利用定員が 10人の場合                   824 単位 

（七） 利用定員が 11人以上の場合                       699 単位 

 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合             529 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合                      410 単位 

(２) 区分２ 

（一） 利用定員が 10人以下の場合                      726 単位 

（二） 利用定員が 11人以上 20 人以下の場合             483 単位 

（三） 利用定員が 21人以上の場合                      374 単位 

ハ 重症心身障害児に対し指定放課後等デイサービスを行う場合 

(１) 授業の終了後に行う場合 

（一） 利用定員が５人の場合                  1,744 単位 

（二） 利用定員が６人の場合                  1,458 単位 

（三） 利用定員が７人の場合                  1,255 単位 

（四） 利用定員が８人の場合                  1,101 単位 

（五） 利用定員が９人の場合                    982 単位 

（六） 利用定員が 10人の場合                   887 単位 

（七） 利用定員が 11人以上の場合                 681 単位 

(２) 休業日に行う場合 

（一） 利用定員が５人の場合                  2,024 単位 

（二） 利用定員が６人の場合                  1,694 単位 

（三） 利用定員が７人の場合                  1,457 単位 

（四） 利用定員が８人の場合                  1,280 単位 

（五） 利用定員が９人の場合                  1,142 単位 

（六） 利用定員が 10人の場合                 1,032 単位 

（七） 利用定員が 11人以上の場合                       804 単位 

ニ 共生型放課後等デイサービス給付費 
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(１) 授業の終了後に行う場合               427 単位 

(２) 休業日に行う場合                  551 単位 

ホ 基準該当放課後等デイサービス給付費 

(１) 基準該当放課後等デイサービス給付費(Ⅰ) 

（一） 授業の終了後に行う場合              530 単位 

（二） 休業日に行う場合                 654 単位 

(２) 基準該当放課後等デイサービス給付費(Ⅱ) 

（一） 授業の終了後に行う場合              427 単位 

（二） 休業日に行う場合                 551 単位 

注）イ(1)、(2)又はロ(1)を算定する事業所 

食事、排せつ、入浴及び移動のうち３以上の日常生活動作につ

いて全介助を必要とする障害児又は別表に掲げる項目の欄の区

分に応じ、その項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の０点の欄

から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が 13 点以上

である障害児の数が障害児全体の数の 50％以上であること。 

 

項目 0 点 1 点 2 点 

コミュニケーション １．日常生活に支障
がない 

２．特定の者であれ
ばコミュニケーシ
ョンできる 
３．会話以外の方法
でコミュニケーシ
ョンできる 

４．独自の方法でコ
ミュニケーション
できる 
５．コミュニケーシ
ョンできない 

説明の理解 １．理解できる ２．理解できない ３．理解できている
か判断できない 

大声・奇声を出す １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 
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異食行動 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

多動・行動停止 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

不安定な行動 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

自らを傷つける行為 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

他人を傷つける行為 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

不適切な行為 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

突発的な行動 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

過食・反すう等 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

てんかん １．年 1回以上 ２．月に 1回以上 ３．週 1回以上 

そううつ状態 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

反復的行動 １．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

対人面の不安緊張、
集団生活への不適応 

１．支援が不要 
２．希に支援が必要 
３．月に１回以上の
支援が必要 

４．週に１回以上の
支援が必要 

５．ほぼ毎日（週５
日以上の）支援が必
要 

読み書き １．支援が不要 ２．部分的な支援が
必要 

３．全面的な支援が
必要 
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第４ 保育所等訪問支援 

保育所等訪問支援給付費（１日につき）                 916 単位 

 

≪障害児入所支援≫ 

第１ 福祉型障害児入所施設 

福祉型障害児入所施設給付費（１日につき） 

イ 主として知的障害のある児童（自閉症を主たる症状とする児童

を除く。以下「知的障害児」という。）に対し指定入所支援を行

う場合 

(１) 入所定員が５人以上９人以下の場合で当該指定入所支援を行う 

施設が単独施設であるとき                   740 単位 

(２) 入所定員が 10 人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     628 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき       

                                           1,451 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                          740 単位 

(３) 入所定員が 11人以上 20 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                       543 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき      

                                             954 単位 

 

第４ 保育所等訪問支援 

保育所等訪問支援給付費（１日につき）                 988 単位 

 

≪障害児入所支援≫ 

第１ 福祉型障害児入所施設 

福祉型障害児入所施設給付費（１日につき） 

イ 主として知的障害のある児童（自閉症を主たる症状とする児童

を除く。以下「知的障害児」という。）に対し指定入所支援を行

う場合 

(１) 入所定員が５人以上９人以下の場合で当該指定入所支援を行う

施設が単独施設であるとき                    891 単位 

(２) 入所定員が 10人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                       779 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき       

                                            1,606 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                          891 単位 

(３)  入所定員が 11 人以上 20 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                       619 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき      

                                           1,032 単位 
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（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき      

                                          740 単位 

(４) 入所定員が 21人以上 30 人以下の場合             727 単位 

(５) 入所定員が 31人以上 40 人以下の場合           611 単位 

(６) 入所定員が 41人以上 50 人以下の場合          550 単位 

(７) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合          532 単位 

(８) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合          514 単位 

(９) 入所定員が 71人以上 80 人以下の場合          496 単位 

(10) 入所定員が 81人以上 90 人以下の場合           480 単位 

(11) 入所定員が 91人以上 100 人以下の場合           461 単位 

(12) 入所定員が 101 人以上 110 人以下の場合          459 単位 

(13) 入所定員が 111 人以上 120 人以下の場合          458 単位 

(14) 入所定員が 121 人以上 130 人以下の場合          456 単位 

(15) 入所定員が 131 人以上 140 人以下の場合           454 単位 

(16) 入所定員が 141 人以上 150 人以下の場合          452 単位 

(17) 入所定員が 151 人以上 160 人以下の場合           448 単位 

(18) 入所定員が 161 人以上 170 人以下の場合         445 単位 

(19) 入所定員が 171 人以上 180 人以下の場合          441 単位 

(20) 入所定員が 181 人以上 190 人以下の場合          438 単位 

(21) 入所定員が 191 人以上の場合                   435 単位 

 

ロ 主として知的障害のある児童（自閉症を主たる症状とする 児

童に限る。以下「自閉症児」という。）に対し指定入所支 援を

行う場合    

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき      

                                          817 単位 

(４)  入所定員が 21人以上 30人以下の場合             779 単位 

(５)  入所定員が 31人以上 40人以下の場合           651 単位 

(６)  入所定員が 41人以上 50人以下の場合          581 単位 

(７)  入所定員が 51人以上 60人以下の場合          558 単位 

(８)  入所定員が 61人以上 70人以下の場合          537 単位 

(９)  入所定員が 71人以上 80人以下の場合          516 単位 

(10)  入所定員が 81人以上 90人以下の場合           498 単位 

(11)  入所定員が 91人以上 100人以下の場合           477 単位 

(12)  入所定員が 101 人以上 110人以下の場合          474 単位 

(13)  入所定員が 111 人以上 120人以下の場合          472 単位 

(14)  入所定員が 121 人以上 130人以下の場合          469 単位 

(15) 入所定員が 131 人以上 140人以下の場合           466 単位 

(16) 入所定員が 141 人以上 150人以下の場合          463 単位 

(17) 入所定員が 151 人以上 160人以下の場合           459 単位 

(18) 入所定員が 161 人以上 170人以下の場合         455 単位 

(19) 入所定員が 171 人以上 180人以下の場合          451 単位 

(20) 入所定員が 181 人以上 190人以下の場合          447 単位 

(21) 入所定員が 191人以上の場合                   444単位 

 

ロ 主として知的障害のある児童（自閉症を主たる症状とする 児

童に限る。以下「自閉症児」という。）に対し指定入所支 援を

行う場合    
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(１) 入所定員が 30人以下の場合               735 単位 

(２) 入所定員が 31人以上 40 人以下の場合          678 単位 

(３) 入所定員が 41人以上 50 人以下の場合          650 単位 

(４) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合          625 単位 

(５) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合          598 単位 

(６) 入所定員が 71人以上の場合                  571 単位 

ハ 主として盲児（強度の弱視児を含む。以下同じ。）に対し指定

入所支援を行う場合 

(１) 入所定員が５人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     895 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき        

                                                 679 単位 

(２) 入所定員が６人以上９人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     610 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき         

                                                   679 単位 

(３) 入所定員が 10人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                         610 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                             1,443単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

(１) 入所定員が 30人以下の場合               787 単位 

(２) 入所定員が 31人以上 40 人以下の場合          718 単位 

(３) 入所定員が 41人以上 50 人以下の場合          682 単位 

(４) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合          652 単位 

(５) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合          622 単位 

(６) 入所定員が 71人以上の場合                  592 単位 

ハ 主として盲児（強度の弱視児を含む。以下同じ。）に対し指定

入所支援を行う場合 

(１) 入所定員が５人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     1,047 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき        

                                                 830 単位 

(２) 入所定員が６人以上９人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                      761 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき         

                                                  830 単位 

(３) 入所定員が 10人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                         761 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                             1,597単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     
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                                              679単位 

(４) 入所定員が 11人以上 15 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                       506 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                         1,063 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                          679 単位 

(５) 入所定員が 16人以上 20 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                      464 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                             881 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                             679 単位 

(６) 入所定員が 21人以上 25 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                        433 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                               805 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                             679 単位 

(７) 入所定員が 26人以上 30 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

                                            830 単位 

(４) 入所定員が 11人以上 15 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                       582 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                          1,142 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                          756 単位 

(５) 入所定員が 16人以上 20 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                      540 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                             959 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                             756 単位 

(６) 入所定員が 21人以上 25 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                        484 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                               858 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                             731 単位 

(７) 入所定員が 26人以上 30 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で
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あるとき                                        404 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                                679 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき    

                                                 679 単位 

(８) 入所定員が 31人以上 35 人以下の場合（当該指定入所支援を  

 行う施設が主たる施設又は当該指定入所支援を行う施設が単独 

  施設であるとき。(9)から(15)までにおいて同じ。） 

                                                    604 単位 

(９) 入所定員が 36人以上 40 人以下の場合               559 単位 

(10) 入所定員が 41人以上 50 人以下の場合               495 単位 

(11) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合               481 単位 

(12) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合               466 単位 

(13) 入所定員が 71人以上 80 人以下の場合               450 単位 

(14) 入所定員が 81人以上 90 人以下の場合               435 単位 

(15) 入所定員が 91人以上の場合                        419 単位 

ニ 主としてろうあ児（強度の難聴児を含む。以下同じ。）に対し

指定入所支援を行う場合 

(１) 入所定員が５人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     895 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき        

                                              675 単位 

(２) 入所定員が６人以上９人以下の場合 

あるとき                                        455 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                                731 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき    

                                                 731 単位 

(８) 入所定員が 31人以上 35 人以下の場合（当該指定入所支援を  

 行う施設が主たる施設又は当該指定入所支援を行う施設が単独 

  施設であるとき。(9)から(15)までにおいて同じ。） 

                                                    644 単位 

(９) 入所定員が 36人以上 40 人以下の場合               599 単位 

(10) 入所定員が 41人以上 50 人以下の場合               526 単位 

(11) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合               507 単位 

(12) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合               489 単位 

(13) 入所定員が 71人以上 80 人以下の場合               470 単位 

(14) 入所定員が 81人以上 90 人以下の場合               453 単位 

(15) 入所定員が 91人以上の場合                        435 単位 

ニ 主としてろうあ児（強度の難聴児を含む。以下同じ。）に対し

指定入所支援を行う場合 

(１) 入所定員が５人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                    1,047 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき        

                                              826 単位 

(２) 入所定員が６人以上９人以下の場合 
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（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                       629 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき      

                                                675 単位 

(３) 入所定員が 10人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     629 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                  1,433 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                             675 単位 

(４) 入所定員が 11人以上 15 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     507 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                         1,055 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき    

                                            675 単位 

(５) 入所定員が 16人以上 20 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                      467 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                              879 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき    

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                       780 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき      

                                                826 単位 

(３) 入所定員が 10人の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     780 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                  1,587 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                             826 単位 

(４) 入所定員が 11人以上 15 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                     583 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                         1,134 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき    

                                            752 単位 

(５) 入所定員が 16人以上 20 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                      543 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                              957 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき    
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                                              675 単位 

(６) 入所定員が 21人以上 25 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                      430 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                                759 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき    

                                               675 単位 

(７) 入所定員が 26人以上 30 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                    407 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                               675 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                                 675 単位 

(８) 入所定員が 31人以上 35 人以下の場合（当該指定入所支援を行

う施設が主たる施設又は当該指定入所支援を行う施設が単独施設

であるとき。(9)から(15)までにおいて同じ。） 

                                                  601 単位 

(９) 入所定員が 36人以上 40 人以下の場合               556 単位 

(10) 入所定員が 41人以上 50 人以下の場合               492 単位 

(11) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合               478 単位 

(12) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合               464 単位 

(13) 入所定員が 71人以上 80 人以下の場合               448 単位 

                                              752 単位 

(６) 入所定員が 21人以上 25 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                      481 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき    

                                                811 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき    

                                               727 単位 

(７) 入所定員が 26人以上 30 人以下の場合 

（一） 当該指定入所支援を行う施設に併設する施設が主たる施設で

あるとき                                    458 単位 

（二） 当該指定入所支援を行う施設が主たる施設であるとき   

                                               727 単位 

（三） 当該指定入所支援を行う施設が単独施設であるとき     

                                                 727 単位 

(８) 入所定員が 31人以上 35 人以下の場合（当該指定入所支援を行

う施設が主たる施設又は当該指定入所支援を行う施設が単独施設

であるとき。(９)から(15)までにおいて同じ。） 

                                                  641 単位 

(９) 入所定員が 36人以上 40 人以下の場合               596 単位 

(10) 入所定員が 41人以上 50 人以下の場合               523 単位 

(11) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合               504 単位 

(12) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合               487 単位 

(13) 入所定員が 71人以上 80 人以下の場合               468 単位 
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(14) 入所定員が 81人以上 90 人以下の場合               433 単位 

(15) 入所定員が 91人以上の場合                        418 単位 

ホ 主として肢体不自由（法第６条の２第３項に規定する肢体不自

由をいう。）のある児童（以下「肢体不自由児」という。）に対

し指定入所支援を行う場合 

(１) 入所定員が 50人以下の場合                      715 単位 

(２) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合            706 単位 

(３) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合             694 単位 

(４) 入所定員が 71人以上の場合                     681 単位 

 

第２ 医療型障害児入所施設 

医療型障害児入所施設給付費（１日につき） 

イ 指定医療型障害児入所施設の場合 

(１) 主として自閉症児に対し指定入所支援を行う場合      

                                            323 単位 

(２) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行う場合       

                                                   148 単位 

(３) 主として重症心身障害児に対し指定入所支援を行う場合   

                                           880 単位 

ロ 指定医療型障害児入所施設で有期有目的の支援を行う場合 

(１) 主として自閉症児に対し指定入所支援を行う場合 

 

（一） 90 日目まで                    355 単位 

（二） 91 日目以降 180 日目まで              323 単位 

(14) 入所定員が 81人以上 90 人以下の場合               451 単位 

(15) 入所定員が 91人以上の場合                        434 単位 

ホ 主として肢体不自由（法第６条の２第３項に規定する肢体不自

由をいう。）のある児童（以下「肢体不自由児」という。）に対

し指定入所支援を行う場合 

(１) 入所定員が 50人以下の場合                      747 単位 

(２) 入所定員が 51人以上 60 人以下の場合            733 単位 

(３) 入所定員が 61人以上 70 人以下の場合             718 単位 

(４) 入所定員が 71人以上の場合                     702 単位 

 

第２ 医療型障害児入所施設 

医療型障害児入所施設給付費（１日につき） 

イ 指定医療型障害児入所施設の場合 

(１) 主として自閉症児に対し指定入所支援を行う場合      

                                            349 単位 

(２) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行う場合       

                                                   173 単位 

(３) 主として重症心身障害児に対し指定入所支援を行う場合   

                                           909 単位 

ロ 指定医療型障害児入所施設で有期有目的の支援を行う場合 

(１) 主として自閉症児に対し指定入所支援を行う場合 

（一） 60 日目まで                     417 単位 

（二） 61 日目以降 90日目まで                381 単位 

（三） 91 日目以降 180 日目まで               349 単位 
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（三） 181 日目以降                    291 単位 

(２) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行う場合 

 

（一） 90 日目まで                     163 単位 

（二） 91 日目以降 180 日目まで              148 単位 

（三） 181 日目以降                    133 単位 

(３) 主として重症心身障害児に対し指定入所支援を行う場合 

 

（一） 90 日目まで                     968 単位 

（二） 91 日目以降 180 日目まで               880 単位 

（三） 181 日目以降                    792 単位 

ハ 指定発達支援医療機関の場合 

(１) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行う場合      

                                                  124単位 

(２) 主として重症心身障害児に対し指定入所支援を行う場合     

                                                  880 単位 

ニ 指定発達支援医療機関で主として肢体不自由児に対し有期有

目的の支援を行う場合 

(１) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行う場合 

 

（一） 90 日目まで                    136 単位 

（二） 91 日目以降 180 日目まで              124 単位 

（三） 181 日目以降                    112 単位 

(２) 主として重症心身障害児に対し指定入所支援を行う場合 

（四） 181 日目以降                     317 単位 

(２) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行う場合 

（一） 60 日目まで                     204 単位 

（二） 61 日目以降 90日目まで                188 単位 

（三） 91 日目以降 180 日目まで               173 単位 

（四） 181 日目以降                     158 単位 

(３) 主として重症心身障害児に対し指定入所支援を行う場合 

（一） 60 日目まで                    1,095 単位 

（二） 61 日目以降 90日目まで                997 単位 

（三） 91 日目以降 180 日目まで               909 単位 

（四） 181 日目以降                     820 単位 

ハ 指定発達支援医療機関の場合 

(１) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行う場合      

                                                   125単位 

(２) 主として重症心身障害児に対し指定入所支援を行う場合      

 885 単位 

ニ 指定発達支援医療機関で主として肢体不自由児に対し有期有

目的の支援を行う場合 

(１) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行う場合 

（一） 60 日目まで                      151 単位 

（二） 61 日目以降 90日目まで                137 単位 

（三） 91 日目以降 180 日目まで               125 単位 

（四） 181 日目以降                     113 単位 

(２) 主として重症心身障害児に対し指定入所支援を行う場合 
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（一） 90 日目まで                     968 単位 

（二） 91 日目以降 180 日目まで              880 単位 

（三） 181 日目以降                    792 単位 

 

（一） 60 日目まで                    1,071 単位 

（二） 61 日目以降 90日目まで                973 単位 

（三） 91 日目以降 180 日目まで               885 単位 

（四） 181 日目以降                     796 単位 
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別紙２ 

看護職員加配加算の創設について 

１．報酬告示 

○児童発達支援 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事

に届け出た指定児童発達支援事業所において、指定児童発達支援を行った

場合に、看護職員加配加算として、１日につき次に掲げる単位数を所定単

位数に加算する。 

イ 看護職員加配加算(Ⅰ) 

(1) 主として障害児(難聴児又は重症心身障害児を除く。)を通わせる児

童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支援を行った

場合((2)又は(3)に該当する場合を除く。) 

   (一) 利用定員が 30 人以下の場合            67 単位 

   (二) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合        57 単位 

   (三) 利用定員が 41 人以上 50 人以下の場合        44 単位 

   (四) 利用定員が 51 人以上 60 人以下の場合              36 単位 

   (五) 利用定員が 61 人以上 70 人以下の場合              31 単位 

   (六) 利用定員が 71 人以上 80 人以下の場合              27 単位 

   (七) 利用定員が 81 人以上の場合                        24 単位 

  (2) 主として難聴児を通わせる児童発達支援センターにおいて難聴児に

対し指定児童発達支援を行った場合 

   (一) 利用定員が 20 人以下の場合                      100 単位 

   (二) 利用定員が 21 人以上 30 人以下の場合               80 単位 

   (三) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合               57 単位 

   (四) 利用定員が 41 人以上の場合                       44 単位 

  (3) 主として重症心身障害児を通わせる児童発達支援センターにおいて

重症心身障害児に対し指定児童発達支援を行った場合 

   (一) 利用定員が 20 人以下の場合                      100 単位 

   (二) 利用定員が 21 人以上の場合                       80 単位 

  (4) 主として障害児(重症心身障害児を除く。)を通わせる法第６条の２

の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施設において障害児に対

し指定児童発達支援を行った場合((5)に該当する場合を除く。) 

   (一) 利用定員が 10 人以下の場合                      200 単位 

   (二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合             133 単位 
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   (三) 利用定員が 21 人以上の場合                       80 単位 

 (5) 主として重症心身障害児を通わせる法第６条の２の２第２項に規定

する厚生労働省令で定める施設において重症心身障害児に対し指定児

童発達支援を行った場合 

   (一) 利用定員が５人の場合                           400 単位 

   (二) 利用定員が６人の場合                           333 単位 

   (三) 利用定員が７人の場合                           286 単位 

   (四) 利用定員が８人の場合                           250 単位 

   (五) 利用定員が９人の場合                           222 単位 

   (六) 利用定員が 10 人の場合                          200 単位 

   (七) 利用定員が 11 人以上の場合                      133 単位 

ロ 看護職員加配加算(Ⅱ) 

(1) 主として障害児(難聴児又は重症心身障害児を除く。)を通わせる児

童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支援を行った

場合((2)又は(3)に該当する場合を除く。) 

   (一) 利用定員が 30 人以下の場合                      134 単位 

   (二) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合              114 単位 

   (三) 利用定員が 41 人以上 50 人以下の場合               88 単位 

   (四) 利用定員が 51 人以上 60 人以下の場合               72 単位 

   (五) 利用定員が 61 人以上 70 人以下の場合               62 単位 

   (六) 利用定員が 71 人以上 80 人以下の場合               54 単位 

   (七) 利用定員が 81 人以上の場合                       48 単位 

(2) 主として難聴児を通わせる児童発達支援センターにおいて難聴児

に対し指定児童発達支援を行った場合 

   (一) 利用定員が 20 人以下の場合                      200 単位 

   (二) 利用定員が 21 人以上 30 人以下の場合             160 単位 

   (三) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合             114 単位 

   (四) 利用定員が 41 人以上の場合                       88 単位 

(3) 主として重症心身障害児を通わせる児童発達支援センターにおい

て重症心身障害児に対し指定児童発達支援を行った場合 

   (一) 利用定員が 20 人以下の場合                      200 単位 

   (二) 利用定員が 21 人以上の場合                      160 単位 

 (4) 主として障害児(重症心身障害児を除く。)を通わせる法第６条の２

の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施設において障害児に対
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し指定児童発達支援を行った場合((5)に該当する場合を除く。) 

   (一) 利用定員が 10 人以下の場合                      400 単位 

   (二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合             266 単位 

   (三) 利用定員が 21 人以上の場合                      160 単位 

 (5) 主として重症心身障害児を通わせる法第６条の２の２第２項に規

定する厚生労働省令で定める施設において重症心身障害児に対し指定

児童発達支援を行った場合 

   (一) 利用定員が 5人の場合                           800 単位 

   (二) 利用定員が 6人の場合                           666 単位 

   (三) 利用定員が 7人の場合                           572 単位 

   (四) 利用定員が 8人の場合                            500 単位 

   (五) 利用定員が 9人の場合                            444 単位 

   (六) 利用定員が 10 人の場合                           400 単位 

   (七) 利用定員が 11 人以上の場合                      266 単位 

ハ 看護職員加配加算(Ⅲ) 

(1) 主として障害児(難聴児又は重症心身障害児を除く。)を通わせる児

童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発達支援を行った

場合((2)に該当する場合を除く。) 

   (一) 利用定員が 30 人以下の場合                      201 単位 

   (二) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合              171 単位 

   (三) 利用定員が 41 人以上 50 人以下の場合              132 単位 

   (四) 利用定員が 51 人以上 60 人以下の場合              108 単位 

   (五) 利用定員が 61 人以上 70 人以下の場合               93 単位 

   (六) 利用定員が 71 人以上 80 人以下の場合               81 単位 

   (七) 利用定員が 81 人以上の場合                       72 単位 

(2) 主として難聴児を通わせる児童発達支援センターにおいて難聴児

に対し指定児童発達支援を行った場合 

   (一) 利用定員が 20 人以下の場合                       300 単位 

   (二) 利用定員が 21 人以上 30 人以下の場合             240 単位 

   (三) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合             171 単位 

   (四) 利用定員が 41 人以上の場合                      132 単位 

(3) 主として障害児(重症心身障害児を除く。)を通わせる法第６条の２

の２第２項に規定する厚生労働省令で定める施設において障害児に対

し指定児童発達支援を行った場合 

   (一) 利用定員が 10 人以下の場合                      600 単位 
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   (二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合             399 単位 

   (三) 利用定員が 21 人以上の場合                      240 単位 

 

○放課後等デイサービス 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事

に届け出た指定放課後等デイサービス事業所において、指定放課後等デイ

サービスを行った場合に、看護職員加配加算として、１日につき次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。 

イ 看護職員加配加算(Ⅰ) 

(1) 主として障害児(重症心身障害児を除く。)に対し指定放課後等デイ

サービスを行った場合((2)に該当する場合を除く。) 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合                       200 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合              133 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合                        80 単位 

(2) 主として重症心身障害児に対し指定放課後等デイサービスを行っ

た場合 

(一) 利用定員が５人の場合                            400 単位 

(二) 利用定員が６人の場合                            333 単位 

(三) 利用定員が７人の場合                            286 単位 

(四) 利用定員が８人の場合                            250 単位 

(五) 利用定員が９人の場合                            222 単位 

(六) 利用定員が 10 人の場合                           200 単位 

(七) 利用定員が 11 人以上の場合                       133 単位 

ロ 看護職員加配加算(Ⅱ) 

(1) 主として障害児(重症心身障害児を除く。)に対し指定放課後等デイ

サービスを行った場合((2)に該当する場合を除く。) 

(一)利用定員が 10 人以下の場合                         400 単位 

(二)利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合                266 単位 

(三)利用定員が 21 人以上の場合                         160 単位 

(2) 主として重症心身障害児に対し指定放課後等デイサービスを行っ

た場合 

(一) 利用定員が５人の場合                            800 単位 

(二) 利用定員が６人の場合                            666 単位 

(三) 利用定員が７人の場合                            572 単位 

(四) 利用定員が８人の場合                            500 単位 

(五) 利用定員が９人の場合                            444 単位 
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(六) 利用定員が 10 人の場合                           400 単位 

(七) 利用定員が 11 人以上の場合                       266 単位 

ハ 看護職員加配加算(Ⅲ) 

(1) 主として障害児(重症心身障害児を除く。)に対し指定放課後等デイ

サービスを行った場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合                       600 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合              399 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合                       240 単位 

 

２．別に厚生労働大臣が定める施設基準 

○児童発達支援 

 通所給付費等単位数表第１の１の児童発達支援給付費の注９の厚生労働

大臣が定める施設基準 

イ 通所給付費等単位数表第１の１の注９のイを算定すべき指定児童発

達支援の単位の施設基準 

次の(1)又は(2)のいずれかに該当すること。 

(1) 通所給付費等単位数表第１の１のイ、ロ又はニを算定する事業所で

あって、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、

看護職員(保健師、助産師、看護師又は准看護師をいう。以下同じ。)

を１以上配置し、別表の各項目に規定する状態のいずれかに該当する

利用者の数が１名以上であること。 

(2) 通所給付費等単位数表第１の１のハ又はホを算定する事業所であ

って、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、

看護職員を１以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、それ

ぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が５名以上である

こと。 

ロ 通所給付費等単位数表第１の１の注９のロを算定すべき指定児童発

達支援の単位の施設基準 

次の(1)又は(2)のいずれかに該当すること。 

(1) 通所給付費等単位数表第１の１のイ、ロ又はニを算定する事業所で

あって、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、

看護職員を２以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、それ

ぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が５名以上である

こと。 

(2) 通所給付費等単位数表第１の１のハ又はホを算定する事業所であ

って、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、
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看護職員を２以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、それ

ぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が９名以上である

こと。 

ハ 通所給付費等単位数表第１の１の注９のハを算定すべき指定児童発

達支援の単位の施設基準 

通所給付費等単位数表第１の１のイ、ロ又はニを算定する事業所で

あって、児童発達支援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、

看護職員を３以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、それ

ぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が９名以上である

こと。 

 

○放課後等デイサービス事業所 

通所給付費等単位数表第３の１の放課後等デイサービス給付費の注９の

厚生労働大臣が定める施設基準 

イ 通所給付費等単位数表第３の１の注９のイを算定すべき指定放課後

等デイサービスの単位の施設基準 

次の(1)又は(2)のいずれかに該当すること。 

(1) 通所給付費等単位数表第３の１のイ又はロを算定する事業所であ

って、放課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数

に加え、看護職員(保健師、助産師、看護師又は准看護師をいう。以下

同じ。)を１以上配置し、別表の各項目に規定する状態のいずれかに該

当する利用者の数が１名以上であること。 

(2) 通所給付費等単位数表第３の１のハを算定する事業所であって、放

課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、

看護職員を１以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、それ

ぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が５名以上である

こと。 

ロ 通所給付費等単位数表第３の１の注９のロを算定すべき指定放課後

等デイサービスの単位の施設基準 

次の(1)又は(2)のいずれかに該当すること。 

(1) 通所給付費等単位数表第３の１のイ又ロを算定する事業所であっ

て、放課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数に

加え、看護職員を２以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、

それぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が５名以上で

あること。 

(2) 通所給付費等単位数表第３の１のハを算定する事業所であって、放

課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、
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看護職員を２以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、それ

ぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が９名以上である

こと。 

ハ 通所給付費等単位数表第３の１の注９のハを算定すべき指定放課後

等デイサービスの単位の施設基準 

通所給付費等単位数表第３の１のイ又はロを算定する事業所であっ

て、放課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数に

加え、看護職員を３以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、

それぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が９名以上で

あること。 

 

別表 

 判定スコア（スコア） 

  (１) レスピレーター管理 ＝８ 

  (２) 気管内挿管、気管切開 ＝ ８ 

  (３) 鼻咽頭エアウェイ ＝ ５ 

  (４) 酸素吸入 ＝ ５ 

   (５) １回／時間以上の頻回の吸引 ＝ ８ 

６回／日以上の頻回の吸引)   ＝ ３ 

  (６) ネブライザー６回／日以上または継続使用 ＝ ３ 

   (７) ＩＶＨ ＝ ８ 

   (８) 経管（経鼻・胃ろう含む） ＝ ５ 

  (９) 腸ろう・腸管栄養 ＝ ８ 

  (10) 接続注入ポンプ使用(腸ろう･腸管栄養時) ＝ ３ 

  (11) 継続する透析(腹膜灌流を含む） ＝８ 

  (12) 定期導尿（３／日以上） ＝ ５ 

   (13) 人工肛門 ＝ ５
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別紙３ 

指導員加配加算の見直し等について 

 

 

現行 見直し後 

○指導員加配加算 

１．児童発達支援 

常時見守りが必要な障害児への支援や障害児の保護者に対す

る支援方法の指導を行う等支援の強化を図るために、児童発達支

援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、児童指導員、

保育士若しくは別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指導

員(以下「児童指導員等」という。)又は指導員(当該別に厚生労

働大臣が定める基準に適合する指導員を除く。以下において同

じ。)を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た

指定児童発達支援事業所(児童発達支援センターを除き、イを算

定する場合にあっては、児童指導員等を２以上配置している場合

に限る。)において、指定児童発達支援を行った場合に、利用定

員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、重症心身障害児に対して支援を行う場合は、算定し

ない。 

 

● 児童発達支援センターの場合 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○児童指導員等加配加算（Ⅰ） 

１．児童発達支援 

常時見守りが必要な障害児への支援や障害児の保護者に対す

る支援方法の指導を行う等支援の強化を図るために、児童発達支

援給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、保育士若しくは別に厚生労働大臣が定

める基準に適合する専門職員(（以下「理学療法士等」という。）

又は児童指導員若しくは別に厚生労働大臣が定める基準に適合

する者(以下「児童指導員等」という。)又はその他の従業者(当

該別に厚生労働大臣が定める基準に適合する者を除く。以下にお

いて同じ。)を１以上配置しているものとして都道府県知事に届

け出た指定児童発達支援事業所(ニ(1)及び二(2)を算定する場合

にあっては、児童指導員等を２以上配置している場合に限る。)

において、指定児童発達支援を行った場合に、利用定員に応じ、

１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

 

イ 主として障害児(難聴児又は重症心身障害児を除く。)を通わ

せる児童発達支援センターにおいて障害児に対し指定児童発

達支援を行った場合(ロ又はハに該当する場合を除く。) 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が30人以下の場合         70単位 

(二) 利用定員が31人以上40人以下の場合    60単位 

(三) 利用定員が41人以上50人以下の場合    46単位 

(四) 利用定員が51人以上60人以下の場合    38単位 

(五) 利用定員が61人以上70人以下の場合    32単位 

(六) 利用定員が71人以上80人以下の場合    28単位 
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(七) 利用定員が 81 人以上の場合          25 単位 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が 30 人以下の場合          52 単位 

(二) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合    44 単位 

(三) 利用定員が 41 人以上 50 人以下の場合       34 単位 

(四) 利用定員が 51 人以上 60 人以下の場合       28 単位 

(五) 利用定員が 61 人以上 70 人以下の場合       24 単位 

(六) 利用定員が 71 人以上 80 人以下の場合       21 単位 

(七) 利用定員が 81 人以上の場合                18 単位 

(3) その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が 30 人以下の場合                30 単位 

(二) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合       26 単位 

(三) 利用定員が 41 人以上 50 人以下の場合       20 単位 

(四) 利用定員が 51 人以上 60 人以下の場合       17 単位 

(五) 利用定員が 61 人以上 70 人以下の場合       14 単位 

(六) 利用定員が 71 人以上 80 人以下の場合       12 単位 

(七) 利用定員が 81 人以上の場合                11 単位 

ロ 主として難聴児を通わせる児童発達支援センターにおいて

難聴児に対し指定児童発達支援を行った場合 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が 20 人以下の場合               105 単位 

(二) 利用定員が 21 人以上 30 人以下の場合       84 単位 

(三) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合       60 単位 

(四) 利用定員が 41 人以上の場合                46 単位 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が 20 人以下の場合                77 単位 

(二) 利用定員が 21 人以上 30 人以下の場合       62 単位 

(三) 利用定員が 31 人以上 40 人以下の場合       44 単位 

(四) 利用定員が 41 人以上の場合                34 単位 

(3) その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が20人以下の場合                 45単位 

(二) 利用定員が21人以上30人以下の場合        36単位 

(三) 利用定員が31人以上40人以下の場合        26単位 

(四) 利用定員が41人以上の場合                 10単位 
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● 児童発達支援センター以外で障害児（重症心身障害児を除

く）を支援する場合 

 

 

 

 

イ 児童指導員等を配置する場合 

(1) 利用定員が 10 人以下の場合              195 単位 

(2) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合        130 単位 

(3) 利用定員が 21 人以上の場合               78 単位 

ロ 指導員を配置する場合 

(1) 利用定員が 10 人以下の場合              183 単位 

(2) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合        122 単位 

(3) 利用定員が 21 人以上の場合               73 単位 

 

● 児童発達支援センター以外で重症心身障害児を支援する場

合 

  （新設） 

 

 

 

ハ 主として重症心身障害児を通わせる児童発達支援センター

において重症心身障害児に対し指定児童発達支援を行った場

合 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が 20 人以下の場合               105 単位 

(二) 利用定員が 21 人以上の場合                84 単位 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が20人以下の場合                 77単位 

(二) 利用定員が21人以上の場合                 62単位 

(3) その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が 20 人以下の場合                45 単位 

(二) 利用定員が 21 人以上の場合                36 単位 

 

ニ 児童発達支援センター以外で障害児（重症心身障害児を除

く）を支援する場合 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合              209 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合     139 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               84 単位 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合              155 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合     103 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               62 単位 

(3) その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合               91 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合      61 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               36 単位 

 

ホ 児童発達支援センター以外で重症心身障害児を支援する場

合 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が 5人の場合                   418 単位 

(二) 利用定員が 6人の場合                   348 単位 

(三) 利用定員が 7人の場合                   299 単位 
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２．放課後等デイサービス 

常時見守りが必要な就学児等への支援や就学児等の保護者に

対する支援方法の指導を行う等支援の強化を図るために、放課後

等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、

児童指導員、保育士若しくは別に厚生労働大臣が定める基準に適

合する者(以下「児童指導員等」という。)又はその他の従業者(当

該別に厚生労働大臣が定める基準に適合する者を除く。以下同

じ。)を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た

指定放課後等デイサービス事業所(イを算定する場合にあって

は、児童指導員等を２以上配置している場合に限る。)において、

指定放課後等デイサービスを行った場合に、利用定員に応じ、１

日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、重

症心身障害児に対して支援を行う場合は、算定しない。重症心身

(四) 利用定員が 8人の場合                   261 単位 

(五) 利用定員が 9人の場合                   232 単位 

(六) 利用定員が 10 人の場合                  209 単位 

(七) 利用定員が 11 人以上の場合              139 単位 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が 5人の場合                   309 単位 

(二) 利用定員が 6人の場合                   258 単位 

(三) 利用定員が 7人の場合                   221 単位 

(四) 利用定員が 8人の場合                   193 単位 

(五) 利用定員が 9人の場合                   172 単位 

(六) 利用定員が 10 人の場合                  155 単位 

(七) 利用定員が 11 人以上の場合              103 単位 

(3)その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が 5人の場合                   182 単位 

(二) 利用定員が 6人の場合                   152 単位 

(三) 利用定員が 7人の場合                   130 単位 

(四) 利用定員が 8人の場合                   114 単位 

(五) 利用定員が 9人の場合                   101 単位 

(六) 利用定員が 10 人の場合                   91 単位 

(七) 利用定員が 11 人以上の場合               61 単位 

 

２．放課後等デイサービス 

常時見守りが必要な就学児等への支援や就学児等の保護者に

対する支援方法の指導を行う等支援の強化を図るために、放課後

等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士若しくは別に厚生

労働大臣が定める基準に適合する専門職員(以下「理学療法士等」

という。）又は児童指導員若しくは別に厚生労働大臣が定める基

準に適合する者(以下「児童指導員等」という。)又はその他の従

業者(当該別に厚生労働大臣が定める基準に適合する者を除く。

以下同じ。)を１以上配置しているものとして都道府県知事に届

け出た指定放課後等デイサービス事業所(イ(1)又はイ(2)を算定

する場合にあっては、児童指導員等を２以上配置している場合に

限る。)において、指定放課後等デイサービスを行った場合に、
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障害児に対して支援を行う場合は、算定しない。 

 

● 障害児（重症心身障害児を除く）を支援する場合 

 

 

 

 

 

イ 児童指導員等を配置する場合 

(1) 利用定員が 10 人以下の場合                  195 単位 

(2) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合         130 単位 

(3) 利用定員が 21 人以上の場合                   78 単位 

ロ その他の従業者を配置する場合 

(1) 利用定員が 10 人以下の場合               183 単位 

(2) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合         122 単位 

(3) 利用定員が 21 人以上の場合                73 単位 

 

● 重症心身障害児を支援する場合 

  （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用定員に応じ、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。 

イ 障害児（重症心身障害児を除く）を支援する場合 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合              209 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合     139 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               84 単位 

 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合              155 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合     103 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               62 単位 

(3) その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合               91 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合      61 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               36 単位 

 

ロ 重症心身障害児を支援する場合 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が 5人の場合                   418 単位 

(二) 利用定員が 6人の場合                   348 単位 

(三) 利用定員が 7人の場合                   299 単位 

(四) 利用定員が 8人の場合                   261 単位 

(五) 利用定員が 9人の場合                   232 単位 

(六) 利用定員が 10 人の場合                  209 単位 

(七) 利用定員が 11 人以上の場合              139 単位 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が 5人の場合                   309 単位 

(二) 利用定員が 6人の場合                   258 単位 

(三) 利用定員が 7人の場合                   221 単位 

(四) 利用定員が 8人の場合                   193 単位 

(五) 利用定員が 9人の場合                   172 単位 

(六) 利用定員が 10 人の場合                  155 単位 

(七) 利用定員が 11 人以上の場合              103 単位 
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３．福祉型障害児入所施設 

  （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が 5人の場合                   182 単位 

(二) 利用定員が 6人の場合                   152 単位 

(三) 利用定員が 7人の場合                   130 単位 

(四) 利用定員が 8人の場合                   114 単位 

(五) 利用定員が 9人の場合                   101 単位 

(六) 利用定員が 10 人の場合                   91 単位 

(七) 利用定員が 11 人以上の場合               61 単位 

 

３．福祉型障害児入所施設 

常時見守りが必要な障害児への支援や障害児の保護者に対す

る支援方法の指導を行う等支援の強化を図るために、指定入所基

準に定める員数の従業者に加え、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、保育士若しくは別に厚生労働大臣が定める基準に適合す

る専門職員（以下「理学療法士等」という。）又は児童指導員若

しくは別に厚生労働大臣が定める基準に適合する者(以下「児童

指導員等」という。）を１以上配置しているものとして都道府県

知事に届け出た指定福祉型障害児入所施設において、指定入所支

援を行った場合に、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に

加算する。 

 

イ 理学療法士等を配置する場合 

(1) 主として知的障害児に対し指定入所支援を行った場合 

(一) 入所定員が 10 人以下の場合               151 単位 

(二) 入所定員が 11 人以上 20 人以下の場合      101 単位 

(三) 入所定員が 21 人以上 30 人以下の場合       61 単位 

(四) 入所定員が 31 人以上 40 人以下の場合       43 単位 

(五) 入所定員が 41 人以上 50 人以下の場合       34 単位 

(六) 入所定員が 51 人以上 60 人以下の場合       28 単位 

(七) 入所定員が 61 人以上 70 人以下の場合       23 単位 

(八) 入所定員が 71 人以上 80 人以下の場合       20 単位 

(九) 入所定員が 81 人以上 90 人以下の場合       18 単位 

(十) 入所定員が 91 人以上 100 人以下の場合      16 単位 

(十一) 入所定員が 101 人以上 120 人以下の場合   14 単位 
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(十二) 入所定員が 121 人以上 130 人以下の場合   12 単位 

(十三) 入所定員が 131 人以上 150 人以下の場合   11 単位 

(十四) 入所定員が 151 人以上 180 人以下の場合    9 単位 

(十五) 入所定員が 181 人以上の場合              8 単位 

(2) 主として自閉症児に対し指定入所支援を行った場合 

(一) 入所定員が 40 人以下の場合                38 単位 

(二) 入所定員が 41 人以上 50 人以下の場合       34 単位 

(三) 入所定員が 51 人以上 60 人以下の場合       28 単位 

(四) 入所定員が 61 人以上 70 人以下の場合       23 単位 

(五) 入所定員が 71 人以上の場合                20 単位 

(3) 主として盲児又はろうあ児に対し指定入所支援を行う

場合 

(一) 入所定員が 5人以上 10 人以下の場合       151 単位 

(二) 入所定員が 11 人以上 20 人以下の場合      101 単位 

(三) 入所定員が 21 人以上 30 人以下の場合       61 単位 

(四) 入所定員が 31 人以上 40 人以下の場合       43 単位 

(五) 入所定員が 41 人以上 50 人以下の場合       34 単位 

(六) 入所定員が 51 人以上 60 人以下の場合       28 単位 

(七) 入所定員が 61 人以上 70 人以下の場合       23 単位 

(八) 入所定員が 71 人以上 80 人以下の場合       20 単位 

(九) 入所定員が 81 人以上 90 人以下の場合       18 単位 

(十) 入所定員が 91 人以上の場合                16 単位 

(4) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行った場

合 

(一) 入所定員が 50 人以下の場合                30 単位 

(二) 入所定員が 51 人以上 60 人以下の場合       28 単位 

(三) 入所定員が 61 人以上 70 人以下の場合       23 単位 

(四) 入所定員が 71 人以上の場合                20 単位 

ロ 児童指導員等を配置する場合 

(1) 主として知的障害児に対し指定入所支援を行った場合 

(一) 入所定員が 10 人以下の場合               112 単位 

(二) 入所定員が 11 人以上 20 人以下の場合       75 単位 

(三) 入所定員が 21 人以上 30 人以下の場合       45 単位 

(四) 入所定員が 31 人以上 40 人以下の場合       32 単位 
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(五) 入所定員が 41 人以上 50 人以下の場合       25 単位 

(六) 入所定員が 51 人以上 60 人以下の場合       20 単位 

(七) 入所定員が 61 人以上 70 人以下の場合       17 単位 

(八) 入所定員が 71 人以上 80 人以下の場合       15 単位 

(九) 入所定員が 81 人以上 90 人以下の場合       13 単位 

(十) 入所定員が 91 人以上 100 人以下の場合      12 単位 

(十一) 入所定員が 101 人以上 120 人以下の場合   10 単位 

(十二) 入所定員が 121 人以上 130 人以下の場合    9 単位 

(十三) 入所定員が 131 人以上 150 人以下の場合    8 単位 

(十四) 入所定員が 151 人以上 180 人以下の場合    7 単位 

(十五) 入所定員が 181 人以上の場合              6 単位 

(2) 主として自閉症児に対し指定入所支援を行った場合 

(一) 入所定員が 40 人以下の場合                28 単位 

(二) 入所定員が 41 人以上 50 人以下の場合       25 単位 

(三) 入所定員が 51 人以上 60 人以下の場合       20 単位 

(四) 入所定員が 61 人以上 70 人以下の場合       17 単位 

(五) 入所定員が 71 人以上の場合                15 単位 

(3) 主として盲児又はろうあ児に対し指定入所支援を行う

場合 

(一) 入所定員が 5人以上 10 人以下の場合       112 単位 

(二) 入所定員が 11 人以上 20 人以下の場合       75 単位 

(三) 入所定員が 21 人以上 30 人以下の場合       45 単位 

(四) 入所定員が 31 人以上 40 人以下の場合       32 単位 

(五) 入所定員が 41 人以上 50 人以下の場合       25 単位 

(六) 入所定員が 51 人以上 60 人以下の場合       20 単位 

(七) 入所定員が 61 人以上 70 人以下の場合       17 単位 

(八) 入所定員が 71 人以上 80 人以下の場合       15 単位 

(九) 入所定員が 81 人以上 90 人以下の場合       13 単位 

(十) 入所定員が 91 人以上の場合                12 単位 

(4) 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行った場

合 

(一) 入所定員が 50 人以下の場合                22 単位 

(二) 入所定員が 51 人以上 60 人以下の場合       20 単位 

(三) 入所定員が 61 人以上 70 人以下の場合       17 単位 
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 （新設） 

(四) 入所定員が 71 人以上の場合                15 単位 

 

○児童指導員等加配加算（Ⅱ） 

１．児童発達支援 

主に未就学児を支援する指定児童発達支援事業所であって常

時見守りが必要な障害児への支援や障害児の保護者に対する支

援方法の指導を行う等支援の強化を図るために、児童発達支援給

付費の算定に必要となる従業者の員数及び児童指導員等加配加

算（Ⅰ）に加え、理学療法士等又は児童指導員等又はその他の従

業者を１以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た

指定児童発達支援事業所((1)又は(2)を算定する場合にあって

は、児童指導員等を２以上配置している場合に限る。)において、

指定児童発達支援を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、個別支援計

画未作成減算を算定している場合は、加算しない。 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合              209 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合     139 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               84 単位 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合              155 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合     103 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               62 単位 

(3) その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合               91 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合      61 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               36 単位 

 

２．放課後等デイサービス 

区分１の１及び１の２を算定する障害児に対して支援を行う

指定放課後等デイサービス事業所であって常時見守りが必要な

障害児への支援や障害児の保護者に対する支援方法の指導を行

う等支援の強化を図るために、放課後等デイサービス給付費の算

定に必要となる従業者の員数及び児童指導員等加配加算（Ⅰ）に
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加え、理学療法士等又は児童指導員等又はその他の従業者を１以

上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定放課後

等デイサービス事業所((1)又は(2)を算定する場合にあっては、

児童指導員等を２以上配置している場合に限る。)において、指

定放課後等デイサービスを行った場合に、利用定員に応じ、１日

につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、個別

支援計画未作成減算を算定している場合は、加算しない。 

(1) 理学療法士等を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合              209 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合     139 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               84 単位 

(2) 児童指導員等を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合              155 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合     103 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               62 単位 

(3) その他の従業者を配置する場合 

(一) 利用定員が 10 人以下の場合               91 単位 

(二) 利用定員が 11 人以上 20 人以下の場合      61 単位 

(三) 利用定員が 21 人以上の場合               36 単位 

     ※ 休業日（区分１）も上記と同様に加算。 
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別紙４ 

 

看護師配置加算の見直しについて 

 

現行 見直し後 

○看護師配置加算 

指定入所基準に定める員数の従業者に加え、看護師を１以上配置

しているものとして都道府県知事に届け出た指定福祉型障害児入

所施設において、指定入所支援を行った場合に、１日につき次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。 

 

 

イ 主として知的障害児に対し指定入所支援を行った場合 

(１) 入所定員が10人以下の場合          141単位 

(２) 入所定員が11人以上20人以下の場合      70単位 

(３) 入所定員が21人以上30人以下の場合      47単位 

(４) 入所定員が31人以上40人以下の場合      38単位 

(５) 入所定員が41人以上50人以下の場合      28単位 

(６) 入所定員が51人以上60人以下の場合      25単位 

(７) 入所定員が61人以上70人以下の場合      23単位 

(８) 入所定員が71人以上80人以下の場合      20単位 

(９) 入所定員が81人以上90人以下の場合      17単位 

(10) 入所定員が91人以上100人以下の場合      14単位 

(11) 入所定員が101人以上110人以下の場合     13単位 

(12) 入所定員が111人以上120人以下の場合     12単位 

(13) 入所定員が121人以上130人以下の場合     11単位 

(14) 入所定員が131人以上140人以下の場合     10単位 

(15) 入所定員が141人以上160人以下の場合      9単位 

(16) 入所定員が161人以上170人以下の場合      8単位 

(17) 入所定員が171人以上190人以下の場合      7単位 

(18) 入所定員が191人以上の場合           6単位 

○看護職員配置加算（Ⅰ） 

指定入所基準に定める員数の従業者に加え、看護職員（保健師、

助産師、看護師又は准看護師）を１以上配置しているものとして都

道府県知事に届け出た指定福祉型障害児入所施設において、指定入

所支援を行った場合に、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。 

 

イ 主として知的障害児に対し指定入所支援を行った場合 

(１) 入所定員が10人以下の場合          141単位 

(２) 入所定員が11人以上20人以下の場合      70単位 

(３) 入所定員が21人以上30人以下の場合      47単位 

(４) 入所定員が31人以上40人以下の場合      38単位 

(５) 入所定員が41人以上50人以下の場合      28単位 

(６) 入所定員が51人以上60人以下の場合      25単位 

(７) 入所定員が61人以上70人以下の場合      23単位 

(８) 入所定員が71人以上80人以下の場合      20単位 

(９) 入所定員が81人以上90人以下の場合      17単位 

(10) 入所定員が91人以上100人以下の場合      14単位 

(11) 入所定員が101人以上110人以下の場合     13単位 

(12) 入所定員が111人以上120人以下の場合     12単位 

(13) 入所定員が121人以上130人以下の場合     11単位 

(14) 入所定員が131人以上140人以下の場合     10単位 

(15) 入所定員が141人以上160人以下の場合      9単位 

(16) 入所定員が161人以上170人以下の場合      8単位 

(17) 入所定員が171人以上190人以下の場合      7単位 

(18) 入所定員が191人以上の場合           6単位 
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ロ 主として盲児又はろうあ児に対し指定入所支援を行った場

合 

(１) 入所定員が5人以上10人以下の場合      141単位 

(２) 入所定員が11人以上20人以下の場合      70単位 

(３) 入所定員が21人以上30人以下の場合      47単位 

(４) 入所定員が31人以上40人以下の場合      38単位 

(５) 入所定員が41人以上50人以下の場合      28単位 

(６) 入所定員が51人以上60人以下の場合      25単位 

(７) 入所定員が61人以上70人以下の場合      23単位 

(８) 入所定員が71人以上80人以下の場合      20単位 

(９) 入所定員が81人以上90人以下の場合      17単位 

(10) 入所定員が91人以上の場合           14単位 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 主として盲児又はろうあ児に対し指定入所支援を行った場

合 

(１) 入所定員が5人以上10人以下の場合      141単位 

(２) 入所定員が11人以上20人以下の場合      70単位 

(３) 入所定員が21人以上30人以下の場合      47単位 

(４) 入所定員が31人以上40人以下の場合      38単位 

(５) 入所定員が41人以上50人以下の場合      28単位 

(６) 入所定員が51人以上60人以下の場合      25単位 

(７) 入所定員が61人以上70人以下の場合      23単位 

(８) 入所定員が71人以上80人以下の場合      20単位 

(９) 入所定員が81人以上90人以下の場合      17単位 

(10) 入所定員が91人以上の場合           14単位 

 

○看護職員配置加算（Ⅱ） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道

府県知事に届け出た指定福祉型障害児入所施設において、指定入所

支援を行った場合に、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に

加算する。 

 イ 主として知的障害児に対し指定入所支援を行った場合 

(１) 入所定員が10人以下の場合          145単位 

(２) 入所定員が11人以上20人以下の場合       96単位 

(３) 入所定員が21人以上30人以下の場合       58単位 

(４) 入所定員が31人以上40人以下の場合      41単位 

(５) 入所定員が41人以上50人以下の場合      32単位 

(６) 入所定員が51人以上60人以下の場合      26単位 

(７) 入所定員が61人以上70人以下の場合      22単位 

(８) 入所定員が71人以上80人以下の場合      19単位 

(９) 入所定員が81人以上90人以下の場合      17単位 

(10) 入所定員が91人以上100人以下の場合       15単位 

(11) 入所定員が101人以上110人以下の場合      14単位 

(12) 入所定員が111人以上120人以下の場合      13単位 

(13) 入所定員が121人以上130人以下の場合      12単位 

(14) 入所定員が131人以上140人以下の場合       11単位 

(15) 入所定員が141人以上160人以下の場合       10単位 
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（新設） 

(16) 入所定員が161人以上170人以下の場合         9単位 

(17) 入所定員が171人以上190人以下の場合        8単位 

(18) 入所定員が191人以上の場合            7単位 

ロ 主として盲児又はろうあ児に対し指定入所支援を行った場合 

(１) 入所定員が5人以上10人以下の場合      145単位 

(２) 入所定員が11人以上20人以下の場合       96単位 

(３) 入所定員が21人以上30人以下の場合       58単位 

(４) 入所定員が31人以上40人以下の場合      41単位 

(５) 入所定員が41人以上50人以下の場合      32単位 

(６) 入所定員が51人以上60人以下の場合      26単位 

(７) 入所定員が61人以上70人以下の場合      22単位 

(８) 入所定員が71人以上80人以下の場合      19単位 

(９) 入所定員が81人以上90人以下の場合      17単位 

(10) 入所定員が91人以上の場合            15単位 

ハ 主として自閉症児に対し指定入所支援を行った場合 

(１) 入所定員が40人以下の場合           36単位 

(２) 入所定員が41人以上50人以下の場合      32単位 

(３) 入所定員が51人以上60人以下の場合      26単位 

(４) 入所定員が61人以上70人以下の場合      22単位 

(５) 入所定員が 71 人以上の場合          19 単位 

ニ 主として肢体不自由児に対し指定入所支援を行った場合 

(１) 入所定員が50人以下の場合           29単位 

(２) 入所定員が51人以上60人以下の場合      26単位 

(３) 入所定員が61人以上70人以下の場合      22単位 

(４) 入所定員が71人以上の場合           19単位 

 

○別に厚生労働大臣が定める施設基準 

 次の(１)又は(２)はのいずれかに該当すること。 

  (１) 自閉症児施設又は肢体不自由施設であって、指定入所基

準に定める員数の従業者に加え、看護職員を１以上配置し

、別表の各項目に規定する状態であり、それぞれのスコア

を合算し、８点以上である利用者の数が５名以上であるこ

と。 

  (２) 知的障害児施設又は盲児若しくはろうあ児施設であって

- 156-



 

142 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

、指定入所基準に定める員数の従業者に加え、看護職員を

２以上配置し、別表の各項目に規定する状態であり、それ

ぞれのスコアを合算し、８点以上である利用者の数が５名

以上であること。 

 

別表 

 判定スコア（スコア） 

 (１) レスピレーター管理 ＝ ８ 

 (２) 気管内挿管、気管切開 ＝ ８ 

 (３) 鼻咽頭エアウェイ ＝ ５ 

 (４) 酸素吸入 ＝ ５ 

  (５) １回／時間以上の頻回の吸引 ＝ ８ 

６回／日以上の頻回の吸引)   ＝ ３ 

 (６) ネブライザー６回／日以上または継続使用 ＝ ３ 

  (７) ＩＶＨ ＝ ８ 

  (８) 経管（経鼻・胃ろう含む） ＝ ５ 

 (９) 腸ろう・腸管栄養 ＝ ８ 

 (10) 接続注入ポンプ使用(腸ろう･腸管栄養時) ＝ ３ 

 (11) 継続する透析(腹膜灌流を含む） ＝ ８ 

 (12) 定期導尿（３／日以上） ＝ ５ 

  (13) 人工肛門 ＝ ５ 
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地域区分の見直しについて 
 
○ 地域区分の見直しによる報酬１単位単価の見直し（障害者サービス） 
 
〔見直し後の１単位単価〕【現行と平成 30年度以降】 
 
＜現行＞                      ＜平成 30 年度以降＞  

 

 

1級地 2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 その他 1級地 2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他

18% 15% 12% 10% 6% 3% 0% 20% 16% 15% 12% 10% 6% 3% 0%

居宅介護 11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 居宅介護 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

重度訪問介護 11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 重度訪問介護 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

同行援護 11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 同行援護 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

行動援護 11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 行動援護 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

療養介護 療養介護

生活介護 11.10円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円 生活介護 11.22円 10.98円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円

短期入所 11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 短期入所 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

重度障害者等包括支援 11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 重度障害者等包括支援 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

施設入所支援 11.19円 10.99円 10.79円 10.66円 10.40円 10.20円 10円 施設入所支援 11.32円 11.06円 10.99円 10.79円 10.66円 10.40円 10.20円 10円

自立訓練（機能訓練） 11.06円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円 自立訓練（機能訓練） 11.18円 10.94円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円

自立訓練（生活訓練） 11.06円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円 自立訓練（生活訓練） 11.18円 10.94円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円

就労移行支援 11.06円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円 就労移行支援 11.18円 10.94円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円

就労継続支援Ａ型 11.03円 10.86円 10.68円 10.57円 10.34円 10.17円 10円 就労継続支援Ａ型 11.14円 10.91円 10.86円 10.68円 10.57円 10.34円 10.17円 10円

就労継続支援Ｂ型 11.03円 10.86円 10.68円 10.57円 10.34円 10.17円 10円 就労継続支援Ｂ型 11.14円 10.91円 10.86円 10.68円 10.57円 10.34円 10.17円 10円

就労定着支援 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

自立生活援助 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

共同生活援助 11.44円 11.20円 10.96円 10.80円 10.48円 10.24円 10円 共同生活援助 11.60円 11.28円 11.20円 10.96円 10.80円 10.48円 10.24円 10円

計画相談支援 11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 計画相談支援 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

地域相談支援 11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 地域相談支援 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

10円10円

（新設）

（新設）

別紙５ 
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○ 平成 30～32 年度における地域区分の適用地域（障害者サービス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１級地
（１８％）

東京都 特別区

２級地
（１５％）

東京都
大阪府

町田市、狛江市、多摩市
大阪市

埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
大阪府
兵庫県

和光市
成田市、印西市
武蔵野市、国分寺市、国立市、
福生市、清瀬市、稲城市、西東京市
鎌倉市
守口市、門真市
芦屋市

茨城県
神奈川県

取手市
厚木市

３級地
（１２％）

神奈川県 横浜市、川崎市 埼玉県
東京都

愛知県

さいたま市
八王子市、府中市、調布市、
小平市、日野市
名古屋市

茨城県
千葉県
東京都
大阪府
兵庫県

つくば市
船橋市、浦安市、袖ヶ浦市
立川市、昭島市
吹田市、高槻市、寝屋川市、箕面市
西宮市、宝塚市

埼玉県
神奈川県
愛知県
大阪府

志木市
海老名市
刈谷市、豊田市
高石市

奈良県 天理市

４級地
（１０％）

千葉県
東京都
大阪府

千葉市
三鷹市、小金井市
大東市

東京都
神奈川県
大阪府
兵庫県

青梅市、東村山市
相模原市、藤沢市
豊中市、池田市
神戸市

茨城県
千葉県
東京都

神奈川県

愛知県
滋賀県
京都府
大阪府

兵庫県
広島県
福岡県

水戸市、土浦市、石岡市、守谷市
市川市、松戸市、習志野市、四街道市
東久留米市、羽村市、あきる野市、
日の出町、檜原村
横須賀市、茅ヶ崎市、大和市、座間市、綾瀬市、
愛川町
豊明市
大津市、草津市
京都市
堺市、枚方市、茨木市、八尾市、摂津市、
東大阪市
尼崎市
広島市、府中町
福岡市

埼玉県
三重県
大阪府
奈良県

鶴ヶ島市
鈴鹿市
島本町
奈良市、大和郡山市

千葉県
奈良県

富津市
川西町

５級地
（６％）

茨城県
神奈川県

牛久市
逗子市

茨城県
埼玉県
千葉県
神奈川県
大阪府
兵庫県

日立市
朝霞市、新座市、ふじみ野市
佐倉市、市原市
平塚市、伊勢原市、寒川町
松原市
川西市、三田市

宮城県
茨城県
栃木県
埼玉県

千葉県
東京都
神奈川県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府

兵庫県
奈良県

仙台市
古河市、ひたちなか市、那珂市、大洗町、東海村、阿見町
宇都宮市
川越市、川口市、行田市、所沢市、加須市、東松山市、狭山市、
羽生市、越谷市、蕨市、戸田市、入間市、富士見市、三郷市、三芳町
木更津市、茂原市、柏市、八千代市、我孫子市、鎌ケ谷市、白井市
奥多摩町
秦野市、葉山町、清川村
静岡市、沼津市、御殿場市
瀬戸市、碧南市、西尾市、大府市、知多市、尾張旭市、長久手市
津市、四日市市
守山市、栗東市
宇治市、亀岡市、八幡市、京田辺市、南丹市
岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、富田林市、河内長野市、
和泉市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、
豊能町、忠岡町、千早赤阪村
伊丹市、猪名川町
大和高田市

埼玉県
千葉県
山梨県
滋賀県
京都府
奈良県

飯能市
君津市、長柄町、長南町
甲府市
野洲市
城陽市、久御山町
橿原市、御所市

神奈川県
京都府

山北町
宇治田原町

その他
（０％）

埼玉県
神奈川県
愛知県
大阪府

北本市、伊奈町
大磯町
大治町
能勢町

茨城県
埼玉県
新潟県
石川県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
奈良県
広島県
徳島県

笠間市
寄居町
新潟市
内灘町
田原市、設楽町、東栄町、豊根村
菰野町
湖南市、東近江市
大山崎町
三宅町
東広島市
徳島市

札幌市
名取市
結城市、下妻市、常総市、筑西市、坂東市、稲敷市、
桜川市、つくばみらい市、河内町、八千代町、五霞町、境町
栃木市、鹿沼市、日光市、小山市、真岡市、大田原市、さくら市、
壬生町
前橋市、伊勢崎市、太田市、渋川市、玉村町
熊谷市、深谷市、坂戸市、日高市、毛呂山町、越生町、滑川町、
嵐山町、川島町、吉見町、鳩山町、ときがわ町
東金市、八街市、富里市、山武市、大網白里市、栄町
瑞穂町
箱根町
富山市、南砺市
金沢市
福井市
長野市、松本市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市、
伊那市、下諏訪町
大垣市、高山市、多治見市、関市、羽島市、美濃加茂市、
各務原市、可児市、岐南町、笠松町、坂祝町
浜松市、三島市、富士宮市、島田市、富士市、磐田市、焼津市、
掛川市、藤枝市、袋井市、裾野市、湖西市、函南町、清水町、
長泉町、小山町、川根本町、森町
豊橋市、一宮市、半田市、豊川市、蒲郡市、犬山市、常滑市、
江南市、小牧市、新城市、東海市、高浜市、岩倉市、清須市、
豊山町、大口町、扶桑町、飛島村、阿久比町、東浦町、幸田町
名張市、いなべ市、伊賀市、木曽岬町、東員町、朝日町、川越町
長浜市、高島市、米原市、多賀町
井手町
姫路市、加古川市、三木市、高砂市、小野市、加西市、加東市、
稲美町、播磨町
桜井市、香芝市、葛城市、宇陀市、山添村、平群町、三郷町、
斑鳩町、安堵町、田原本町、曽爾村、明日香村、上牧町、王寺町、
広陵町、河合町
和歌山市、橋本市、紀の川市、岩出市、かつらぎ町
岡山市
廿日市市、海田町、熊野町、坂町
周南市
高松市
北九州市、飯塚市、筑紫野市、太宰府市、糸島市、那珂川町、粕屋町
佐賀市
長崎市

宮城県
群馬県
神奈川県
長野県
京都府
奈良県
広島県
山口県
福岡県

多賀城市、村田町、七ヶ浜町、利府町
桐生市、みどり市、榛東村、千代田町、大泉町
中井町、大井町
大町市、筑北村
土岐市、瑞穂市、海津市、笠置町、南山城村
五條市、吉野町
呉市、安芸太田町
岩国市
宇美町、志免町、須恵町,久山町

神奈川県
大阪府

小田原市
交野市

茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県

千葉県
東京都
神奈川県
岐阜県
愛知県

三重県
滋賀県
京都府
大阪府

兵庫県
奈良県
福岡県

龍ケ崎市、利根町
下野市、野木町
高崎市
春日部市、鴻巣市、上尾市、草加市、桶川市、久喜市、
八潮市、蓮田市、幸手市、吉川市、白岡市、宮代町、
杉戸町、松伏町
野田市、流山市、酒々井町
武蔵村山市
三浦市、二宮町
岐阜市
岡崎市、春日井市、津島市、安城市、稲沢市、知立市、日進市、
愛西市、北名古屋市、弥富市、みよし市、あま市、東郷町、蟹江町
桑名市、亀山市
彦根市、甲賀市
向日市、長岡京市、木津川市、精華町
柏原市、泉南市、四條畷市、阪南市、熊取町、田尻町、
岬町、太子町、河南町
明石市
生駒市
春日市、大野城市、福津市

北海道
宮城県
茨城県

栃木県

群馬県
埼玉県

千葉県
東京都
神奈川県
富山県
石川県
福井県
長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県
滋賀県
京都府
兵庫県

奈良県

和歌山県
岡山県
広島県
山口県
香川県
福岡県
佐賀県
長崎県

東京都 東大和市

現
行
の
障
害
者
の
地
域
区
分

全ての都道府県１級地から７級地以外の地域

見直し後の障害者の地域区分

１級地
（２０％）

２級地
（１６％）

３級地
（１５％）

４級地
（１２％）

５級地
（１０％）

６級地
（６％）

７級地
（３％）

その他
（０％）

６級地
（３％）
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○ 地域区分の見直しによる報酬１単位単価の見直し（障害児サービス） 
 
〔見直し後の１単位単価〕【現行と平成 30年度以降】 
 
＜現行＞                       ＜平成 30 年度以降＞  

 

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他 １級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他
20% 16% 15% 12% 10% 6% 3% 0% 20% 16% 15% 12% 10% 6% 3% 0%

11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円 11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

11.52円 11.22円 11.14円 10.91円 10.76円 10.46円 10.23円 10円 11.52円 11.22円 11.14円 10.91円 10.76円 10.46円 10.23円 10円

11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

11.52円 11.22円 11.14円 10.91円 10.76円 10.46円 10.23円 10円 11.52円 11.22円 11.14円 10.91円 10.76円 10.46円 10.23円 10円

11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円 11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

11.12円 10.90円 10.84円 10.67円 10.56円 10.33円 10.17円 10円 11.12円 10.90円 10.84円 10.67円 10.56円 10.33円 10.17円 10円

11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円 11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

11.22円 10.98円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円 11.22円 10.98円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円

併設する施設が主たる施設の
場合

11.10円 10.88円 10.83円 10.66円 10.55円 10.33円 10.17円 10円
併設する施設が主たる施設の
場合

11.10円 10.88円 10.83円 10.66円 10.55円 10.33円 10.17円 10円

当該施設が主たる施設の場合
又は単独施設の場合

11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円
当該施設が主たる施設の場合
又は単独施設の場合

11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

当該施設が主たる施設の場合 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 当該施設が主たる施設の場合 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

当該施設が単独施設の場合 11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円 当該施設が単独施設の場合 11.24円 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

併設する施設が主たる施設の
場合

11.28円 11.02円 10.97円 10.77円 10.64円 10.39円 10.19円 10円
併設する施設が主たる施設の
場合

11.28円 11.02円 10.97円 10.77円 10.64円 10.39円 10.19円 10円

11.22円 10.98円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円 11.22円 10.98円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円

11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

障
害
児
通
所
支
援

児童発
達支援

医療型児童発達支援（含：指定発達支援医療機関）

（新設）

10円

放課後
等デイ
サービ

ス

重症心身障害児以外の障害児の場合

主たる対象が重症心身障害児の場合

保育所等訪問支援

当該施設が主たる施設の場合又は単独
施設の場合

重症心身障害児の場合

児童発達支援センターの場合

児童発達支援センター以外の指定児童発達支援
事業所の場合

主たる対象が重症心身障害児の場合

10円

障害児相談支援

肢体不自由児の場合

医療型
（含：指
定発達
支援医
療機関）

自閉症児の場合 10円

肢体不自由児の場合 10円

障
害
児
入
所
支
援

盲
ろ
う
あ
児
の
場
合

盲児

ろうあ児

自閉症児の場合

福祉型

知的障
害児の
場合

併設する施設が主たる施設の場合

障
害
児
通
所
支
援

児童発
達支援

児童発達支援センターの場合

児童発達支援センター以外の指定児童発達支援
事業所の場合

主たる対象が重症心身障害児の場合

医療型児童発達支援（含：指定発達支援医療機関）

居宅訪問型児童発達支援

10円

放課後
等デイ
サービ

ス

重症心身障害児以外の障害児の場合

主たる対象が重症心身障害児の場合

保育所等訪問支援

障害児相談支援

自閉症児の場合

盲
ろ
う
あ
児
の
場
合

盲児

ろうあ児

肢体不自由児の場合

医療型
（含：指
定発達
支援医
療機関）

自閉症児の場合

障
害
児
入
所
支
援

福祉型

知的障
害児の
場合

併設する施設が主たる施設の場合

当該施設が主たる施設の場合又は単独
施設の場合

10円

肢体不自由児の場合 10円

重症心身障害児の場合 10円
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○ 平成 30～32 年度における地域区分の適用地域（障害児サービス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１級地
（２０％）

東京都 特別区

２級地
（１６％）

千葉県
東京都

神奈川県
大阪府

袖ケ浦市、印西市
武蔵野市、町田市、国分寺市、狛江市、
清瀬市、東久留米市、多摩市
横浜市、川崎市
大阪市

埼玉県
東京都
大阪府

和光市
調布市、小平市、日野市
守口市

茨城県
神奈川県

取手市、つくば市
厚木市

愛知県 刈谷市、豊田市

３級地
（１５％）

埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
愛知県
大阪府
兵庫県

さいたま市
千葉市、成田市、習志野市、八千代市
八王子市、青梅市、府中市、国立市、福生市、
稲城市、西東京市
鎌倉市
名古屋市
大東市、門真市
西宮市、芦屋市、宝塚市

埼玉県
東京都
大阪府

志木市
東村山市
池田市、高槻市

茨城県
愛知県

守谷市
豊明市

４級地
（１２％）

茨城県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
大阪府
兵庫県

牛久市
東松山市、朝霞市
船橋市、浦安市
立川市、昭島市、東大和市
相模原市、藤沢市
豊中市、吹田市、寝屋川市、箕面市
神戸市

神奈川県
大阪府

海老名市、座間市、綾瀬市
羽曳野市、高石市

三重県
京都府

鈴鹿市
京田辺市

奈良県 天理市

５級地
（１０％）

東京都 三鷹市、小金井市 神奈川県 逗子市 茨城県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県

愛知県
滋賀県
京都府
大阪府

兵庫県
広島県
福岡県

水戸市、日立市、土浦市、龍ヶ崎市
新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町
市川市、松戸市、佐倉市、市原市、四街道市
あきる野市
横須賀市、平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、
大和市、寒川町
西尾市
大津市、草津市
京都市
堺市、枚方市、茨木市、八尾市、松原市、摂津市、
東大阪市、交野市
尼崎市、伊丹市、川西市、三田市
広島市、府中町
福岡市

埼玉県
愛知県
三重県
滋賀県
大阪府
奈良県
福岡県

坂戸市、鶴ヶ島市
知多市、みよし市
四日市市
栗東市
柏原市
奈良市、大和郡山市
春日市、福津市

千葉県 富津市 宮城県 多賀城市

６級地
（６％）

神奈川県 伊勢原市 宮城県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県

千葉県
神奈川県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県

三重県
滋賀県
京都府
大阪府

兵庫県
奈良県
和歌山県
福岡県

仙台市
古河市、ひたちなか市
宇都宮市、大田原市、下野市
高崎市
川越市、川口市、行田市、所沢市、加須市、春日部市、
狭山市、羽生市、鴻巣市、上尾市、草加市、越谷市、
蕨市、戸田市、入間市、久喜市、三郷市、滑川町、杉戸町
野田市、茂原市、柏市、流山市、白井市、酒々井町、栄町
三浦市、秦野市、葉山町、二宮町
塩尻市
岐阜市
静岡市、沼津市、御殿場市
岡崎市、瀬戸市、春日井市、豊川市、津島市、碧南市、
安城市、大府市、弥富市
津市、桑名市、亀山市
彦根市、守山市、甲賀市
宇治市、亀岡市、向日市、長岡京市、木津川市
岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、富田林市、
河内長野市、和泉市、藤井寺市、泉南市、大阪狭山市、
阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町、太子町
明石市
大和高田市
和歌山市、橋本市
太宰府市、糸島市、粕屋町

埼玉県
千葉県
山梨県
静岡県
愛知県
兵庫県
奈良県
香川県

飯能市、深谷市、鳩山町
東金市
甲府市
磐田市
犬山市、江南市、田原市、豊山町
赤穂市
橿原市、香芝市、王寺町
高松市

茨城県
福岡県

神栖市
新宮町

７級地
（３％）

東京都
愛知県
大阪府

武蔵村山市
稲沢市、知立市、愛西市
四條畷市

北海道
宮城県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
新潟県
富山県
石川県
福井県
長野県
岐阜県
静岡県

愛知県
三重県
滋賀県
兵庫県
奈良県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
福岡県
長崎県

札幌市
名取市
笠間市、筑西市
栃木市、鹿沼市、小山市、真岡市
前橋市、太田市、渋川市
熊谷市
木更津市、君津市、八街市
新潟市
富山市
金沢市、内灘町
福井市
長野市、松本市、諏訪市、伊那市
大垣市、多治見市、美濃加茂市、各務原市、可児市
浜松市、三島市、富士宮市、富士市、焼津市、
掛川市、藤枝市、袋井市
豊橋市、一宮市、半田市、常滑市、小牧市、東海市、飛島村
名張市、伊賀市
長浜市、東近江市
姫路市、加古川市、三木市
桜井市、宇陀市、斑鳩町
岡山市
三原市、東広島市、廿日市市、海田町、坂町
周南市
徳島市
北九州市、筑紫野市
長崎市

茨城県
山梨県
徳島県
香川県
福岡県

鹿嶋市
南アルプス市
鳴門市、阿南市
坂出市
宇美町

その他
（０％）

神奈川県 愛川町 茨城県
栃木県
埼玉県

東京都
神奈川県
愛知県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
福岡県

利根町
野木町
桶川市、北本市、八潮市、蓮田市、幸手市、吉川市、
白岡市、伊奈町、宮代町、松伏町
奥多摩町
大磯町、清川村
北名古屋市、あま市、大治町、蟹江町
八幡市、精華町
島本町、能勢町、河南町、千早赤阪村
猪名川町
生駒市
大野城市

茨城県

栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
静岡県
愛知県

三重県
滋賀県
京都府
大阪府
奈良県

福岡県

結城市、那珂市、坂東市、稲敷市、阿見町、河内町、
八千代町、五霞町、境町
日光市、さくら市、壬生町
伊勢崎市
日高市、毛呂山町、越生町、吉見町、寄居町
長柄町、長南町
羽村市、瑞穂町、日の出町、檜原村
箱根町
小山町、川根本町、森町
尾張旭市、高浜市、日進市、清須市、長久手市、東郷町、
阿久比町、東浦町、幸田町、設楽町、東栄町、豊根村
いなべ市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町
野洲市、湖南市
城陽市、大山崎町、久御山町
豊能町
御所市、葛城市、山添村、平群町、三郷町、安堵町、
川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、明日香村、
上牧町、広陵町、河合町
飯塚市

現
行
の
障
害
児
の
地
域
区
分

全ての都道府県１級地から７級地以外の地域

見直し後の障害児の地域区分

１級地
（２０％）

２級地
（１６％）

３級地
（１５％）

４級地
（１２％）

５級地
（１０％）

６級地
（６％）

７級地
（３％）

その他
（０％）
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２ 改正障害者総合支援法の施行について 

 

（１）高額障害福祉サービス等給付費の支給対象の拡大について 

   平成 28 年５月 25 日に可決成立し、同年６月３日付けで公布された「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉

法の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 65 号。以下「改正法」という。）

については、平成 30 年４月１日から施行することとされている。 

この改正法において、高額障害福祉サービス等給付費の支給対象を拡大

（改正法第 76 条の２第１項関係）し、介護保険サービスの利用者負担を軽

減することとしているが、この対象となる者は、第 85 回社会保障審議会障

害者部会でお示ししたとおりであるので、ご承知置きいただきたい。（関連

資料１） 

また、併せてこの介護保険サービスの利用者負担軽減措置の広報用資料

を作成したところであるので、必要に応じてご活用いただきたい。（関連資

料２） 

 

（２）障害福祉サービス等情報公表制度について 

     改正障害者総合支援法等により、新たに創設された「障害福祉サービス

等情報公表制度」がこの４月から施行される。 

本制度は、利用者の障害福祉サービス等の選択に資するよう、 

・事業者に対し、障害福祉サービス等情報の都道府県知事等への報告 

・都道府県知事等に対し、事業者から報告を受けた当該情報の公表 

を義務付けるものであり、都道府県等においては本制度の施行に向け、事

務を行う体制を整備する必要がある。 

なお、障害福祉サービス等情報の公表については、インターネットによ

り一括して行うこととし、現在、独立行政法人福祉医療機構が提供してい

る「障害福祉サービス事業所情報検索システム」を今年度中に改修し、全

国一元的なシステムとして、新たに「障害福祉サービス等情報公表システ

ム」を立ち上げる予定としている（関連資料３）。 

当該システムの運用に係る今後の予定等については、平成 30 年２月９日

付け事務連絡「障害福祉サービス等情報公表制度の施行について（依頼）」

（関連資料４）等にて、既に連絡しているところであるが、３月中には当

該システムの操作マニュアルを配布したいと考えており、本制度が円滑に

実施できるよう、各都道府県等におかれては、制度施行に向けた体制を組

んでいただくとともに、事業者等への周知をお願いする。 
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介護保険事業所

○ 障害福祉サ―ビスに相当するサービスが介護保険法にある場合は、介護保険サービスの利用が優先されることになっている。

高齢障害者が介護保険サービスを利用する場合、障害福祉制度と介護保険制度の利用者負担上限が異なるために利用者負

担（１割）が新たに生じることや、これまで利用していた障害福祉サービス事業所とは別の介護保険事業所を利用することになる

場合があることといった課題が指摘されている。

○ このため、65歳に至るまで相当の長期間にわたり障害福祉サービスを利用していた一定の高齢障害者に対し、介護保険サービ
スの利用者負担が軽減されるよう障害福祉制度により利用者負担を軽減（償還）する仕組みを設け、障害福祉サービス事業所
が介護保険事業所になりやすくする等の見直しを行い、介護保険サービスの円滑な利用を促進する。

○ 一定の高齢障害者に対し、一般高齢者との公平
性を踏まえ、介護保険サービスの利用者負担を軽
減（償還）できる仕組みを設ける。

【対象者】
・ 65歳に至るまで相当の長期間にわたり障害福祉
サービスを受けていた障害者
・ 障害福祉サービスに相当する介護保険サービス
を利用する場合
・ 一定程度以上の障害支援区分
・ 低所得者

（具体的な要件は、今後政令で定める。）

※ この他、障害福祉サービス事業所が介護保険
事業所になりやすくする等の見直しを行い、介
護保険サービスの円滑な利用を促進する。

高齢障害者の介護保険サービスの円滑な利用

障害福祉サービス事業所

障害福祉サービス事業所
かつ

介護保険事業所

［利用者負担］
ゼロ （低所得者）

［利用者負担］
１割

介護保険事業所になり
やすくする等の仕組み

一定の高齢障害者に対し
利用者負担を軽減（償還）

具体的内容 65歳未満

［利用者負担］
１割

65歳以上 ※介護保険が優先

介護保険サービスの
円滑な利用を促進

第80回部会資料

1

関連資料１
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障害福祉サービスを利用してきた方が、65歳という年齢に到達したというだけで利用者負担が増加してしまうという事態を解消す
るため、利用者負担を軽減し、１割をゼロに（償還）する。

高齢障害者の介護保険サービスの利用者負担軽減措置の検討事項

概 要

第七十六条の二 市町村は、次に掲げる者が受けた障害福祉サービス及び介護保険法第二十四条第二項に規定する介護給
付等対象サービスのうち政令で定めるもの並びに補装具の購入等に要した費用の合計額（それぞれ厚生労働大臣が定める
基準により算定した費用の額（その額が現に要した費用の額を超えるときは、当該現に要した額）の合計額を限度とする。）か
ら当該費用につき支給された介護給付費等及び同法第二十条に規定する介護給付等のうち政令で定めるもの並びに補装具
費の合計額を控除して得た額が、著しく高額であるときは、当該者に対し、高額障害福祉サービス等給付費を支給する。
一 支給決定障害者等
二 ①六十五歳に達する前に長期間にわたり②障害福祉サービス（介護保険法第二十四条第二項に規定する介護給付等
対象サービスに相当するものとして政令で定めるものに限る。）に係る支給決定を受けていた障害者であって、②同項に規定
する介護給付等対象サービス（障害福祉サービスに相当するものとして政令で定めるものに限る。）を受けているもの（支給
決定を受けていない者に限る。）のうち、当該障害者の③所得の状況及び④障害の程度⑤その他の事情を勘案して政令で
定めるもの

法の条文

（「65歳に達する前に長期間にわたり」）
65歳に達する日前５年間にわたり、相当する障害福祉サービスに係る支給決定を受けていたことを要件とする。

※ただし、65歳に達する日前５年間において、入院その他やむを得ない事由により相当障害福祉サービスに係る支給決定を受けなかった期間がある
場合において、その期間以外の期間において、相当障害福祉サービスに係る支給決定を受けていたときは、当該要件を満たすものとする。

対象者の具体的要件①

2
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対象者の具体的要件②

【居宅介護】
【重度訪問介護】

【生活介護】 【短期入所】

相当障害福祉サービス 相当介護保険サービス

【訪問介護】
【通所介護】
【地域密着型通
所介護】

（離島等で行われる、これらに係る基準該当サービスを含む。） （離島等で行われる、これらに相当するサービスを含む。）
（介護予防サービスは含まない。）

（「所得の状況」）
65歳に達する日の前日において「低所得」又は「生活保護」に該当し、65歳以降に利用者負担の軽減の申請をする際にも「低
所得」又は「生活保護」に該当することを要件とする。

対象者の具体的要件③

（「障害の程度」）
65歳に達する日の前日において障害支援区分２以上であったことを要件とする。

対象者の具体的要件④

【短期入所生
活介護】

【小規模多機能
型居宅介護】

（「相当障害福祉サービス、相当介護保険サービス」）
今回の利用者負担軽減の対象となるサービス（「相当障害福祉サービス」及び「相当介護保険サービス」）は以下のとおり。
（「相当障害福祉サービス、相当介護保険サービス」）
今回の利用者負担軽減の対象となるサービス（「相当障害福祉サービス」及び「相当介護保険サービス」）は以下のとおり。

※65歳までの５年間にわたり「相当障害福祉サービス」を利用して（=支給決定を受けて）いた者が、65歳以降にこれに対応する「相当介護保険サー
ビス」以外の「相当介護保険サービス」を利用した場合にも利用者負担を軽減。

3
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（「その他の事情」）
65歳まで介護保険サービスを利用してこなかったことを要件とする。

※今般の法改正の趣旨は、いわゆる「65歳問題」、つまり①長年（5年以上）にわたり、障害福祉サービスを利用してきた障害者が、②“65歳”という年
齢に達したことのみで、利用者負担（1割）が発生することに対応することであるため、65歳になる前から介護保険サービスを利用していた方は対象と
しない。

対象者の具体的要件⑤

4
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65歳になるまでに５年以上、特定の障害福祉サービスを利用
していた方で一定の要件を満たす場合は、介護保険移行後に利用
した相当（類似）する介護保険サービスの利用者負担が償還され
ます。

償還の流れ

65歳に達する前５年以上
対象の障害福祉サービスを利用

対象の介護保険
サービスを利用

利用者負担を事業所等に支払

利用者負担の償還

償還を受けるには、事前に
市町村障害福祉担当課への
申請書の提出が必要です。

要件に該当することを申告し、
市町村から決定を受ける

必要があります。

対象のサービス

ホーム
ヘルプ

デイ
サービス

ショート
ステイ

詳細は裏面をご覧下さい

介護保険
へ移行

関連資料２
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対象となる方

次の①～④を全て満たす方

① 65歳に達する日前５年間、特定の障害福祉サービス（ホームヘルプ、デイ

サービス、ショートステイ）の支給決定を受けており、介護保険移行後、こ
れらに相当する介護保険サービスを利用すること。

② 利用者の方とその配偶者の方が、当該利用者が65歳に達する日の前
日の属する年度（65 歳に達する日の前日が４月から６月までの場合
にあっては、前年度）において市町村民税非課税者又は生活保護受
給者等であったこと。（申請時も同様。）

③ 障害支援区分（障害程度区分）が区分２以上であったこと。

④ 65 歳に達するまでに介護保険法による保険給付を受けていないこと。

よくある質問

Ｑ 申請時に、どういった書類が必要になりますか？
Ａ 申請を受け付ける市町村によって異なりますが、過去の障害福祉サービスの

支給決定通知書や介護保険サービス事業所より発行される領収書等の添付を求
められることがあります。

なお、上記の書類がなくても申請可能な場合もありますので、詳細はお住ま
いの市町村障害福祉担当課までお問い合わせください。

Ｑ 63歳の時に入院して、障害福祉サービスを利用していない期間があります。
この制度の対象になりますか？

Ａ 長期入院等のやむを得ない事由により、障害福祉サービスの支給決定を受け
ていなかった場合など、この制度の対象になる場合があります。

Q A
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障害福祉サービス等情報公表制度
の施行について

関
連
資
料
３
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利
用
者

障害福祉サービス等の施設・事業者 都道府県

閲覧
（インターネット）

○障害福祉サービス等情報の
公表
施設・事業者から報告された情報
を集約し、公表。

反映

＜障害福祉サービス等情報＞

■基本情報
（例）事業所等の所在地

従業員数
営業時間
事業所の事業内容 など

■運営情報
障害福祉サービス等に関する具体的な
取組の状況
（例）関係機関との連携

苦情対応の状況
安全管理等の取組状況 など

■都道府県が必要と認める事項（任意）

必要に
応じて
調査

報告

○ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加する中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを選
択できるようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が重要な課題となっている。

○ このため、平成28年５月に成立した障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律において①事業者に
対して障害福祉サービスの内容等を都道府県知事へ報告することを求めるとともに、②都道府県知事が報告された内
容を公表する仕組みを創設し、利用者による個々のニーズに応じた良質なサービスの選択に資すること等を目的とする
（平成30年４月施行）。

○障害福祉サービス等情報の調査

新規指定時、指定更新時、虚偽報告が

疑われる場合などにおいて、必要に応
じ訪問調査を実施し、結果を公表に反
映。

障害福祉サービス等情報公表制度の概要

１．趣旨・目的

１
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２．実施主体

○ 都道府県、指定都市、中核市を実施主体とする。
※１ 指定相談支援及び指定障害児相談支援事業者の情報については、市区町村（指定都市、中核市を除く）分も、都道府県が公表を行う。

※２ 指定障害児入所施設等及び指定障害児通所支援事業者の情報については、中核市分も、都道府県が公表を行う。ただし、児童相談所設置市

については、指定障害児入所施設等、指定障害児通所支援及び指定障害児相談支援事業者の情報の公表を行う。

都道府県 指定都市 中核市

障
害
者

サ
ー
ビ
ス

指定障害福祉サービス ○ ○ ○

指定障害者支援施設 ○ ○ ○

指定地域相談支援 ○ ○ ○

指定計画相談支援 ○（※１） ○ ○

障
害
児

サ
ー
ビ
ス

指定障害児入所施設等 ○ ○ ×（※２）

指定障害児通所支援 ○ ○ ×（※２）

指定障害児相談支援 ○（※１） ○ ○

３．公表対象となる事業者

① 下記に記載のサービス（基準該当サービスは除く）の指定を受けている事業者。
② 当年度中に下記に記載のサービスについて、新規に指定を受けてサービスを提供しようとする事業者

１．居宅介護 11．自立訓練（機能訓練） 21．地域相談支援（地域定着支援）

２．重度訪問介護 12．自立訓練（生活訓練） 22．福祉型障害児入所施設

３．同行援護 13．宿泊型自立訓練 23．医療型障害児入所施設

４．行動援護 14．就労移行支援 24．児童発達支援

５．療養介護 15．就労継続支援Ａ型 25．医療型児童発達支援

６．生活介護 16．就労継続支援Ｂ型 26．居宅訪問型児童発達支援

７．短期入所 17．就労定着支援 27．放課後等デイサービス

８．重度障害者等包括支援 18．自立生活援助 28．保育所等訪問支援

９．共同生活援助 19．計画相談支援 29．障害児相談支援

10．施設入所支援 20．地域相談支援（地域移行支援） ２
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４．報告・公表事項

○ 報告・公表事項については、利用者の個々のニーズに応じた事業者等の選択や事業所等における適正なサービ
ス提供の推進に資する情報とし、厚生労働省令等で定める。

○ 報告・公表事項には大きく「①基本情報」、「②運営情報」から構成。
「①基本情報」は、法人・事業所等の所在地、電話番号、従業者数、サービスの内容等の基本的な情報。

「②運営情報」は、利用者の権利擁護の取組、サービスの質の確保の取組、適切な事業運営・管理の体制等の障
害福祉サービス等の運営に関する情報。

※ 報告・公表事項の詳細については、別添を参照。

主な報告・公表事項

①基本情報

法 人
○ 事業所等を運営する法人等に関する事項

・ 名称、所在地、代表者の氏名、設立年月日 等

事業所等

○ サービスを提供する事業所等に関する事項

・ 名称、所在地、管理者の氏名、事業開始年月日、利用交通手段、財務状況 等

○ サービスに従事する従業者に関する事項

・ 従業者数、勤務形態、労働時間、経験年数 等

○ サービスの内容に関する事項

・ 運営方針、サービスの内容、サービスの提供実績 等

○ 利用料等に関する事項 など

②運営情報

○ 利用者の権利擁護の取組

○ サービスの質の確保の取組

○ 相談・苦情等への対応

○ サービスの評価、改善等の取組

○ 外部の者等との連携

○ 適切な事業運営・管理の体制

○ 安全・衛生管理等の体制

○ 情報の管理、個人情報保護等の取組

○ その他（従業者の研修の状況等） など
３
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５．事業者における障害福祉サービス等情報の報告手続き

（１） 障害福祉サービス等情報の報告時期
・ 指定障害福祉サービス等事業者（以下「事業者」という。）は、障害福祉サービス等の提供を開始しようとすると
き及び毎年度各都道府県等において定める時点において、当該サービス等を提供する事業所・施設の所在地を
管轄する都道府県等に対し、障害福祉サービス等事業所情報の報告を行う。

（２） 障害福祉サービス等情報の報告方法
・ 今般の情報公表制度の創設に当たっては、利用者等がインターネット上でいつでも事業者の情報にアクセスす
ることができるよう、全国一元的なシステムを整備する。

・ 具体的には、現在、独立行政法人福祉医療機構の総合情報サイト（ＷＡＭＮＥＴ）上で展開されている「障害福
祉サービス事業所情報検索システム」について、平成29年度中に障害福祉サービス等情報公表制度の内容に
沿った改修を行い、新たに「障害福祉サービス等情報公表システム」を立ち上げる予定。

・ 事業者は、原則、当該システムを通じ障害福祉サービス等情報を入力し、都道府県等へ報告する。

※ 平成30年４月から報告の受付開始予定。

６．都道府県等における障害福祉サービス等情報の公表手続き

（１） 障害福祉サービス等情報の公表時期
・ 都道府県等は、事業者から報告された障害福祉サービス等情報について、速やかに公表するものとする。

※ ただし、平成30年度については、原則として平成30年９月に全国一斉に公表することを想定。

（２） 障害福祉サービス等情報の公表方法
・ 都道府県等は、事業者から報告された障害福祉サービス等情報について、「障害福祉サービス等情報公表シ
ステム（仮称）」上で受理・確認し、当該システムにより公表する。

※ なお、事業者からの報告内容に、虚偽報告が疑われる場合等においては、必要に応じて訪問調査を実施し、結果を公表する。

【障害福祉サービス等情報公表制度の施行に伴う都道府県等における具体的業務の例】
・ 情報公表制度の周知
・ システムを通じて、事業者から報告された障害福祉サービス等情報の、受理、確認及び公表作業
・ 事業者からの疑義照会
・ 事業者への報告依頼、督促等
・ 事業者からの報告内容に、虚偽報告が疑われる場合等における調査（調査結果に基づく改善命令、命令に従わない場合の指定取消） 等

４
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７．障害福祉サービス等情報の公表までのスケジュール（案）

５

※ スケジュールについては、今後変更がありうる。

都道府県
（指定都市・中核市を含む）

５月

（独）福祉医療機構

事業者　

９月

平成29年度 平成30年度

７月 ８月12月 １月 ２月 ３月 ４月 ６月

都道府県・事業者へ

システム利用に係る

ＩＤ等の発行

システム改修等

システムに都道府県の

メールアドレス登録

システムに事業者の

メールアドレス登録
都道府県等へ報告

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
情
報
の
公
表
開
始

受理・確認

システム運用

試
行
運
用
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情報公表システムによる報告・公表までの処理フロー

【参考】 障害福祉サービス等情報公表システムの概要

○ 障害福祉サービス等情報の公表にあたっては、利用者等の利便性を確保するために、全国一律のシステムを構

築し、インターネット上で全国の施設・事業所における障害福祉サービス等情報が閲覧・検索できるようにする。

○ また、事業者による障害福祉サービス等情報の都道府県知事等への報告、各都道府県等における当該報告の

受理、確認及び公表についても、当該システムを通じて行う。

WAM NET事業者

Web
報告画面

障害福祉サービス
等公表データ

データベースに保存

障害福祉サービス
等公表データ
（公開）

一般利用者 都道府県等

公表データの確認と
承認画面

承認されたデータが、
定期バッチにより公開

事業者情報
詳細画面

報告

閲覧・検索

受理、確認、承認（公表）

① 事業者は、障害福祉サービス等情報を、本システムへWeb登録画面より報告する。

② 報告された障害福祉サービス等情報は、サーバ上で公表データとしてデータベースに保存される。

③ 都道府県等担当は、本システムを利用し、事業者から報告された公表データを受理・確認し、承認する。承認された公表データは、

公開用データベース上で公開され、インターネットにおいて一般利用者が閲覧・検索できる。

６
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【別添】

イ　法人等の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先 法人等の名称、主たる事業所の所在地及び電話番号その他の連絡先

・法人等の種類

・法人等の名称

・法人番号

・法人等の主たる事務所の所在地（〒）

・電話番号

・FAX番号

・ホームページ（URL）

ロ　法人等の代表者の氏名及び職名 法人等の代表者の氏名及び職名

・氏名

・職名

ハ　法人等の設立年月日 法人等の設立年月日

・サービスの種類

・か所数

・主な事業所等の名称

・所在地

イ　事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先

・事業所等の名称

・事業所等の所在地

・市区町村コード

・電話番号

・FAX番号

・ホームページ（URL）

従たる事業所の有無

ロ　事業所番号

ハ　事業所等の管理者の氏名及び職名 事業所等の管理者の氏名及び職名

・氏名

・職名

事業の開始年月日若しくは開始予定年月日及び指定を受けた年月日

・事業の開始（予定）年月日

・指定の年月日

・指定の更新年月日

・事業活動計算書（損益計算書）

・資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）

・貸借対照表（バランスシート）

社会福祉士及び介護福祉士法第48条３に規定する登録喀痰吸引等事業者

二　当該報告に係るサービスを提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項

１．事業所等を運営する法人等に関する事項

障害福祉サービス等情報公表制度の公表事項（案）について

障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 障害福祉サービス等情報公表システム（仮称）

別表第一 基本情報

一　事業所等を運営する法人等に関する事項

ニ　法人等がサービスを提供し、又は提供しようとする事業所等の所在地を管轄
する都道府県の区域内において提供するサービス

法人等が都道府県内で実施するサービス

ホ　その他サービスの種類に応じて必要な事項　

ト　その他サービスの種類に応じて必要な事項

サービス別の項目

ホ　事業所等までの主な利用交通手段 事業所等までの主な利用交通手段

ヘ　事業所等の財務状況 事業所等の財務状況（財務諸表等による直近年度の決算資料）　

指定事業所番号

ニ　当該報告に係る事業の開始年月日若しくは開始予定年月日及び指定を受け
た年月日（指定の更新を受けた場合にはその直近の年月日）

・E-mail

所在地

２．障害福祉サービス等を提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項

1
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障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 障害福祉サービス等情報公表システム（仮称）

職種別の従事者の数、勤務形態、労働時間、従業者１人当たりの利用者数等

・実人数

・職種

・常勤換算人数

・１週間のうち、常勤の従事者が勤務すべき時間数

・福祉・介護職員の常勤換算人数

・利用実人員

・福祉・介護職員1人当たりの１か月の利用実人員数

・資格等を有している従業者の数

・管理者の他の職務との兼務の有無

ハ　従業者の当該報告に係るサービスの業務に従事した経験年数等 従業者の当該報告に係る障害福祉サービス等の業務に従事した経験年数等

・前年度の採用者数

・前年度の退職者数

・業務に従事した経験年数別の人数

　 従業者の健康診断の実施状況

・研修実施計画の有無

・事業所等で実施している従事者の資質向上に向けた研修等の実施状況

・意思決定支援に関する研修の実施状況

・従業者に対する虐待防止研修の実施状況

・喀痰吸引等研修の修了者数

・強度行動障害支援者養成研修の修了者数

・行動援護従業者養成研修課程の修了者数

四　サービスの内容に関する事項 ４．障害福祉サービス等の内容に関する事項

事業所等の運営に関する方針

ロ　当該報告に係るサービスの内容等 サービスを提供している日時

・事業所の営業時間

・利用可能な時間帯

・サービス提供所要時間

事業所等が通常時に障害福祉サービス等を提供する地域

サービスの内容等

・主たる対象とする障害の種類

・利用者の送迎の実施

・協力医療機関

・利用定員

・利用実人員

・医療的ケアを必要とする利用者の受入体制

・建物の構造

・送迎車両の有無

・便所の設置数

・浴室の設備の状況

・消火設備等の状況

・防犯システム、機器の状況

・バリアフリーの対応状況

・福祉用具の設置状況

三　事業所等においてサービスに従事する従業者に関する事項

ホ　従業者の教育訓練、研修その他の従業者の資質向上に向けた取組の実施
状況

３．事業所等においてサービスに従事する従業者に関する事項

イ　職種別の従業者の数

ロ　従業者の勤務形態、労働時間、従事者一人当たりの利用者等

従業者の教育訓練のための制度、研修その他の従事者の資質向上に向けた取組の
実施状況

ヘ　その他サービスの種類に応じて必要な事項 サービス別の項目　

サービスを提供する事業所、設備等の状況

・サービス等報酬の加算状況

ニ　従業者の健康診断の実施状況

イ　事業所等の運営に関する方針

2
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障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 障害福祉サービス等情報公表システム（仮称）

ハ　当該報告に係るサービスの利用者等への提供実績 障害福祉サービス等の利用者への提供実績

・利用者の人数（区分別）

ニ　利用者等からの苦情に対応する窓口等の状況 利用者等からの苦情に対する窓口等の状況

・窓口の名称

・電話番号

・対応している時間

・苦情処理結果の開示状況

・損害賠償保険の加入状況

ヘ　事業所等のサービスの提供内容に関する特色等 障害福祉サービス等の提供内容に関する特色等

・その内容

ト　利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等 利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等

・第三者による評価の実施(受審）状況

五　当該報告に係るサービスを利用するに当たっての利用料等に関する事項 ５．障害福祉サービス等を利用するに当たっての利用料等に関する事項

障害福祉サービス等給付以外のサービスに要する費用

・食事の提供により要する費用の徴収状況

・創作的活動に係る材料費の徴収状況

・家賃の徴収状況

・日用品費の徴収状況

六　その他都道府県知事が必要と認める事項

(1)障害福祉サービス等の内容に関する事項

ハ　利用者等に対する利用者等が負担する利用料に関する説明の実施の状況

ニ　利用者等に関する情報の把握及び課題の分析の実施の状況 ・利用者等に関する情報の把握及び課題の分析の実施の状況

ロ　利用者等のプライバシーの保護のための取組の状況 ・利用者等のプライバシーの保護のための取組の状況

相談、苦情等の対応のための取組の状況 ・相談、苦情等の対応のための取組の状況

イ　サービスの提供状況の把握のための取組の状況 ・サービスの提供状況の把握のための取組の状況

ロ　サービスに係る計画等の見直しの実施の状況 ・サービスに係る計画等の見直しの実施の状況

イ　相談支援専門員等との連携の状況 ・相談支援専門員等との連携の状況

ロ　主治の医師等との連携の状況 ・主治の医師等との連携の状況

障害福祉サービス等の提供により賠償すべき事故が発生したときの対応の仕組み

・利用者アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組の状況

ホ　当該報告に係るサービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対
応に関する事項

二　利用者本位のサービスの質の確保のために講じている措置

第一　サービスの内容に関する事項 ６．事業所等運営の状況

一　サービスの提供開始時における利用者等に対する説明及び契約等に当たり、
利用者等の権利擁護等のために講じている措置

利用者本位の障害福祉サービス等の質の確保のために講じている措置

チ　その他サービスの種類に応じて必要な事項　 サービス別の項目　

・利用者の選定により、通常の事業の実施地域以外の地域の利用者に対して
サービスを提供に要した交通費の徴収状況

・利用者の選定により、送迎を事業所等が提供する場合に係る費用の徴収状況

・光熱水費の徴収状況

・当該サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要とな
るものに係る費用（日常生活費）の徴収状況

・当該サービスにおいて提供される便宜のうち、その他の日常生活費とは区分さ
れるべき費用(例：預り金の出納管理等）の徴収状況

別表第二 運用情報

イ　重度の肢体不自由等の常時介護を要する利用者に対するサービスの質の確
保のための取組の状況

イ　利用者等の状態に応じた当該サービスに係る計画の作成及び利用者等の同
意の取得の状況

ロ　サービス提供開始時における利用者等に対する説明及び利用者等の同意の
取得の状況

・サービス提供開始時における利用者等に対する説明及び利用者等の同意の
取得の状況

・利用者等の状態に応じた当該サービスに係る計画の作成及び利用者等の同
意の取得の状況

障害福祉サービス等の内容の評価、改善等のために講じている措置

障害福祉サービス等の質の確保、透明性の確保等のために実施している外部
の者等との連携

・利用者等に対する利用者等が負担する利用料に関する説明の実施の状況

障害福祉サービス等の提供開始時における利用者等に対する説明及び契約等
に当たり、利用者等の権利擁護等のために講じている措置

三　相談、苦情等の対応のために講じている措置

五　サービスの質の確保、透明性の確保等のために実施している外部の者等との
連携

四　サービスの内容の評価、改善等のために講じている措置

相談、苦情等の対応のために講じている措置

・重度の肢体不自由等の常時介護を要する利用者に対するサービスの質の確
保のための取組の状況
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障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 障害福祉サービス等情報公表システム（仮称）

第二　サービスを提供する事業所等の運営状況に関する事項 (2)障害福祉サービス等を提供する事業所等の運営状況に関する事項

適切な事業運営の確保のために講じている措置

ロ　計画的な事業運営のための取組の状況 ・計画的な事業運営のための取組の状況

ハ　事業運営の透明性の確保のための取組の状況 ・事業運営の透明性の確保のための取組の状況

ニ　サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組の状況 ・サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組の状況

イ　事業所等における役割分担等の明確化のための取組の状況 ・事業所等における役割分担等の明確化のための取組の状況

ハ　従業者からの相談に対する対応及び従業者に対する指導の実施の状況 ・従業者からの相談に対する対応及び従業者に対する指導の実施の状況

三　安全管理及び衛生管理のために講じている措置 安全管理及び衛生管理のために講じている措置

安全管理及び衛生管理のための取組の状況 ・安全管理及び衛生管理のための取組の状況

四　情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置 情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置

イ　個人情報の保護の確保のための取組の状況 ・個人情報の保護の確保のための取組の状況

ロ　サービスの提供記録の開示の実施の状況 ・サービスの提供記録の開示の実施の状況

五　サービスの質の確保のために総合的に講じている措置 障害福祉サービス等の質の確保のために総合的に講じている措置

イ　従業者等の計画的な教育、研修等の実施の状況 ・従業者等の計画的な教育、研修等の実施の状況

ロ　利用者等の意向等も踏まえたサービスの提供内容の改善の実施の状況 ・利用者等の意向等も踏まえたサービスの提供内容の改善の実施の状況

・サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況

・サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有するための取
組の状況

ロ　サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有するための取
組の状況

第三　都道府県知事が必要と認めた事項

二　事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じて
いる措置

一　適切な事業運営の確保のために講じている措置

ハ　サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況

事業運営を行う事業所等の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じて
いる措置

・従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況イ　従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況

4
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事 務 連 絡 

平成 30 年２月９日 

 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管課（室） 御中 

中 核 市 

 

                    厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

障害福祉サービス等情報公表制度の施行について（依頼） 

 

 

障害福祉行政の推進につきましては、日頃からご尽力を賜り厚く御礼申し上

げます。 

さて、平成 29 年 12 月 28 日付け事務連絡「障害福祉サービス等情報公表制度

の施行について」において、障害福祉サービス等情報公表制度については、独

立行政法人福祉医療機構が運営する福祉・保健・医療の総合情報サイト（ＷＡ

ＭＮＥＴ）の「障害福祉サービス事業所検索システム」を改修することにより、

運用する旨お伝えしたところです。 

今般、今後の予定及び事前準備作業等について、別紙のとおりお示しいたし

ますので、各都道府県等におかれては、当該内容についてご了知くださいます

ようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 北村、青木 

T E L ：03-5253-1111（内線）3036 

独立行政法人福祉医療機構 

 E-mail：shofukukouhyo＠wam.go.jp 

関連資料４ 
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障害福祉サービス等情報公表システムの運用に係る今後の予定等について 

 

 

１．はじめに 

○ 障害福祉サービス等情報公表システム（以下「情報公表システム」という。）

の運用に係る今後の予定及び事前準備作業等については、概ね以下の流れと

なりますので、別添資料１～３と併せてご参照ください。 

 

○ 本事務連絡発出後、別途、独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」とい

う。）より都道府県、指定都市、中核市（以下「都道府県等」という。）宛に

事前準備作業の依頼（メール）をしますので、下記「３．事前準備作業につ

いて」の作業依頼①～③について、３月２日（金）【厳守】までに、機構宛に

メールで登録してください。 

 

 

２．今後の予定 

（１）２月９日～３月２日：各都道府県等における事業者等の基本情報の登録等  

 ・ 詳細は、下記「３. 事前準備作業について」を参照ください。 

 

（２）４月１日：システム運用開始並びに都道府県等及び事業者（法人等）

へのＩＤ等の通知 

・ 平成 30 年４月の制度施行と併せて、都道府県等及び各事業者（法人

等）（以下「事業者」という。）に対して、上記（１）にてご登録いただ

いたメールアドレス宛てに、情報公表システムからＩＤ及びパスワード

を送付（メール）する予定です。 

 

※ 都道府県等のＩＤについては、前回事務連絡においてご登録いただ

いた各担当者のメールアドレスに紐付くものではなく、都道府県等の

担当部署内においてご利用いただけるものとなります。このため、人

事異動による担当者の変更等の際は、前任者が利用していたＩＤを後

任者が引き続きご利用いただいても差し支えありません。 

なお、今後、ＩＤの不足等については、随時対応いたしますので、

適宜、機構までご連絡ください。 

 

 （３）４月１日～８月 31 日：事業所の詳細情報の入力・報告、承認作業 

・ 事業者は、上記（２）にて受領したＩＤ及びパスワードを用いて、情

報公表システムにログインし、事業所の詳細情報を入力した上で、都道

府県等へ報告します。 

（別紙） 
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・ 都道府県等は、事業者より報告を受けた事業所の詳細情報について、

内容を確認し、報告内容に修正の必要がなければ承認を行い、情報公表

システムに公表依頼を行います。 

 

（４）９月１日：障害福祉サービス等情報の公表開始 

・ 上記（３）において、都道府県等が情報公表システムに公表依頼を行

った事業所情報を、ＷＡＭＮＥＴ上に公表します。 

 

 

３．事前準備作業について 

○ 事業者が障害福祉サービス等情報を都道府県等に報告するに当たり、 

① 各事業者は、事業者及び事業所の基本情報（法人等名称、法人等のメー

ルアドレス、事業所名等。以下「基本情報」という。）を都道府県等に登

録（メール又は文書での登録を想定）し、 

② 各都道府県等は、登録された基本情報を、情報公表システムに登録する 

必要があります。 

  

○ 今回は事務負担軽減の観点から、制度施行前において、基本情報を    

一括して登録できるようにいたしますので、以下の作業をお願いします。 

 

【作業依頼①】 

○ 現在、ＷＡＭＮＥＴの障害福祉サービス事業所検索システム（以下「情

報検索システム」という。）に登録してある各都道府県管轄の事業所の

直近データを格納したエクセルファイルを送付いたしますので、ご登録

いただいた基本情報をご確認いただき、当該データの削除・新規追加を

お願いします。 

  

○ また、現在、情報検索システムに登録していない障害児サービス等の

基本情報についてもご登録をお願いします。特に、事業者のメールアド

レスは、システムを利用する上で必須となりますので、登録漏れが無い

ようにお願いします。 

 

※ これまで、情報検索システムに管轄の事業所データを登録していな

い場合については、事業者から基本情報を集約いただきますようお願

いします。 

 

※ 指定都市・中核市が指定する事業所の基本情報や、一般市町村が指

定する相談支援サービス事業所の基本情報についても、管内市区町村
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との連携の上、各都道府県にて確認・更新をお願いします。 

 

【作業依頼②】 

○ 平成 30 年４月以降、事業者が都道府県等に対し、障害福祉サービス

等情報を報告すると、情報公表システムから都道府県等に報告完了メー

ルを送付しますので、通知を受信するためのメールアドレスのご登録を

お願いします。 

 

※ 当該アドレスには、多数通知が届くことが想定されますので、適宜、

通常代表窓口として使用されているメールアドレスとは別に、情報公

表システム専用メールアドレスをご登録ください。 

 

 ※ なお、今後、厚生労働省及び機構から事務連絡等を発出する際は、

前回事務連絡でご登録いただいた代表窓口アドレス宛てに、引き続き

送付いたしますので、ご留意ください。 

 

【作業依頼③】 

 ○ 各都道府県において、条例による権限委譲により、本制度施行におい

てお示ししている実施主体と異なる実施主体が施行事務を行う場合は、

当該権限委譲先の情報を登録くださいますようお願いします（県が事務

を実施すべきところ、権限委譲により、一般市において事務を実施する

場合等）。 

 

 

４．その他連絡事項 

○ 情報検索システムの運用終了について 

 現在、運用している情報検索システムに関しては、今後、情報公表制度の  

施行に伴い、平成 30 年 8 月末をもって運用を終了いたしますので、ご留意い

ただくようお願いします。（都道府県に対しては機構より通知済み。） 

- 184-



※２　現在、WAMNETの障害福祉サービス事業所検索システムに登録されている各都道府県管轄の事業所の直近データを確認
　　　　なお、現行の事業所検索システムに登録されていない障害児サービスの基本情報については新規に登録

事業者（法人等）

福祉医療機構

都道府県等
都道府県
指定都市
中核市

（参考）平成30年２月～4月における障害福祉サービス等情報公表制度　業務フロー　

※１　現在、WAMNETの障害福祉サービス事業所検索システムに登録されている各都道府県管轄の事業所の直近データ

４月３月

④ 都道府県等から提出された基本情報
を集約

⑤ システムへ情報を取り込み、ログインID
・パスワードを作成

② 事業者及び事業所の基本情報一覧
を確認・更新（※２）

① 都道府県等に対し、事業者及び事業所
の基本情報（法人名称、法人のメール
アドレス、事業所名等 ※１）一覧の確認
依頼

③ 事業者及び事業所の基本情報を
福祉療機構に登録

⑥ 福祉医療機構より、都道府県等及び
事業者へログインID・パスワードを配布

２月

⑦ ID・パスワードの受領

エクセル（結果）を登録エクセル（作業台）を送付

別添資料１

⑦ ID・パスワードの受領
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（参考）平成30年4月以降における障害福祉サービス等情報公表制度　業務フロー　

⑤　事業者は、受領したログインID・パスワードを用いてシステムにログイン
　し、事業所の詳細情報（基本情報以外の情報）を入力した上で、
　都道府県等に報告

⑥　システムより、都道府県等へ事業者から報告があった旨をメールで通知

⑦　事業者より報告を受けた事業所の詳細情報について、都道府県等が
　確認し、内容に修正が必要と判断した場合
　  　→　システムより、事業者へ差し戻しの旨通知。事業者は、通知を受領
　　　　後、承認されるまで⑤からの手順を再度実施

⑧　都道府県等が、報告を受けた事業所の詳細情報を承認した場合
　　  →　システム上で承認処理を行い、システムへ公表を依頼

都道府県等
都道府県
指定都市
中核市

事業者
（法人等）

業務内容

情報公表
システム

①　事業者は、都道府県等へ事業者及び事業所の
　基本情報（法人アドレス等）を登録

②　都道府県等は、事業者から登録された基本情報を
　情報公表システム（以下「システム」）へ登録

③　システムより、事業者へログインID等を通知

④　事業者は、システムからの通知を受領
　　 ※　必要に応じて、事業所担当者にＩＤ等を共有

　　 ※　なお、平成30年３月に、都道府県等が基本情報
         を一括登録した事業者については、STEP１は不要

⑨　システムより、事業者へ都道府県等が承認した
　旨通知

⑩　事業者は、システムからの通知を受領

⑪　都道府県等が公表を依頼した事業所情報を
　WAMNETに公表

　※　初回は平成30年9月頃を予定
　　　 ９月以降は、随時更新予定

STEP３．公表

⑨ 事業者へ都道府県等が承認した旨通知
⑪ 都道府県等が公表を依頼した事業所
情報をWAMNETに公表

STEP２．事業所の詳細情報入力・報告、承認STEP１．事業者等の基本情報登録

④ ログイン
ID・パスワード
通知を受領

③ 事業者へログインID・パスワードを通知

① 都道府県
等へ事業者
等の基本情
報を登録

② システムへ事業者等の
基本情報を登録

⑤ システムに事業所の詳細情報を入力し、都道府県等へ報告
※ ⑦の場合、通知受領後、再度手順⑤から実施

⑥ 都道府県等へ報
告が行われた旨メール
で通知

⑦ 都道府県
等が、報告内
容の修正が必
要と判断した
場合

⑧ 都道府県
等が、報告内
容を確認し、
承認した場合

⑩ 承認通知を受領

⑦ 差し戻し通知

別添資料２
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○　障害福祉サービス等情報公表制度に係るＱ＆Ａ

Ｎo． 質　問 回　答

1

○　都道府県等は、障害福祉サービス等情報公表制度の施行に伴い、事業所情報を公表する
ためのシステムを構築する必要があるのでしょうか。

○　現在、福祉医療機構（以下「機構」という。）が運営しているＷＡＭＮＥＴのコンテン
ツ「障害福祉サービス事業所検索システム」を廃止し、新たに障害福祉サービス等情報公表
システム（以下「情報公表システム」という。）を構築するので、都道府県等において、新
たにシステムを構築する必要はありません。

2

○　情報公表システムには、いつ頃からログインが可能になるのでしょうか。 ○　ログイン可能な時期については、事業者のみならず都道府県等担当者においても、平成
30年４月１日以降を予定しております。試用期間は設けておりませんが、適宜、必要な情報
を提供させていただきます。

3

○　本事務連絡「作業依頼①」について、機構が運営しているＷＡＭＮＥＴの障害福祉サー
ビス事業所検索システムに登録されていない障害児サービス等の情報については、どのよう
に集約を図ればよいのでしょうか。

○　都道府県が事業所の指定の実施主体でない場合は、適宜、実施主体である管内市区町村
等との連携を図っていただき、事業者及び事業所の基本情報を集約いただきますようお願い
します。

○　なお、登録作業台については、別途、機構より送付されます。

4
○　今後、事業者に報告を行っていただくとのことですが、事業者がメールアドレスを持っ
ていない、インターネット環境が整っていない等、電子上において報告ができない場合はど
うしたらよいのでしょうか。

○　事業者のインターネット環境が整っていない等やむをえない場合については、事業者
が、都道府県等に対して紙媒体による報告を行い、当該報告内容を都道府県等の担当者が情
報公表システムご入力いただく等の柔軟な対応を行ってください 。

5
○　厚生労働省及び機構からの事務連絡等については、今後、自治体のどちらの宛先に送付
されるのでしょうか。

○　平成29年12月28日付け事務連絡のご依頼にてご登録いただいた各自治体代表窓口宛てに
送付いたします。窓口の変更等ございましたら、適宜、機構までご連絡ください。

6

○　都道府県等に対しては、ＩＤ及びパスワード（以下「ＩＤ等」という。）が情報公表シ
ステムより平成30年３月中に通知されるとのことですが、具体的にどちら宛てに通知される
のでしょうか。

○　本事務連絡「作業依頼②」において各自治体がご登録いただいた情報公表システム専用
メールアドレス宛てに通知されます。

○　なお、複数のメールアドレス宛てに通知することも可能ですので、機構までご連絡くだ
さい。

7

○　本事務連絡「作業依頼②」において、都道府県等は、情報公表システム専用メールアド
レスを別途登録とのことですが、既存の代表窓口メールアドレスでは登録ができないので
しょうか。

○　既存の代表窓口メールアドレスでも登録は可能ですが、今後、情報公表システムより数
多く通知が届くことが想定されますので、別途、情報公表システム専用メールアドレスを作
成いただくことを推奨いたします。

別添資料３
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○　障害福祉サービス等情報公表制度に係るＱ＆Ａ

Ｎo． 質　問 回　答

8

○　平成29年12月28日付け事務連絡において、ＩＤ等は都道府県等の担当者のメールアドレ
スに紐付くとのことでしたが、その取扱いに変更はあるのでしょうか。

○　ＩＤ等は担当者のメールアドレスに紐付くものではなくなります。このため、人事異動
による担当者の変更等の際にも、前任者が使用していたＩＤ等を、後任者が引き続き使用し
ても差し支えないものとなります。

9

○　事業者（法人等）が都道府県等へ報告した際、情報公表システムから都道府県等の情報
公表システム専用メールアドレス宛てに報告完了メールが送付されるとのことですが、報告
を行った事業所の地域ごと（Ａ市、Ｂ町など）によって、通知の宛先を振り分ける仕組みを
設けているのでしょうか。

○　そのような仕組みは設けておらず、管内事業所から都道府県等へ報告された際は、全て
の報告完了メールが本事務連絡「作業依頼②」においてご登録いただいた情報公表システム
専用メールアドレス宛てに送付されます。

○　なお、情報公表システムにログイン後、報告された内容の承認作業を行う際、報告があ
がった事業所の住所ごと（市区町村まで）にフィルターをかけることは可能であり、地域別
に承認作業を行いたい場合は、当該方法を活用してください。

○　また、サービス別（居宅介護、重度訪問介護など）にフィルターをかけることも可能で
すので、サービス別に承認作業を行いたい場合は、当該方法を活用してください。

10

○　都道府県等担当者において、同じＩＤ等を複数人が使用することは可能でしょうか。 ○　承認手続きを行った際、情報公表システム上に作業を行ったＩＤ名が表示されます。こ
れにより、ＩＤごとに担当者を振り分けていただければ、どなたが作業を行ったかが分かる
ような仕組みを設けておりますので、都道府県等の担当者におかれては、同じＩＤ等を複数
人で使用はせず、個別にＩＤ等を使用していただきますようお願いします。

11

○　事業者（法人等）は、どこの自治体に対して報告すればよいのでしょうか。 ○　事業所の指定をしている都道府県、指定都市、中核市に対して報告を行います。

※１　指定計画相談支援及び指定障害児相談支援事業者については、その市区町村を管轄す
る都道府県に対して報告を行います。

※２　指定障害児入所施設等及び指定障害児通所支援事業者については、その中核市を管轄
する都道府県に対して報告を行います。ただし、その中核市が児童相談所設置している場合
（現行においては、横須賀市、金沢市）については、当該中核市に報告を行います。

※３　また、条例による権限移譲により、報告先が都道府県等ではない場合もございますの
で、詳細は、各自治体にご連絡ください。

12

○　事業者（法人等）に対しては、ＩＤ等が情報公表システムより平成30年４月以降に通知
されるとのことですが、具体的にどちら宛てに通知されるのでしょうか。

○　事業者（法人等）が、都道府県等にご登録いただくメールアドレス宛てに通知されま
す。

○　なお、事業者（法人等）ではなく、事業所が詳細情報を入力することを予定している場
合は、事業者（法人等）から事業所へＩＤ等を共有してください。
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○　障害福祉サービス等情報公表制度に係るＱ＆Ａ

Ｎo． 質　問 回　答

13

○　ＩＤ等は、すべての事業所に対して通知されるのでしょうか。 ○　ＩＤ等は、事業所に対してではなく、事業者（法人等）に対して付与されます。

○　また、事業者（法人等）が、複数の都道府県等において事業所を運営している場合は、
各都道府県等用のＩＤ等がそれぞれ付与されることとなります。（例えば、Ａ県及びＢ県に
おいて事業所を運営している場合は、Ａ県用、Ｂ県用の２つのＩＤ等が、それぞれ事業者
（法人等）に付与されます。）

○　事業所に対してＩＤ等を共有いただく場合は、事業者（法人等）から事業所へＩＤ等を
共有してください。

14

○　Ｎo．13について、例えば、事業者（法人等）が、Ａ県においてa事業所、b事業所を実
施している場合は、ＩＤ等はどのように使用すればよいのでしょうか。

○　情報公表システムから、事業者（法人等）に対してＡ県用のＩＤ等が１つ付与されます
ので、事業者（法人等）から、a事業所、b事業所にＡ県用のＩＤ等を共有してください。

○　a事業所、b事業所が使用するＩＤ等は、同じＡ県用のＩＤ等を使用することとなりま
す。

○　なお、a事業所、b事業所は、同じＡ県用のＩＤ等で同時にログインを行い、入力を行っ
ていただいても支障はありません。

15
○　Ｎo．10において、都道府県等の担当者は、同じＩＤ等を複数人で使用しない旨の記載
がありましたが、事業者（法人等）と取扱いが異なるのでしょうか。

○　事業者（法人等）においては、同じＩＤ等を複数事業所で共有して使用することとなり
ますので、都道府県等の担当者とは取扱いが異なります。

16

○　既存の事業所の報告は完了しているが、新規に事業所の指定を受けて事業を開始する場
合にも、法人等の基本情報も含めて、都道府県等への報告は再度必要でしょうか。

○　情報公表制度は、指定事業所（サービス）ごとに報告を行う必要がありますので、新規
に事業所を設立し、事業を開始した場合には、都道府県等への報告が必要となります。

○　なお、既に当該都道府県等に対して法人情報等の基本情報を報告している場合のみ、事
務負担軽減の観点から、一部の入力項目を省略する仕組みを設けております。（当該都道府
県等以外の自治体に対して報告を行っている場合については、入力項目を省略することはで
きません。）

17
○　平成30年４月以降において、本事務連絡のように都道府県等が、事業者及び事業所の基
本情報を一括して情報公表システムに登録することは可能でしょうか。

○　一括登録については、本事務連絡のみの対応となりますので、平成30年４月以降は、個
別に情報公表システムへ事業者及び事業所情報を登録いただくこととなります。

18
○　実際に事業所情報がインターネット上で公表されるのは、いつ頃になるのでしょうか。 ○　平成30年度においては、平成30年９月に一斉に公表する予定です。９月以降は、随時公

表予定です。
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○　障害福祉サービス等情報公表制度に係るＱ＆Ａ

Ｎo． 質　問 回　答

19
○　これまで、機構が運営する障害福祉サービス事業所検索システムのために、機構に対し
て事業所情報を提供していましたが、今後、当該作業はどうなるのでしょうか。

○　Ｎo．１に記載のとおり、障害福祉サービス事業所検索システムは廃止となることか
ら、今後、当該作業は不要となります。

20
○　報告内容を確認する際、どういう点に気をつけて確認を行えばよいのでしょうか。 ○　記入漏れがないかをご確認いただくことはもちろんのこと、指定を行う際に事業者等か

ら提出いただいた資料や、今後、お示しする各サービス別の記入要領等に基づきご確認をお
願いします。

21
○　都道府県等が、事業者（法人等）からの報告内容に修正が必要だと判断した場合、どの
ように対応すればよいのでしょうか。

○　差し戻し理由を記入する欄を設けておりますので、当該修正すべき内容について、事業
者（法人等）に対して情報公表システムから差し戻し通知が送付（メール）されますので、
事業者（法人等）は当該通知を受領後、必要な修正を行っていただくようお願いします。

22
○　都道府県等が事業者（法人等）からの報告内容を承認すると、すぐにＷＡＭＮＥＴ上に
公表されるのでしょうか。

○　都道府県等が報告内容を承認後、すぐにＷＡＭＮＥＴ上に公表されるものではなく、情
報公表システムに公表依頼を行った後、翌日にＷＡＭＮＥＴ上に公表されます。

23
○　都道府県等が事業者（法人等）からの報告内容を承認後、事業者（法人等）へ通知され
るのでしょうか。

○　都道府県等が承認後、情報公表システムより事業者（法人等）へ通知します。

○　なお、ＷＡＭＮＥＴ上に公表された際は、事業者（法人等）へ通知はされません。

24
○　都道府県等が事業者（法人等）からの報告内容を承認後、内容に不備があった場合、公
表を取り消すことは可能でしょうか。

○　ＷＡＭＮＥＴ上に公表後、修正を行いたい場合は、通常の手続きと同様に、再度、事業
者が内容を修正いただき、都道府県等が報告内容を承認後、情報公表システムに公表依頼を
行った後、修正内容が公表されます。

25
○　ＷＡＭＮＥＴ上に公表された事業所情報はどのように保存できるのでしょうか。 ○　ＷＡＭＮＥＴ上に公表された事業所情報は、各都道府県等がＣＳＶで保存できる予定で

す。

26

○　ＷＡＭＮＥＴ上に公表された事業所情報の保存期間に制限はあるのでしょうか。 ○　一定期間内において、各都道府県等に事業所情報の保存作業を行っていただく予定で
す。

○　なお、具体的な保存期間については、今後、お示しさせていただく予定です。

27 ○　今後、厚生労働省ホームページにおいて、情報公表制度の周知は行うのでしょうか。 ○　実施する予定です。
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３ 障害福祉関係施設等の整備について 

 
（１）平成 30 年度社会福祉施設整備費の予算案等について 

社会福祉施設等施設整備費補助金については、一億総活躍社会の実現に

向けて障害児・者が安心して生活できるよう平成 30 年度当初予算案として

72 億円を計上するとともに、平成 29 年度補正予算として、80 億円を計上

し、計画的に整備を推進することとしている。 

平成 30 年度当初予算案の具体的な内容としては、 

① 障害者の社会参加支援や地域生活支援を更に推進するための就労移行

支援事業所等の日中活動系事業所やグループホーム等の整備 

② 障害児支援の充実を図るための児童発達支援センター等の整備や小規

模な形態によるきめ細やかな支援体制の整備 

③ 自力避難が困難な障害児・障害者が利用する施設等の安全・安心を確保

するための防災体制等の強化等 

等の推進を引き続き行うこととしている。（関連資料１） 

 

 
（２）平成 30 年度社会福祉施設整備費の執行について 

① 平成 30 年度国庫補助協議について 

平成 30 年度の施設整備にあたっては、「平成 29 年度当初予算等で協議

したが、未採択のまま積み残しとなっているもの」、「平成 30 年度に協議

予定のもの」などが混在するため、平成 30 年度の補助採択にあたっては、

各都道府県等が定める優先順位に沿いつつ、緊急度の高い整備から採択し

ていくことにしている。 

社会福祉施設整備費においては、以下の点にご留意いただきたい。 

ア 社会福祉施設整備費で整備した施設が整備後にサービスの全部又

は一部を休止していたり、利用が低調であることの指摘（会計検査院）

を受けていることから、施設整備の緊急性や必要性の高い案件に厳選

して協議されたい。 

イ 平成 28 年３月に成立した「社会福祉法等の一部を改正する法律」（平

成 28 年法律第 21 号）において、社会福祉法人の保有する財産につい

て、将来の建替費用等事業継続に必要な財産（控除対象財産）を控除

した上で、社会福祉充実財産（社会福祉充実残額）を明確化すること

としている。 

社会福祉充実財産がある法人については、社会福祉充実計画を策定

の上、計画的に既存事業の充実又は新規事業に活用することとしてお

り、平成 29 年度における社会福祉充実計画の作成状況の調査では社会

福祉充実財産が生じた法人の約４割（39％）が社会福祉充実計画内容

において「既存施設の建替、施設整備」に活用すると回答している。 
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各都道府県等におかれては、法人の社会福祉充実財産の使途に関す

る経営判断を十分尊重しつつ、社会福祉充実財産等の活用可能性につ

いても勘案した上で、社会福祉施設整備費の効果的・効率的な活用を

お願いしたい。 

また、社会福祉施設整備費は、平成 18 年度より公立施設分の整備につ

いて一般財源化が図られていることに鑑み、公立施設を民間に移譲等する

際に必要となる施設整備については、地方負担による対応に努めていただ

くようお願いする。  
今後の国庫補助協議については、以下のスケジュールで実施したいと考

えているのでご協力願いたい。 

 

  （国庫補助協議のスケジュール） 

    ・厚生労働本省から地方自治体に対する事前の協議額調査      ３月上旬 

    ・地方厚生（支）局における都道府県、市ヒアリング          ４月中 

    ・国庫補助協議書の地方厚生（支）局への提出                ４月下旬 

 

  ② 平成 30 年度社会福祉施設整備費国庫補助基準単価について 

    平成 30 年度における社会福祉施設整備費の国庫補助基準単価について

は、昨今の資材費及び労務費の動向を踏まえ、3.3％増の改定を行う予定

であるのでご承知おき願いたい。 

 

  ③ 平成 30 年４月施行新サービスに係る施設整備について 

    平成 28 年５月に成立した「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」（平成 28 年法

律第 65 号）において、「自立生活援助」等新たなサービスが創設され、平

成 30 年４月施行となっている。 

    社会福祉施設整備費においても、「自立生活援助」等新たに創設される

サービスの施設整備について、補助対象とすることとしているのでご承知

おき願いたい。 

 

  ④ グループホーム等におけるスプリンクラー整備について 

    既存施設のスプリンクラー整備については、「社会福祉施設等施設整備

費におけるスプリンクラー設備等の取扱いについて」（平成 17 年 10 月５

日社援発第 1005007 号厚生労働省社会・援護局長通知。以下「スプリンク

ラー通知」という。）により対応している。 

    各都道府県等におかれては、これまで平成 25 年の消防法施行令等改正

によるグループホーム等における消防用設備等設置に対応いただいてい

るところである。 

    平成 30 年４月以降においても、例えばこれまでスプリンクラー等設置

義務のなかったグループホームが入居者の状況変化により、障害支援区分
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４以上の者が概ね８割を超えることに伴い設置義務が生じる場合がある

ことから、引き続きスプリンクラー通知による取扱いを行うこととしてい

るのでご承知おき願いたい。 

 

  ⑤ 障害者支援施設等における防犯対策の強化に係る整備について 

    障害者支援施設等における防犯対策の強化に係る整備については、平成

28 年度第２次補正予算より「障害者支援施設等における防犯対策の強化

に係る整備について」（平成 28 年 11 月 28 日社援発 1118 第３号厚生労働

省社会・援護局長通知。以下「防犯通知」という。）に基づく取扱いをし

ているところであるが、「平成 29 年度補正予算（案）における社会福祉施

設等施設整備費の国庫補助に係る協議等について」（平成 29 年 12 月 22

日事務連絡）等にて周知しているとおり、防犯通知に基づく取扱いは平成

29 年度補正予算までを予定している。 

平成 30 年度からの防犯対策については、平成 28 年度当初予算以前と

同様「社会福祉施設等施設整備費における大規模修繕等の取扱いについ

て」（平成 17 年 10 月５日社援発 1005006 号厚生労働省社会・援護局長通

知）に基づく取扱いとし、引き続き補助対象としているのでご承知おき

願いたい。 

 

 

（３）福祉医療機構による融資条件の優遇について 

独立行政法人福祉医療機構による障害福祉関係施設に対する融資条件の

優遇措置が引き続き実施される予定であり、管内の社会福祉法人等に対し、

周知方をお願いしたい。なお、詳細の取扱いは、独立行政法人福祉医療機

構の福祉医療貸付部に照会いただきたい。 

 

 ① 障害者自立支援基盤整備事業にかかる融資条件の優遇 

   障害福祉サービス事業の基盤整備を促進するため、社会福祉施設等施

設整備費補助金の交付が行われた事業に対して融資率の優遇を行う。 

   融資率 85％ 

 

 ② スプリンクラー整備にかかる融資条件の優遇 

   スプリンクラーを整備する事業に対して融資率及び貸付利率の優遇

を行う。  

   融資率  90％ 

   貸付利率 当初５年間基準金利△0.5％ 

 

 ③ 社会福祉施設等の高台移転にかかる融資条件の優遇措置 

   津波対策として、自力避難が困難な障害者が入所する社会福祉施設等

の高台移転を促進するため、立地上津波による被害の恐れがあると都
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道府県知事等が認め、かつ、施設の安全上問題のない高台に移転する

場合で、社会福祉施設等施設整備費補助金の交付が行われた事業に対

して融資率及び貸付利率の優遇を行う。 

   融資率  95％ 

   貸付利率 無利子 

 

耐震化整備及びアスベスト対策事業については、それぞれの項目に記載

しているので確認されたい。 

 

 

（４）障害福祉関係施設等の財産処分について 

近年、厚生労働省一般会計補助金等の交付を受けて取得し、又は効用の

増加した障害関係福祉施設等について、厚生労働大臣（又は地方厚生（支）

局長）の承認を受けることなく財産処分を行う等の不適切な事例が散見さ

れるところである。 

財産処分に当たっては「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律」（昭和 30 年法律第 179 号）による申請手続き等が必要となるため、財

産処分の計画がある場合には、その検討段階で連絡をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 

（５）社会福祉施設等におけるアスベスト対策について 

  ① 吹付けアスベスト等使用実態調査について 

 社会福祉施設等におけるアスベスト対策については、これまでも吹付

けアスベスト等の使用実態に関する調査の実施をお願いしてきたところ

であるが、平成 28 年５月に、総務省行政評価局から、「アスベスト対策

に関する行政評価・監視－飛散・ばく露防止対策を中心として－」の結果

に基づく勧告が行われ、社会福祉施設等において、吹付けアスベスト等の

みならず、アスベスト含有保温材等の使用実態に関する調査についても実

施すべき旨の指摘がなされたことから、「社会福祉施設等における吹付け

アスベスト（石綿）等及びアスベスト（石綿）含有保温材等使用実態調査

の実施について（依頼）」（平成 28 年９月 30 日雇児発 0930 第２号・社

援発 0930 第 12 号・障発 0930 第２号・老発 0930 第 13 号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長、社会・援護局長、社会・援護局障害保健福祉部長、

老健局長連名通知）を発出し、改めてアスベスト含有保温材等を含めた使

用実態調査を実施することとしたところである。 

また、同勧告の中で、一部の自治体において、これまでの使用実態調査

（参考） 

・「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」 

  （平成 20 年４月 17 日社援発 0417001 号厚生労働省社会・援護局長通知） 
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が適切に行われていない事例や、アスベスト使用建材に関する分析調査が

未了の施設に対する指導が適切に行われていない事例が見られたことか

ら、改めて使用実態調査の適切な実施と、施設に対する指導を要請するよ

う指摘がなされているところである。 

各都道府県等におかれては、利用者及び職員等の安全を確保するため、

労働関係部局、建設関係部局、環境関係部局等とも十分連携の上、引き続

き社会福祉施設等におけるアスベスト対策の徹底に万全を期されるよう

お願いする。 

 

   ② 吹付けアスベスト等の除去等について 

吹付けアスベスト等の除去等に要する費用については、社会福祉施設等 

施設整備費補助金等の補助対象となっていることから、これらの国庫補助 

制度等を積極的に活用しながら、その早期処理に努めるよう指導をお願い 

したい。 

なお、独立行政法人福祉医療機構において、平成 17 年度から実施して

きたアスベスト対策事業に係る融資条件の優遇措置（融資率の引き上げ

（５％※）、貸付利率の引き下げ（0.05～0.4％））について、30 年度も引

き続き実施することとしている。 

    ※ 融資率が 80％未満のものに限る。 

 

 

（６）社会福祉施設等の木材利用の促進及びＣＬＴの活用について 

国や地方自治体が整備する公共建築物については、「公共建築物等にお

ける木材の利用の促進に関する法律」（平成 22 年法律第 36 号）に基づき、

木材の利用の促進を図ることとされているところである。 

また、林業及び木材産業の成長産業化を推進し、地方の持続的な産業の

育成と雇用の確保を図り、地方創成を実現すること等を目的に、ＣＬＴ

（Cross Laminated Timber：直交集成板）の公共建築物等への幅広く積極

的な活用に向けて、ＣＬＴ活用促進に関する関係省庁連絡会議を開催する

など、ＣＬＴ活用促進のための取組を政府として行っていくこととしてい

る。 

このため、社会福祉施設等の整備に当たっては、木材の持つ柔らかさ、

暖かさを取り入れることにより、施設入所者や利用者に精神的なゆとりと

安らぎを与えるなどの効果も期待できることから、「社会福祉施設等にお

ける木材の利用の促進及びＣＬＴの活用について」（平成 28 年７月 21 日

雇児発 0721 第 17 号・社援発 0721 第５号・障発 0721 第２号・老発 0721 第

２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、社会・援護局

障害保健福祉部長、老健局長連名通知)等に基づき、木材の利用やＣＬＴの

積極的な活用について御配慮いただくとともに、管内市町村及び社会福祉

法人等に対し周知をお願いしたい。 
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○ 地方自治体が策定する整備計画が着実に実施されるよう障害児・者の障害福祉サービス等の基盤整備を図る。
（補助率：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／４、設置者１／４）

社会福祉施設等施設整備費補助金

○ 障害児支援の充実を図るため、地域
の障害児支援の拠点となる児童発達支
援センター等の整備や小規模な形態に
よるきめ細やかな支援体制の整備を推
進する。

障害児支援の充実

２９年度予算額 → ３０年度予算（案）
７１億円 ７２億円

【２９年度補正予算 ８０億円】

○ 障害者の社会参加支援及び地域移行支援
を更に推進するため、就労移行支援、就労
継続支援事業所等の日中活動系サービス事
業所やグループホーム等の整備促進を図る。

日中活動系サービス等の充実・地
域移行の推進

○ 国土強靱化基本計画を踏まえ、自力
避難が困難な障害児・障害者が利用す
る施設の安全・安心を確保するため、
耐震化及びスプリンクラー整備を推進
する。

耐震化・防災対策の推進

関
連
資
料
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保育所等を訪問し、障害のある児童に対して、集団生活への適応のための専門的な支援その
他の必要な支援を行う

保育所等訪問支援

就労定着支援

一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の
対応により必要な支援を行う

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等
を行う

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活
の世話を行う

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は
生産活動の機会を提供する

短期入所（ショートステイ）

療養介護

生活介護

日
中
活
動
系

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な
訓練を行う

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要
な訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労する機会を提供するとともに、能力等の向上の
ために必要な訓練を行う

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な
支援、訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必
要な訓練を行う

自立訓練（機能訓練）

就労移行支援

就労継続支援（A型＝雇用型）

自立訓練（生活訓練）

就労継続支援（B型）

訓
練
系
・
就
労
系

対象施設

共同生活援助（グループホーム） 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う

居
住
支
援
系

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

施
設
系

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他の
必要な支援等を行う

授業の終了後又は学校の休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促
進その他の必要な支援を行う

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う

児童発達支援

放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援

障害児
通所支援

障害児入所施設
施設に入所する障害のある児童に対して、保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知
識技能の付与を行う

障害児
入所支援

※ 公立施設については、平成１８年度に一般財源化したため補助対象外。
※ これ以外に保護施設、身体障害者社会参加支援施設等がある。

障
害
者
総
合
支
援
法
上
の
サ
ー
ビ
ス

児
童
福
祉
法
上
の
サ
ー
ビ
ス

一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行う

自立生活援助
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